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１. ─はじめに

　我が国や諸外国において、AI技術の進化やデータ活用、グローバル化による産業構造の

変化が起きている中、企業規模や業種・業界にかかわらず、全ての企業が、データとデジタ

ル技術を活用した経営変革の取組であるDX（デジタルトランスフォーメーション）・AX（AI

トランスフォーメーション）に取り組むことで、価値創造経営を実現することができます。

こうした価値創造経営の実現のためには、企業はデジタル技術による変化が自社にもたら

すリスク・機会を踏まえた経営ビジョン、ビジネスモデルを策定し、その方策としてデジタ

ル技術を組み込んだ経営戦略をステークホルダーへ示す必要があります。同時に、経営者自

らがリーダーシップを発揮してステークホルダーとの対話を行い、課題の把握分析を通じ、

戦略の見直しを行っていくことでガバナンスの役割を果たすことが重要です。

　これを踏まえ、経済産業省は2020年11月に、経営者が企業価値を向上させるために実

践すべき事柄を「デジタルガバナンス・コード」として取りまとめました。2024年９月には、

企業がより前向きにDXに取り組むことを推進するため、DX推進を通して得られる企業価

値向上に焦点を当てた改訂を実施し、「デジタルガバナンス・コード3.0」として取りまとめ

ました。

　DX銘柄とは、東京証券取引所に上場している企業の中から、デジタルガバナンス・コー

ドに沿った取組を通じ、企業価値の向上につながるDXを推進するための仕組みを社内に構

築し、優れたデジタル活用の実績が表れている企業を選定して紹介するものです。この取組

により、目標となる企業モデルを広く波及させ、経営者の意識改革を促すとともに、企業が

投資家をはじめとする幅広いステークホルダーから評価を受けることで、企業における経

営変革の取組の更なる促進を図っています。2020年より、経済産業省と東京証券取引所

が共同で実施しており、2022年からは情報処理推進機構を加えた３者で実施しています。

　銘柄に選定された企業は、単に優れた情報システムの導入、データの利活用をするにとど

まらず、デジタル技術を前提としたビジネスモデルそのもの及び経営の変革に果敢に挑戦

し続けている企業です。特に今回の選定では、企業におけるAXの取組に着目し、こうした

取組を評価する形としました。

　本銘柄選定企業の中から特に優れた取組を行った企業を「DXグランプリ企業」として選

定しています。また、本銘柄に選定されていない企業の中から、注目されるべき取組を実施

している企業について、「DX注目企業」として選定しています。さらに、特に傑出した取組

を継続している企業を「DXプラチナ企業2026-2028」として選定しています。

　これら企業のさらなる活躍を期待するとともに、こうした優れた取組が他の企業におけ

る経営変革の取組の参考となることを期待します。
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「DX銘柄2026」等は以下のプロセスを経て選定いたしました。　

① 「DX調査2026」の実施
東京証券取引所（プライム、スタンダード、グロース）上場会社約3,800社を対象に「DX調査2026」を

実施。調査へ回答いただいた企業289社のうち、「DX認定」を取得している企業を選定対象としました。

※ 市場区分は調査終了（2025年12月22日18時）時点

②一次評価：「選択式項目」及び財務指標によるスコアリング
DX調査の「選択式項目」及びROE・PBRに基づき、スコアリングを実施し、一定基準以上の企業を、候

補企業として選定しました。

※ スコアリング基準についてはDX銘柄評価委員会にて決定

③二次評価及び最終選考
一次評価で選定された候補企業を対象に、DX調査の「記述式項目（DX実現能力、ステークホルダーとの

対話、企業価値貢献）」について、DX銘柄評価委員が評価を実施。当該結果を基に、DX銘柄評価委員会に

よる最終審査を実施し、優れた企業を「DX銘柄2026」として選定しています。

また、「DX銘柄2026」に選定されていない企業の中から、特に企業価値貢献部分において、注目される取

組を実施している企業を、DX銘柄評価委員会の審査により「DX注目企業2026」として選定しています。

さらに、企業の競争力強化に資するDXの推進を強く後押しするため、「DX銘柄2026」選定企業の中から、

特に優れた取組を行った企業を、「DXグランプリ2026」として選定しています。

2-1. ─「DX銘柄2026」等の選定プロセス

「DX 銘柄 2026」選定プロセス



5 D X銘柄2026

「DXプラチナ企業2026-2028」は以下のプロセスを経て選定いたしました。

①下記の要件を満たす企業を選定
　<DXプラチナ企業選定要件＞
　・3年連続でDX銘柄に選定されていること
　・過去にDXグランプリに選定されていること

②銘柄評価委員会における審査
　※選定期間は3年とする。

●DXプラチナ企業2026-2028　選定企業一覧

2-2. ─「DXプラチナ企業2026-2028」の選定プロセス

日本郵船株式会社
DXグランプリ２０２３
受賞

ソフトバンク株式会社
DXグランプリ２０２５
受賞
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■AIに関する評価の考え方

・	 AIの利活用を前提に、AIの急速な技術進歩をとらえつつ、機動的・抜本的に、変⾰の“範囲”を
拡充し、その“質”、“スピード”を高める企業を一層評価しました。

・　このため、DX調査2026においては、デジタルガバナンス・コードの「望ましい方向性」を踏ま
えつつ、AIの利活用を評価する観点から①選択肢の高度化、②設問の追加をしています。

3-1. ─評価のポイント（AIに関する評価の考え方）
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「デジタルガバナンス・コード３．０」の「望ましい方向性」を踏まえつつ、AIの利活用を評価する
観点から選択肢の高度化、設問の追加をしました。

■一次評価の評価項目（大分類）
	 1 経営ビジョン・ビジネスモデルの策定
	 2 DX戦略の策定
	 3-1 組織づくり
	 3-2 デジタル人材の育成・確保
	 3-3 ITシステム・サイバーセキュリティ
	 4 成果指標の設定・DX戦略の見直し
	 5 ステークホルダーとの対話
	

■設問の詳細
<経営ビジョン・ビジネスモデルの策定>

１	 データ活用やデジタル技術の進化による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）	
	 も踏まえ、経営方針および経営計画（中期経営計画・統合報告書等）において、DXの推進に向けた経営ビ	
	 ジョンを策定していますか。
２	 DXの推進に向けた経営ビジョンを実現するため、適切なビジネスモデルを構築していますか。

３	 既存ビジネスモデルの強みと弱みが明確化されており、その強化・改善にDX戦略や施策が大きく寄与し	
	 ていますか。
４	 コミュニティ活動を含め、多様な主体とつながり、データや知恵などを共有することによって、企業間連	
	 携を行い、革新的な価値を創造していますか。
５	 自社にとどまらず、社会や業界の課題解決に向けてDXを牽引しようとしていますか。
６	 ビジネスモデルの変革が、経営方針転換やグローバル展開等に迅速に対応できるものとなっていますか。
	
<DX戦略の策定>

７	 経営者自らが主体的に検討を行い、経営ビジョンを実現する変革シナリオとして、具体的なDX戦略が策	
	 定できていますか。
８	 経営陣がデータを様々な部門で価値を生み出すことができる重要な資産の一つとして認識し、データに基	
	 づく判断を心掛けるなど、目指すビジネスモデル実現に向けてデータを活用していますか。
９	� 自社の保有データを発掘・整理・管理する能力を高め、社会の状況変化や課題を迅速に把握し、柔軟に対

応していますか。
10	� データガバナンスに関して、法令やガイドライン等により求められる事項や期待される事項に基づき、サ

プライチェーン内の取引先や多様な企業とのデータ連携を行っているか。
11	 AIを利活用する業務プロセスを把握した上で、AIの利活用の取組が実施されていますか。
12	 データとデジタル技術を活用して既存ビジネスの変革を目指す取組（顧客関係やマーケティング、既存の	
	 製品やサービス、オペレーション等の変革による満足度向上等）が明示されており、その取組が実施され、	
	 効果が出ていますか。
13	� データとデジタル技術を活用して新規ビジネス創出を目指す取組が明示されており、その取組が実施され、

効果が出ていますか。
	
<組織づくり>

14	� DXを推進するための組織を有しており、その組織は、事業部門と連携・対話しながら全社を巻き込んだ	
推進を行っているか。

15	� 外部アドバイザー・パートナーの活用、スタートアップ企業との協業など、IT分野において、既存の取引
先や受発注関係にとどまらず、外部リソースを活用していますか。

3-2. ─評価のポイント（一次評価）

DGC-1

AI-1

DGC-2

AI-2

DGC-3

DGC-4

DGC-5

DGC-6

DGC-7

AI-3

DGC-8

DGC-9

DGC-10

AI-4

DGC-11

DGC-12

DGC-13

AI-5

DGC-14
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16	 外部リソースの活用を含め、DXを推進するために必要なケイパビリティ（組織能力）を有し、ケイパビリ	
	 ティを活かしながら、事業化に向かった動きができていますか。
17	 自社におけるAIの利活用を進めるために最適な外部リソースの活用や内製化力の獲得のあり方を検討し	
	 た上で、AIを利活用するために必要なアプリケーションの開発やシステムの構築ができる体制を構築でき	
	 ていますか。
18	 DX戦略推進のために各人（経営者から現場まで）が主体的に動けるような役割と権限が規定されています	
	 か。
19	 DXを推進するための予算をITシステムの保守などの既存領域のIT予算とは別で管理しており、DX推進	
	 のための予算として一定の金額または一定の比率が確保されていますか。
20	 DX推進のための投資等の意思決定において、DXに投じる資金をコストではなく経営にとって必須な投資	
	 として位置付け、定量的なリターンの大きさやその確度を求め過ぎず、挑戦を促す投資を行っていますか。
21	� 組織カルチャーの変革への取組として、新しい挑戦を促すとともに、継続的にかつ積極的に挑戦していこ

うとするマインドセット醸成を目指した活動を支援する制度、仕組みが構築されていますか。
22	� 社員一人ひとりが、仕事のやり方や行動をどのように変えるべきかが分かるような、経営ビジョンの実現

に向けたデータとデジタル技術の活用に関する行動指針を定め、公開していますか。
23	� DX推進部署の責任者としてそれぞれ、DXの推進をミッションとする責任者（Chief Digital Officer）、製

品・研究開発など技術の統括責任者（Chief Technology Officer ）、ITに関する統括責任者（Chief 
Information Officer）、データに関する責任者（Chief Data Officer）が、組織上位置付けられ、ミッショ
ン・役割を含め明確に定義され任命されていますか（他の役割との兼任でもかまいません）。

24	 DX推進部署の責任者が経営者と定期的にコミュニケーションを行うとともに、経営会議等の一員として	
	 参加するなど、経営の意思決定に対して一定の権限を持っていますか。
25	� 取締役会や経営会議等の場において、経営者が最新のデジタル技術や新たな活用事例に関する情報交換を

定期的に実施していますか。
26	 経営者が最新のデジタル技術や新たな活用事例を、自社のDX戦略の推進に活かしていますか。

<デジタル人材の育成・確保>

27	� 経営ビジョンと人材戦略を連動させた上で、DX戦略の推進に必要な人材に求めるスキルについて、デジタ
ルスキル標準を参照した上で明確化し、社員のスキル可視化の取組が行われていますか。

28	� 経営者を含めた役員や管理職のDXに対する意識を改革するとともに、役員や管理職が積極的に社員のデ
ジタル人材育成に関する取組を推進していますか。

29	 経営者を含めた全社員のデジタル・リテラシー向上のため、デジタル技術を抵抗なく活用し、自らの業務	
	 を変革していくことを支援する、リスキリングやリカレント教育などの制度がありますか。
30	� 生成AI等の最新技術の動向も踏まえつつ、DX推進を支える人材として、どのような人材が必要か、が明確

になっており、確保のための取組（計画的な育成、中途採用、外部アドバイザー・パートナーの活用、外部
からの出向、事業部門・IT担当部門間の人事異動等）を実施していますか。

31	� デジタルに関する専門知識を身につけた社員が、その知識の活用や試験・資格をはじめとしたスキル証明
により適性評価・処遇される人事制度や、より実践的なスキルを身につけられるような人材配置の仕組み
がありますか。

32	� スキルを評価する人事制度をはじめ、社員の希望に応じた人事異動や学習機会の提供、ロールモデルの提
示といった自律的なキャリア形成支援の取組が行われていますか。

<ITシステム・サイバーセキュリティ >

33	 全社のITシステムがDX戦略実現の足かせとならないように、定期的にビジネス環境や利用状況を踏まえ、	
	 ITシステムやデータ等の情報資産の現状を分析・評価し、課題を把握できていますか。
34	 DGC-31で実施した分析・評価の結果を受け、技術的負債（レガシーシステム）が発生しないよう、体制	
	 （組織や役割分担）を整え、必要な対策を実施できていますか（再レガシー化を回避する仕組みが確立され	
	 ていますか）。
35	 ITシステムの全社最適を目指し、全社のデータ整合性を確保するとともに、事業部単位での個別最適によ	
	 る複雑化・ブラックボックス化を回避するための仕組みがありますか。

DGC-15

AI-6

DGC-16

DGC-17

DGC-18

AI-7

DGC-19

DGC-20

DGC-21

DGC-22

DGC-23

DGC-24

DGC-25

DGC-26

DGC-27

AI-8

DGC-28

AI-9

DGC-29

DGC-30

DGC-31

DGC-32

DGC-33
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36	 ビジネス環境の変化に迅速に対応できるよう、既存のITシステム及びデータが、新たに導入する最新デジ	
	 タル技術とスムーズかつ短期間に連携できるとともに、既存データも活用し、経営状況や事業の運営状況	
	 を把握できるITシステムがありますか。
37	� AIでの利活用を可能にするためのデータ環境を整備できていますか。
38	� 全社でのAIの利活用を可能にするAI基盤を整備できていますか。
39	 全社最適で策定された計画の実行段階においては、各事業部門が自己の利害に固執して全体最適から離れ	
	 てしまわないよう注意を払いながら、オーナーシップをもって、その完遂に向けて努力していますか。
40	 経営者がサイバーセキュリティリスクを経営リスクとして認識し、CISO等の責任者を任命するなど管理	
	 体制を構築するとともに、サイバーセキュリティ対策のためのリソース（予算、人材）を確保していますか。
41	 サイバーセキュリティリスクとして守るべき情報を特定し、リスクに対応するための計画（システム的・	
	 人的）を策定するとともに、防御のための仕組み・体制を構築していますか。
42	 自社のサイバーセキュリティリスクを評価するために、システム監査やセキュリティ監査など第三者監査	
	 を実施していますか。
43	 サイバーセキュリティリスクに対応できる体制の構築に向けた取組として、情報処理安全確保支援士（登	
	 録セキスぺ）の取得や外部人材の活用、社員への教育等を企業として進めていますか。
44	 サイバー攻撃による被害を受けた場合の事業継続計画（BCP）を策定するとともに、経営陣も含めて緊急	
	 対応に関する演習・訓練を実施していますか。
45	 サプライチェーンの保護に向けて、取引先や調達するITサービス等提供事業者のサイバーセキュリティ対	
	 策の強化を促していますか。（サプライチェーンに属さない場合は、取引先等に読み替えてください）。
46	 AIに関するリスクに対応するため、ライフサイクル管理を含む、安全性（データ保護を含む）・プライバシ	
	 ー・	セキュリティを確保する仕組み・体制を構築していますか。

<成果指標の設定・DX戦略の見直し>

47	 DGC-11もしくはDGC-12において1 ～ 3と回答された場合はお答えください。
	 DX戦略・施策の達成度は、実施している全ての取組に定量・定性問わず、KPI（重要な成果指標）を設定	
	 し、	評価されていますか。
48	 DGC42において1 ～ 3と回答された場合はお答えください。
	 KPIとKGI（最終財務成果指標）を連携させており、実際に財務成果をあげていますか。
49	 経営・事業レベルのDX戦略の進捗や成果把握を即座に行うことができていますか。

50	 経営者が事業部門やITシステム部門等と協力しながら、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現	
	 状を踏まえた課題を把握・分析し、DX戦略の見直しに活用していますか。
51	 企業価値向上のためのDX推進に関して、取締役会・経営会議で報告・議論されていますか。
52	 取締役に対してDXに関する研修等の教育機会を提供し、取締役のモニタリング能力の向上を図っていま	
	 すか。
53	 取締役会が経営陣によるDX施策の執行に対して定期的にモニタリングを行うとともに、取締役会の意見	
	 を踏まえて経営陣がDX戦略の見直しを行っていますか。

<ステークホルダーとの対話>

54	 経営者が自身の言葉で経営ビジョンや企業価値向上のためのDX実現のメッセージをステークホルダーに	
	 対して、経営方針・経営計画やメディア等で発信していますか。
55	 ステークホルダーに対し、DX戦略、その実行上の課題、具体的施策について発信し、対話を行っていますか。
56	 スキルマトリックス等により、経営陣や取締役のデジタルに関係したスキルの項目を作成し、ステークホ	
	 ルダーに向け公表していますか。
57	 自社のデジタル人材育成・確保に関する考え方を定め、自社へ就職を希望する者も含めたステークホルダ	
	 ーに対して、効果的にアピールされていますか。
58	 サイバーセキュリティリスクの性質・度合いに応じて、サイバーセキュリティ報告書、CSR報告書、サス	
	 テナビリティレポートや有価証券報告書等への記載を通じて開示を行っていますか。
59	 KPIやそれを達成するための具体的な取組をステークホルダーに開示していますか。
60	 AIの利活用に関して、ステークホルダーに必要な説明を行い、透明性、アカウンタビリティを高めること	
	 に取り組んでいますか。

DGC-34

AI-10

AI-11

DGC-35

DGC-36

DGC-37

DGC-38

DGC-39

DGC-40

DGC-41

AI-12

DGC-42

DGC-43

DGC-44

AI-13

DGC-45

AI-14

DGC-46

DGC-47

DGC-48

DGC-49

DGC-50

DGC-51

DGC-52

DGC-53

DGC-54

AI-15

DGCD
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AIの利活用に関する評価も含め、「デジタルガバナンス・コードの項目」及び「取組プロジェクト等」
に対する評価を行いました。

3-3. ─評価のポイント（二次評価）

 

■企業価値貢献についての考え方
企業価値貢献は、デジタル技術を用いた「A.既存ビジネスモデルの深化」及び「B.業態変革・新規
ビジネスモデルの創出」の２つに分かれます。

・	 AIの利活用に関する取組を一層評価します。
・	 「A.既存ビジネスモデルの深化」よりも、「B.業態変革・新規ビジネスモデルの創出」をより高

く評価します。
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二次評価の項目には、「デジタルガバナンス・コードの項目に対する評価（記述１～９）」と「取組プ
ロジェクト等に対する評価（記述10 ～11）」があります。

3-3. ─評価のポイント（二次評価）

１）DX実現能力の着眼点

3-3. ─評価のポイント（二次評価）
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３）企業価値貢献の着眼点

２）ステークホルダーとの対話の着眼点



13 D X銘柄2026

評価委員会の設置
「DX銘柄2026」等の選定にあたっては、評価基準策定に向けた検討及び企業選定を行うため、学識経験者、デジタル

の専門家、投資家等からなる「DX銘柄2026評価委員会」を設置しました。

DX銘柄2026評価委員会
＜委員長＞

　伊藤　邦雄	 一橋大学経営管理研究科　一橋大学名誉教授　一橋大学CFO教育研究センター長

＜委員＞

　井口　譲二	 ニッセイアセットマネジメント株式会社
	 執行役員　チーフ・コーポレートガバナンス・オフィサー

　岩澤　有祐	 東京大学大学院 工学系研究科 技術経営戦略学専攻　准教授

　内山　悟志	 株式会社アイ・ティ・アール　会長　エグゼクティブ・アナリスト

　越智　義和	 株式会社ファイブ・シーズ　取締役会長

　片倉　正美	 ＥＹ新日本有限責任監査法人　相談役

　川津　篤子	 合同会社デロイト トーマツ　パートナー

　山藤　昌志	 株式会社三菱総合研究所　政策・経済センター　研究提言チーフ（分野横断）

　田口　潤	 株式会社インプレス　編集主幹 兼 IT Leaders プロデューサー

　角田　仁	 デジタル人材育成学会　会長

　寺沢　徹	 アセットマネジメントOne株式会社　運用本部　リサーチ・エンゲージメント部
	 エグゼクティブESGアドバイザー

　吉原　宗雄	 株式会社SBI証券　投資銀行本部　シニアマネージングディレクター

4. ─「DX銘柄2026」等の選定の体制
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5. ─ DXプラチナ企業 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」で示す。

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」、プラチナ受賞は、「◎」で示す。

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」、プラチナ受賞は、「◎」で示す。

■DXプラチナ企業2026-2028　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄25 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

9101 日本郵船株式会社 海運業 ● ● ★ ●

9434 ソフトバンク株式会社 情報・通信業 ★ ● ● ● ●

■DXプラチナ企業2025-2027　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄25 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

5938 株式会社LIXIL 金属製品 ◎ ★ ● ●

■DXプラチナ企業2024-2026　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄25 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

6501 株式会社日立製作所 電気機器 ◎ ◎ ● ● ★ ● ●
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6. ─ DXグランプリ2026・DX銘柄2026 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称

5. ─ DXプラチナ企業 選定企業

■DXグランプリ2026　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄25 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

5108 株式会社ブリヂストン ゴム製品 ● ● ● ● ● ● ● ●

9962 株式会社ミスミグループ本社 卸売業 ●

8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 ● ● ●

■DX銘柄2026　（業種順 証券コード順）※DXグランプリを除く

証券コード 法人名 業種 銘柄25 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

2503 キリンホールディングス株式会社 食料品

3407 旭化成株式会社 化学 ● ● ● ● ●

4452 花王株式会社 化学

4901 富士フイルムホールディングス株式会社 化学 ● ● ● ●

4502 武田薬品工業株式会社 医薬品

4507 塩野義製薬株式会社 医薬品

4519 中外製薬株式会社 医薬品 ◎ ◎ ◎ ★ ● ●

4568 第一三共株式会社 医薬品 ● ● ●

5201 ＡＧＣ株式会社 ガラス・土石製品 ● ● ● ● ●

6645 オムロン株式会社 電気機器 ●

6701 日本電気株式会社 電気機器 ● ●

6702 富士通株式会社 電気機器 ● ● ●

6762 TDK株式会社 電気機器

7912 大日本印刷株式会社 その他製品 ● ● ●

9503 関西電力株式会社 電気・ガス業 ● ●

9021 西日本旅客鉄道株式会社 陸運業

9143 SGホールディングス株式会社 陸運業 ★ ● ● ●

9302 三井倉庫ホールディングス株式会社 倉庫・運輸関連業

9432 NTT株式会社 情報・通信業

2768 双日株式会社 卸売業 ● ●

8001 伊藤忠商事株式会社 卸売業

8410 株式会社セブン銀行 銀行業

8766 東京海上ホールディングス株式会社 保険業 ● ● ●

8253 株式会社クレディセゾン その他金融業 ● ● ●

3289 東急不動産ホールディングス株式会社 不動産業 ●

2168 株式会社パソナグループ サービス業 ●

2181 パーソルホールディングス株式会社 サービス業
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■DX注目企業2026　（業種順 証券コード順）

証券コード 法人名 業種

1803 清水建設株式会社 建設業

1925 大和ハウス工業株式会社 建設業

5411 JFEホールディングス株式会社 鉄鋼

5711 三菱マテリアル株式会社 非鉄金属

6367 ダイキン工業株式会社 機械

7013 株式会社IHI 機械

6845 アズビル株式会社 電気機器

7752 株式会社リコー 電気機器

7259 株式会社アイシン 輸送用機器

9064 ヤマトホールディングス株式会社 陸運業

9233 アジア航測株式会社 空運業

3796 株式会社いい生活 情報・通信業

3132 マクニカホールディングス株式会社 卸売業

3397 株式会社トリドールホールディングス 小売業

8252 株式会社丸井グループ 小売業

8354 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 銀行業

8802 三菱地所株式会社 不動産業

7. ─ DX注目企業2026　選定企業
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─

DXグランプリ2026
─

DX銘柄2026
─

選定企業 ─取り組み紹介
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DXグランプリ企業

ブリヂストンが経営ビジョンの中核にDXを据え、タイヤを「創って売る」から「使う段階で価値を増幅する」モデルへの変革を
加速しています。現場力や匠の技という「リアル」にAIやデータ解析、シミュレーションなどの「デジタル」を掛け合わせることで、
新たな価値の創造に挑みます。「2050年サステナブルなソリューションカンパニーとして社会価値・顧客価値を持続的に提
供している会社へ」というビジョンに向けたDX戦略の現在地と展望について、執行役CIO(Chief Innovation Officer)の草
野智弘氏に伺いました。

グローバルカンパニーであるがゆえに、既存のビジネスの深化も新たなビジ
ネスモデルの創出も、多くの国で展開できるかどうかが財務的な成果に影響
を与え得る。商習慣や規制も異なる中で、リアルとデジタルを活用すること
で挑戦を続け、着実に毎年進化を遂げ、成果に結びつけていることを高く評
価したい。
ブリヂストン流DXのテーマは「より大きなデータで、より早く、より容易に、
より正確に」である。紹介された既存ビジネス・新規ビジネスはいずれも、
過去から蓄積されたデータをAI等のテクノロジーで活用することで実現し
たものである。この成果のベースには、洗練された組織体制・管理体制が
あり、また充実した人材育成の仕組みが整備されている。組織全体でイノベ
ーションに取り組む企業文化が醸成されているといえる。

株式会社ブリヂストン
─　ゴム製品　 ─　5108　 ─

※全ての設問に回答した企業数が3社以下の業種平均については、表示しておりません。

デジタルガバナンスコード設問 AI 設問

DXの取り組み状況 審査員コメント
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DXグランプリ企業

より大きなデータで、より早く、より容易に、より正確に
リアルとデジタルの融合で社会価値・顧客価値を創造

株式会社ブリヂストン

執行役CIO 
草野 智弘

（くさの・ともひろ）

ービスまで多岐にわたり活用を推進して
います。DXは単なる業務効率化でなく、
ビジネスモデル変革と新たな価値創造の
基盤であり、当社の成長戦略に不可欠な
要素と捉えています。
──DX戦略をどのように経営ビジョン
に組み込んでいますか。
草野）ブリヂストン流DXのテーマは、

「より大きなデータで、より早く、より
容易に、より正確に」です。当社はDX
をビジネスモデル変革と新たな価値創造
の基盤として、経営ビジョンの中核に据
えています。現場密着型のサービスで得
た市場・顧客データや独自の実験・実証
で培ってきた技術・開発データといった
強いリアルとデジタルを融合させること
で、独自のシミュレーションやアルゴリ
ズムを構築し、イノベーションや価値創
造を加速させています。ブリヂストン流

──ブリヂストンの経営ビジョンについ
て教えてください。
草野）当社は1931 年の創業以来、「最高
の品質で社会に貢献」を不変の使命とし

核に据えた「2050 年サステナブルなソ
リューションカンパニーとして社会価
値・顧客価値を持続的に提供している会
社へ」というビジョンを掲げています。
この実現に向け、ゴムのように強靭でし
なやかな「レジリアントなエクセレント
ブリヂストン」への変革を推進中です。

変革の中心に据えているのが、コア事
業であるタイヤ事業と、成長事業である
ソリューション事業の連動です。魅力的
な商品を軸に、従来の「創って売る」モ
デルから「使う段階で価値を増幅する」
ビジネスモデルへの進化を加速させてい
ます。その中心にあるのがリアルとデジ
タルの融合です。現場力や匠の技といっ
たリアルの強みに、AI やシミュレーシ
ョンなどのデジタル技術を掛け合わせ、
プロセスを革新しています。特に AI は
素材開発・製品開発からモノづくり、サ

DXの 特 徴 は、「DX for Bridgestone」
と「DX for Society & Customer」の循
環です。「DX for Bridgestone」では社
会・顧客接点のデータをエンジニアリン
グチェーンに還元し、モノづくりを変革
し て 競 争 優 位 性 を 創 出、「DX for 

て、変わりゆく社会のニーズに対応し、
一人ひとりの安心・安全な移動や暮らし
を支え続けるために、事業を拡大・進化
させてきました。

1988 年のファイアストン買収による
第二の創業を経てグローバルカンパニー
へと進化し、2020 年には「第三の創業」
を宣言し、サステナビリティを経営の中
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DXグランプリ企業

株式会社ブリヂストン

（図１）デジタルソリューション構築フロー

育成プログラムとAI利活用の取組みを
連動させ、人財育成と成果創出のスパイ
ラルアップをリードしています。
──デジタル人材の育成・確保に向けて
はどうされていますか。
草野）ブリヂストンのデジタル人財育成

リアルな匠の技と最新のデジタルを融合
できる人財の厚みを、着実に増していま
す。
──DXの進捗や成果を測る指標、およ
び経営レベルでの管理体制について教え
てください。
草野）DXは戦略実現の中核として捉え
ており、最終成果指標として、タイヤ事
業およびソリューション事業それぞれの
売上や、稼ぐ力を示す投下資本利益率

（ROIC）などを進捗管理し、公表してい
ます。あわせてDX推進の指標として、
DXによる生産性・創造性向上の効果や
デジタル人財数などを各部門でKPI設
定し、PDCAを回しながらスパイラル
アップを図っています。また地域や組織
を横断した取り組みを推進するためグロ
ーバルITコミッティを設置しています。
それらの活動はグローバル経営執行会議

にて報告・答申することでガバナンスと
チェック＆バランスを担保しています。
──投資家をはじめとするステークホル
ダーに対し、DXやAI活用の進捗をど
のように発信されていますか。
草野）当社にとってDXは経営・事業戦
略そのものであり、その進捗は適宜適切
に発信しています。例えば「中期事業計
画（2024-2026）」において、「良いビジネ
ス体質を創る」ための方策として、AI
を活用したデータ駆動型材料開発やリア
ルとデジタルを融合したタイヤ開発、
AIを利用したモノづくりやBtoBソリュ
ーションの事例等を提示しています。ま
た「統合報告2025」では、強いリアルと
デジタルの融合で持続的な価値創造を実
現することをCEOコミットメントとし
て発信し、ブリヂストン流DXや組織体
制、DXを支える社内デジタル人財育成、

貫して企画開発する社内DXコンサル機
能とシステム開発体制を整えています。
また当社のDXを支える社内デジタル人
財育成プログラムの企画・運営を同部門
で担当することで、ブリヂストン独自の
課題やデータを取り入れたデジタル人財

は、スキルレベルに応じた独自の３区分
で定義されています。自らDXに関わる
「初級」、各部署のDXをリードする「中
級」および高度なアルゴリズム開発を担
う「上級」です。初級人財の育成は、全
新入社員への２ヶ月間のデジタル研修に
加え、個々のレベルに合わせた「デジタ
ル100 日研修」を導入。中級では東北大
学との「共創ラボ」を活用した産学連携
の課題解決型学習（PBL）、上級では東
北大学との共同研究を通じ学会発表を行
う高度な育成を推進しています。

人財確保については、社外からは職種
別採用、社内からはオープンポスティン
グ制度、データサイエンスコンペによる
人財発掘などにも取り組んでいます。
2024 年末時点で 1750 人まで拡充したグ
ローバルデジタル人財を、2026 年末に
は 2000 人規模へ引き上げる計画です。

Society & Customer」はデジタル化し
たバリューチェーンを通じて製品・サー
ビスを届け、顧客価値・社会価値の提供
を実現します。このサイクルをバリュー
チェーン全体、そしてグローバルに展開・
進化させることで、持続的な価値創出を
目指しています。
──DX戦略の実現にあたっての組織面
での工夫を教えてください。
草野）デジタルソリューションの中核を
担う専門部門を設置し、社内の事業部/
機能部門と連携して抽出した顧客課題や
現場の困りごと・ビジネスアイデアをベ
ースとして、課題設定/要件定義からフ
ィージビリティスタディの実施、魅力的
な製品の価値を増幅する独自のAIアル
ゴリズム開発ならびにシステム実装、最
終的には業務実装/展開支援に至るまで
のDX推進の一連のステップを社内で一
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リアル(匠の技)とデジタルを融合した
モノづくりの進化、DXによるサプライ
チェーン効率化といった多様なDXや

AI利活用の取り組みについて紹介して
います。その他には当社Webサイトを
通じて、デジタル技術の活用を含めた製

──コア事業であるタイヤ事業におい
て、デジタル技術はどのように既存ビジ
ネスモデルの深化に寄与しているのでし
ょうか。
草野）コア事業であるタイヤ事業では、
エンジニアリングチェーンとサプライチ
ェーン全体でDXを推進・融合させるこ
とで、魅力的な商品の開発とビジネスコ
ストダウンを同時に実現しました。素材
開発では、マテリアルインフォマティク
スと当社の経験値を組み合わせ、ゴムを

「見る・解く・操る」技術を進化させて
います。これをデジタル設計ツールやシ
ミュレーション技術と連携させ、工場量
産条件の自動作成アルゴリズムに接続し
ています。タイヤ生産現場では、デジタ
ル技術を活用したデータ分析によって商
品や工程ごとの課題を明確化し、改善活
動を推進する取り組みを進めています。

品開発の取り組みやそれらの成果につい
て継続的に発信しています。

用タイヤで魅力的な商品「MasterCore」
と独自AIモデルを組み合わせた「Smart 
On-Site」により、故障リスクの提示や
オペレーションの最適化に貢献していま
す。トラック・バス領域でも、欧米での
車両管理サービスの買収を経て、タイヤ
と車両データを統合管理するソリューシ
ョンを展開中です。これらのソリューシ
ョン事業は、売上・利益面での貢献も進
めていきます。これらの取り組みではお
客様の生産性向上やCO2 削減に貢献す
るだけでなく、蓄積されたデータを再び
エンジニアリングチェーンへ還元し、次
の魅力的な商品の開発に活用するとい
う、強力な循環を生み出したいと考えて
います。

（図２）ブリヂストン流 DX

こちらはグローバルのモノづくりの中核
である日本の彦根工場からスタートさ
せ、国内外の工場へ展開し、品質向上と
業務効率化を両立することで、コストダ
ウンなど業績にも貢献していきます。
──業態変革や新規ビジネスモデルの創
出についてはいかがでしょうか。
草野）新規ビジネスモデルとして注力し
ているのが、航空、鉱山、トラック・バ
スといったBtoB事業です。タイヤを「創
って売る」モデルから、お客様がタイヤ
を「使う」段階での価値を増幅するソリ
ューションへの転換を進めています。例
えば、航空領域では、エアラインのフラ
イトデータと当社の摩耗予測AIを組み
合わせ、タイヤ１本ごとの最適な交換の
タイミングを推奨するソリューションを
展開しました。また鉱山では、鉱山現場
の生産性向上に貢献する鉱山・建設車両
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ものづくり産業の時間価値を最大化すべく、機械部品の製造・販売における、メーカー、流通の2つの事業をデジタルで支え
るというユニークなビジネスモデルを進化させ続けるミスミグループ本社。紙カタログからEC、そして設計や量産現場での
調達へも領域を拡大する同社のDXは、効率化のみならず、AI活用によってものづくり産業を支えるプラットフォームとして確
立されつつあります。同社のDX戦略や今後の展望について、代表取締役社長の清水新氏と常務執行役員CIOの力田章氏に
伺いました。

「ものづくり産業を支える基盤」としてデジタル技術を活かした「モデル進化」をプ
ロセスイノベーションで実現してきた同社は、DX・AXを通じて事業ドメインの川上・
川下への拡張に取り組み、「標準品も特注品も数量に関わらず一元的に発注できる
プラットフォーム」へ進化している。特注品と規格品の垣根をデジタルで取り払う中
で、「世界で最も3Dデータが集まる企業」として「製品開発プロジェクト全体を成
功に導く」価値提供への昇華が期待される。調達DXやAIによる自動見積もり・製
造プログラム生成により「変種変量」の無人製造にも取り組んでおり、大いなる挑
戦の成果が期待される。
同社は「デジタルモデルシフト」と称する中期経営計画と連動したDXビジョンを掲
げ、経営トップの関与のもと全社的にデジタル施策を展開している点が評価できる。
デジタル人材育成においても人材像の定義から確保・育成まで実践されている。統
合報告書や外部メディアを活用した情報発信も行っており、今後はAIの利活用を含
めた発信にも期待したい。既存ビジネスの進化として「D-JIT」「MISUMI 
floow」などの取組も進んでおり、今後の深化が期待される。

株式会社ミスミグループ本社
─　卸売業　 ─　9962　 ─

※全ての設問に回答した企業数が3社以下の業種平均については、表示しておりません。

デジタルガバナンスコード設問 AI 設問

DXの取り組み状況 審査員コメント
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IT・AIによるプロセスイノベーションで
ものづくり産業の付加価値を高める

株式会社ミスミグループ本社

常務執行役員CIO
力田 章

（りきた・あきら）

代表取締役社長
清水 新

（しみず・あらた）

す。例えば、設計者が何万点もの部品の
中から最適な商品を探し出す手間、廃盤
になった商品を市場からかき集める労
力、あるいは購買部門が納期を管理する
事務作業など、直接的な付加価値を生み
にくい活動です。我々は、こうした手間
を当社が肩代わりするようなサービスに
よって、削減し、お客様の時間をよりク
リエイティブな活動に充てていただくこ
とを目指しています。

その象徴が「マスカスタマイゼーショ
ン」です。我々は、お客様固有の社内標
準をデジタル上で標準品（規格品）とし
て扱える仕組みを作りました。つまりお
客様にとっての特注品であっても、EC
サイトで自身の設計に合わせてパラメー
タを指定すれば、瞬時に型番が発行され、
寸分違わぬ製品が届き、一度登録すれば
二回目以降は検索不要で発注できます。

──ビジネスモデルと経営ビジョンにつ
いてお聞かせください。
清水）ミスミのビジネスモデルの根幹は、
一言でいうと「ものづくりを支えるイン
フラ」です。自社で製造を行うミスミブ
ランド品の開発・販売と、他社様の製品
も扱う流通事業のハイブリッドモデルを
展開しています。主なお客様は製造現場
のエンジニアの方々であり、彼らがサプ
ライヤーに求めている商品をいかに確実
かつ迅速に供給できるかを追求していま
す。

そのために、このビジネスモデルを

こうした時間を創出する工夫こそが、デ
ジタルによるプロセスイノベーションで
す。標準品で 800 垓（１兆の 800 億倍）
のバリエーションを EC 注文できるよう
対応しています。
──これまでの取り組みを経て、現在の
DX戦略はどのようなフェーズにありま
すか。
清水）DXを活用してお客様の活動によ
り深く入り込み、ビジネスモデルをさら
に高度化させるフェーズにあります。お
客様の部品注文の総数から見ると、当社
が800 垓に対応できたとしても、残り半
分は部品ごとに図面を描き発注する特注
品です。これまでは紙での発注が主流で
したが、当社はお客様が3DCADデータ
をアップロードすることで、AIが形状
認識し、自動生産します。多品種対応と
確実短納期を実現するためマスカスタマ

──ビジョンの中で特に強調されている
「時間価値」の提供について、デジタル
はどのように寄与しているのでしょう
か。
清水）ものづくりの現場には、至るとこ
ろに非効率なプロセスが点在していま

IT・AI といったテクノロジーで進化さ
せてきました。商品を売るだけでなく、
お客様と商品を繋ぐプラットフォームと
しての役割を強化しています。具体的に
は、デジタルの徹底活用により、お客様
自身のものづくりのプロセスそのものを
革新するプロセスイノベーションを目指
しています。プラットフォーマーとして、
よりお客様の調達現場に寄り添い、同時
にサプライヤー様ともデジタルで深く繋
がるという両方向の距離を縮めるための
手段が、当社の進める DX です。
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域から、製品開発の川上、量産・調達の
川下へそれぞれ拡張し、ものづくりプロ
セス全体を支える姿勢を鮮明にしていま
す。
──AI活用を支えるIT基盤として、新
たな基幹システムNEWTON（ニュート
ン）の展開も進んでいます。
力田）ニュートンは約30 年使い続けて
きた古い基幹システムを抜本的に再構築
する、2019 年頃に始動した大型プロジ
ェクトです。現在はグローバル展開の最
終局面に入っています。このシステムの
特徴は、既存の複雑な仕組みをただ置き
換えるのではなく、マイクロサービス化
を徹底し、さらにローコードプラットフ
ォームを積極的に取り入れた点にありま
す。

すでに日本のほか大規模拠点である米
国や中国でも導入が完了しました。残る

今後は音声対応に広げるステップを見据
えています。
──高度なデジタル化に対応するための
人材の育成についてはどのようにお考え
ですか。
清水）DXとは、テクノロジーの運用能
力を持った人と現場の変革のセットで
す。どんなに優れた技術があっても、現

場が変わらなければお客様に価値は届き
ません。よく「ＤとＸは遠い」と言われ
ますが、我々はこの距離をいかに近づけ
るかに取り組んできました。

このため、当社ではあえて最高デジタ
ル責任者（CDO）を置いていません。
社 員 全 員 が 主 体 的 に 事 業 を 変 え る
CDXO であれという思いからです。当

ために、顔認証付きVMI（ベンダー主
導型在庫管理）などを通じた現場支援も
行っています。

直近１年で最も注力しているのは AI
の実装です。AI ものづくりの進展を背
景に、事業ドメインを従来の設備製造領

アジアの４法人も 2026 年 9 月末までに
導入を終える予定です。マイクロサービ
スとして各機能を正しく定義し直したこ
とで、システムの改修速度が飛躍的に上
がりました。以前のモノリシックなシス
テムでは数ヶ月かかった変更も、今では
極めて短期間で実行可能です。
清水）実は、このニュートンがAPI連携
を前提とした設計だったことが、今の
AI戦略を加速させています。昨年８月
からはAIエージェントが実務で本格稼
働し始めています。お客様がチャット画
面で「納期をずらしてほしい」「注文をキ
ャンセルしたい」と入力すれば、AIエ
ージェントが基幹システムのAPIを自
律的にコールし、人の手を介さずに業務
をクローズさせます。正解率は非常に高
く、BtoBのお客様の間でも「電話より
便利だ」という認知が広がっています。

イゼーションを徹底し、調達方法・数量・
納期・価格についてもAIを活用しお客
様の調達活動そのものを支援していま
す。一方、工場などの量産現場に対して
は、消耗品などの間接材の在庫管理など
付加価値を生みにくい手間をゼロにする

（図２）デジタルモデルシフト　デジタルサービスによって設計・購買・生産現場の調達プロセスを革新

（図１）ミスミの成長戦略　AI で拡大する市場に対し、ミスミは提供価値を AI によって深化・拡大させる
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（図３）新基幹システム NEWTON　お客様・サプライヤーとリアルタイムかつセキュアにつながる仕組を構築

社は、世界中に 33 万社のお客様、いつ、
いくつ、どんな注文が来るか分からない

「変種変量」に応える体制、そして多く
のサプライヤー様を抱え、BtoB ビジネ
スの中でも「非常に効率化のハードルが
高い」事業体です。これを進化させるに
はデジタルテクノロジーの活用が不可欠
であり、社員にはテクノロジーによる事
業変革を常に求めています。
──組織改革についてはいかがでしょう
か。
清水）昨年10 月から、事業や業務ごと
に組織を縦横22 個のハブに分解し、こ
れらのハブが互いに連携しながら業務執
行するマルチネットワーク型の組織に移
行しました。事業熟知者、テクノロジー
の専門家などがチームを編成し、ビジネ
スモデルの進化を考えていく体制です。

さらに新しい試みとして、コールセン

──セキュリティやリスク管理といった
「守り」のDXについて、AIの進化はど
のような影響を与えていますか。
力田）サイバー攻撃の多様化は日々進ん
でおり、100 点満点の防御は存在しませ
ん。我々は入口での遮断はもちろん、万
が一侵入された後に感染を広げないため
の対策を徹底しています。特に、古いシ
ステムほど狙われやすいため、今回の基
幹システム刷新によって、オンプレミス
で管理していた脆弱な環境をほぼ一掃で
きたことは大きな前進です。
清水）防御も重要ですが、我々は何かが
起きることを前提とした事業継続計画に
もデジタルの力を注いでいます。例えば、
災害などでサプライチェーンが寸断され
ると、納期変更等の巨大な「逆流」が押
し寄せ、現場は総出で対応せざるを得ま
せんでした。現在、この逆流処理をAI

エージェントに担わせる試験運用を進め
ています。有事にAIが瞬時に判断し、
確実短納期を守り抜くという攻めの事業
継続計画こそ、データ活用の真髄だと考
えています。
──最後に、中期的な成長目標と今後の
挑戦についてお聞かせください。
清水）昨年６月、成長の柱の一つである
北米市場でAIものづくりの先進企業、
Fictiv（フィクティブ）社を買収しまし
た。同社はファブレス企業ですが、世界
4 拠点のサプライヤーネットワークをデ
ジタルで繋ぎ、高度なカスタマイズ要求
にも応える質のサービスを展開していま
す。今後は、ミスミの標準品の強みと、
彼らが得意とするフルカスタム品を掛け
合わせて、全ての部品を当社グループで
発注できるような無限大のものづくりを
ワンストップで提供し、唯一無二のデジ

ターや物流といったオペレーション組織
と、基幹システム開発、各種データの利
活用、インフラ・セキュリティの運用保
守を行うテクノロジー組織を合体して
CIO 直下で一体運営を始めます。AI エ
ージェントが普及した世界では、エージ
ェントも一人の労働力になるからです。

タルプラットフォームとして地位を固め
ます。

このほか、半導体需要に伴うデータセ
ンター向けサービスや、完全閉鎖型農業
を研究するアグリテックへの参入など、
既存領域を超えた新ドメインへの進出も
加速させます。

私のバックグラウンドは戦略コンサル
ティングですが、一貫して感じるのは「テ
クノロジーを事業にどう使うか」という
問いの大切さです。DX のきっかけは常
に、お客様が何を求めているか、どうす
れば新しい価値を提供できるかというカ
スタマー・オブセッション（顧客への執
着）であるべきだと考えます。今後もデ
ジタルとリアルの現場の融合で、ものづ
くりに携わる方々に新しい価値を提供し
続けたいと思います。

人とAIが混在する新しい働き方の中で、
生産性を最大化するには、現場運営とシ
ステム開発が同期していなければなりま
せん。組織は決して固定的に良いもので
はありえませんので、ステージに応じて
最適な取り組みや組織のあり方が必要だ
と考えます。
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三井住友銀行の発足から25年。SMBCグループは、2026年度からスタートした中期経営計画で、新たな経営ビジョン「世
界をつなぐ日本発のトラステッド・パートナー」を掲げました。ビジネス環境が急速に変化するなか、同グループは1兆円規模
のIT投資を表明し、AIを競争力の源泉と位置づけています。金融の枠を超えた付加価値をどう創出していくのか。グループ
の未来を担うDX戦略の全体像について、執行役社長 グループCEOの中島達氏に伺いました。

SMBCグループの経営ビジョンには「金融」という言葉がない。「アナログ時代は
金融業であるが、デジタル・AI時代には金融も行う別の業態になる」という意思表
明かもしれない。それも含めて、同社がデジタル技術やAIがもたらす変革に関して
深く考察してビジョン・戦略を検討し、自らを変革するべく手を打っている姿が浮か
び上がる。
明確に説明されているわけではないが、海外の先進企業の動向や技術トレンドを広
範に収集・分析していることは間違いないだろう。背景にある危機感と機会を掴も
うとする意識・実行力が様々なDX・AI施策を生み出し、それが新たな取組案件の
発掘や協業先の獲得につながっていると考えられる。総合的に高く評価される。
貴社は、既存ビジネスモデルの深化および新規ビジネスモデルの創出の双方にお
いて、業界をリードするスピード感でDXとAI利活用を進めており、経営陣を含め
た全社的な実行力の高さが伺える。
Olive、Trunkの開発に加え、サービスの拡張においてソフトバンクと提携し、利
用者がOlive、Trunkの口座を通じて様々な金融サービスを一体的に利用できる
ようにしている。現時点ではローンチからの期間は短いものの、着実な実績を残し
ており、今後の成長に期待したい。

株式会社三井住友フィナンシャルグループ
─　銀行業　 ─　8316　 ─

※全ての設問に回答した企業数が3社以下の業種平均については、表示しておりません。

デジタルガバナンスコード設問 AI 設問

DXの取り組み状況 審査員コメント
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世界をつなぐ
日本発のトラステッド・パートナー

株式会社三井住友フィナンシャルグループ

執行役社長
グループCEO

中島 達
（なかしま・とおる）

れぐらい投資をしてデジタルに強い金融
機関にならないと、今後の競争には勝っ
ていけないという危機感があります。
──なかでも、AIを最優先事項にされ
ています。
中島）今中計では、AI関連施策全体で、
1,000 億円規模を投じる予定です。我々
はAI活用を３つのレイヤーで考えてい
ます。

──新たな経営ビジョンに込められた思
いや狙いについて教えてください。
中島）SMBC発足25 年を経て、この４
月に始動した新中期経営計画では、10
年先を見据えた新ビジョン「世界をつな
ぐ日本発のトラステッド・パートナー」
を掲げました。「日本発」としたのは、再
成長を始めた日本をホームマーケットと
して強化し、その強さを武器に海外で戦
うという思いを込めたためです。金融の
力で企業や投資家を、国境を越えてつな
ぎ、グローバルに存在感を発揮し「世界
をつなぐ」役割を担いたいと考えます。

第１のレイヤーは、従業員が AI に慣
れ、使いこなせるようになることです。
社内向けの生成 AI「SMBC-GAI」など
を全社的に自由に使える環境を整え、業
務効率化を図っています。ユニークな取
り組みとしては、従業員に、AI に対し
て親しみやすさを持ってもらうため、私
のパーソナリティを学習させた AI-CEO
を提供しました。また、デジタル IT 専

な変化を生み出す可能性を秘めており、
競争上のポジションを大きく変える可能
性もあるため、マネジメントチームとし
ても、AIこそが最も破壊的な効果をも
たらすという共通認識を持っています。
そのため、IT投資は今回の３カ年で
１兆円規模に引き上げました。前回の中
計が8,000 億円、その前が5,300 億円ほ
どですので、大幅な増加になります。そ

そして、我々の根幹である信頼を、改
めて「トラステッド・パートナー」とい
う言葉に託しています。ビジョンの達成
に向けた最初の３年で、国内ビジネスの
強化や海外ビジネスの構造改革、AI を
含めたデジタル活用を徹底して進めてい
きます。
──中期経営計画の柱にデジタルが据え
られていますが、どのような戦略的な判
断が背景にありますか。
中島）デジタルをどう活用するかは、今
や我々の競争力に直結します。なかでも
AIは、従来の延長線上にはない非連続

（図１）AI-CEO
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ル案件やAI案件の⽅針策定、投資判断、
進捗確認を迅速に行うことで、機動的か
つ全社横断的なDX推進体制を構築して
います。
──AI活用において、スピードとガバ
ナンスの両立についてはどうお考えです
か。
中島）我々は金融機関として、お客さま
からの信頼が一番大切です。AIを活用
する上で、細心の注意を払わなければ、
築いてきた信頼を一気に失うこともあり
得ます。このため、AIガバナンスの体
制はしっかり構築しています。AIは万
能ではなく、誤った回答をすることもあ
りますから、万が一の時のチェック体制
も必要です。また、ローンの審査などで
AIを活用する際、意図しない差別や倫
理的なバイアスが生じる可能性も排除し
なければなりません。常にお客さまに対

え、責務として取り組んでいます。
──AIの性能を引き出すための「デー
タ基盤」は、どのような状況でしょうか。
中島）AIを最大限有効活用するには、

の出資を実施しました。国内でも、ソフ
トバンクと提携した三井住友カードのコ
ールセンターでの AI 活用や、SBI グル
ープと組んで AI を活用したウェルスマ
ネジメントサービスを提供する Olive コ
ンサルティングなど、様々なパートナー
シップを通じて戦略的な動きを加速して
います。
──組織づくりについては、経営層が直
接参加してデジタル・AI案件の意思決
定する体制をとられています。
中島）アイデアを無駄にしないために、
吸い上げたものをしっかりと実行に移す
ことが重要です。SMBCグループでは、
グループCEO、グループCDIO、グル
ープCIO、グループCSOをはじめとす
る経営層が一堂に会して、その場で案件
を判断する、デジタル・イノベーション
戦略会議を毎⽉開催しています。デジタ

してフェアであることは我々のポリシー
です。倫理的な観点も含めてAIを正し
く使うという部分は、一般企業よりも金
融機関の方が強く求められる部分だと考

門教育組織「デジタルユニバーシティ」
等を通じて、AI の活用方法を学んでも
らっています。

第２のレイヤーは、色々な案件に取り
組むことです。世界中で AI プロジェク
トが進んでいますが、何が効果を生むか
はまだ手探りの状況ですから、とにかく
挑戦を積み重ねることが大事だと考えま
す。社内のデジタル・イノベーション戦
略会議でも、立場を問わずアイデアを持
ち寄り、予算と人材を投下し、即座に実
行に移しています。現在は、一定規模の
AI プロジェクトが 70 件以上進行してい
ます。

第３のレイヤーは、戦略的な取り組み
を進めていくことです。例えばシンガポ
ールで、アジアの優秀な AI 人材を集め、
AI エージェントの実装をサポートする
kAIgentic（カイジェンティック）社へ

（図２）AI の取組内容

データ基盤の整備が不可欠です。我々は、
世界約40カ国で、銀行、証券、カード、
アセットマネジメントと多岐にわたるビ
ジネスを展開しており、これまで統一さ
れていなかったデータベースを統合・整
理することに力を入れています。同時に、
オペレーションやビジネスプロセス自体
もAIを活かしやすい形に改革している
ところです。

これらの周辺整備を行った上で、与信
判断、コールセンター業務、お客さまへ
の提案など様々な分野で AI 活用を進め
ています。また今後、力を入れたいのは、
お客さまとの接点における AI の活用で
す。現在、投資信託や保険ではグループ
全体で多くのコンサルタントがお客さま
と面談し、人海戦術で商品提案を行って
いますが、将来的には、人間を介さずに
AI とお客さまが直接、最適な取引がで
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（図３）アバター活用

きる世界もあり得ると考えます。さらに、
大阪大学の石黒浩教授とは共同でアバタ
ー活用の研究も進めており、AI を活用
したアバターによってお客さまとのイン
ターフェースも変えていけるのではない

るかを継続的に検証しています。
もっとも、デジタル領域、とりわけ

AI は、実際にやってみて初めて分かる
ことも多く、すべてが想定通りに進むわ
けではありません。だからこそ、計画を
下回っている案件については、その原因
を分析したうえで、関係者で議論しなが
ら対応策を講じています。それでも想定
した効果が見込めない場合には、撤退を
含めて判断することも重要だと考えてい
ます。
――こうした取り組みに対し、株主や投
資家といったステークホルダーからはど
のような反応がありますか。
中島）投資家の皆様のデジタル活用に対
する注目度は、この５年ほどで大きく変
わりました。以前は、マイナス金利によ
る厳しい経営状況だったということもあ
り「いかにコスト削減、効率化ができて

ト削減など、どのようなリターンがどの
程度見込めるのかを、定量的に計算して
おくことが重要です。また、プロジェク
ト開始後も、当初策定したプロジェクシ
ョンに照らして、計画通りに進捗してい

例えば、契約の電子化を担う、SMBC
クラウドサインという会社があります。
当初は紙の契約書をデジタル化するとい
う単品のサービスを提供していました
が、そこに AI を活用することで、契約
書の自動作成や最適なひな形の提案、保
管・管理まで一貫してサポートするビジ
ネスへと発展させるため、新たに「SMBC
リーガルＸ（クロス）」という会社を設
立しました。このように、AI によって
これまでできなかったサービスが可能に
なり、ビジネスの幅が飛躍的に広がって
います。この事例は、AI によってビジ
ネスを大きく変革できることを示してお
り、金融以外の世界でも同様に起こりう
ると考えています。

かと期待しています。
──DX推進にまつわる成果指標はどの
ように設定されていますか。
中島）デジタル関連のプロジェクトでは、
まず投資判断の段階で、収益拡大やコス

いるか」が主な関心事でした。しかし現
在は、経営状況が改善し、収益レベルも
上がってきたことで、「テクノロジーを
使ってどう将来の成長を創るのか」とい
う目線に変わっています。デジタルや
AIをどう使い、ビジネスをどう変えて
いくのかを説明しなければ、投資家の皆
様の満足は得られない時代になっていま
す。それだけAIが経営の核心部分にな
ったということだと思います。
――最後に、銀行の枠を超えた新規事業
におけるAIの可能性について教えてく
ださい。
中島）約９年前からデジタル子会社を作
り、非金融サービスも含めた価値提供に
トライしてきました。当時はまだAIが
実用的ではありませんでしたが、今は違
います。AIを組み込むことで、ビジネ
スモデルそのものを変革させています。
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─　食料品　 ─　2503　 ─

デジタル活用とAIとの共創でイノベーションを起こし、
世界のCSV先進企業へ

経営ビジョン・
ビジネスモデル

当社は、社会課題の解決をイノベーショ

ンや組織能力の向上につなげ、その成果を

通じて、お客様への価値提供を持続的に実

現する「世界の CSV 先進企業」を目指し

ています。

この経営理念のもと、既存事業領域であ

る「食領域（酒類・飲料事業）」と「医領

域（医薬事業）」に加え、「ヘルスサイエン

ス領域」を立ち上げ、創業以来培ってきた

発酵＆バイオテクノロジーをさらに進化さ

せ、組織能力や資産を最大限に活用し、次

世代の成長の柱となる事業を育成していき

ます。

新たな長期経営構想「Innovate!2035」

では、「AI との共創」を経営の核に据え、

組織能力そのものを AI 前提へと再構築し、

不確実な環境下でも、社会にイノベーショ

ンを創出し続ける真の CSV 経営を実現し

てまいります。

DX戦略

長期経営構想で掲げる「世界の CSV 先

進企業」を目指すにあたり、当社は DX ビ

ジョン「Kirin Digital Vision 2035（以下、

KDV2035）」を策定しています。

KDV2035 では、「人がやらなくてよい

（図１）KirinDigitalVision2035

仕事をゼロにする（＝生産性向上）」と「人

と共に価値を生み出す仕事を加速させる

（＝価値創造）」をビジネス成果の二本柱と

し、それらを支えるデジタル基盤を強化す

ることで、食・ヘルスサイエンス・医の領

域で価値創造の「質」「量」「スピード」を

飛躍的に高め、世界の CSV 先進企業とな

ることを目指しています。

■生産性向上：デジタル活用による業務プ

ロセス改革を推し進め、人がやらなくてよ

い仕事をAIに置き換えることで、価値創

造に繋がる時間を創出する

■価値創造：個客一人ひとりに最も身近で

長期的に利用できるサービスを、キリン独

自の個客データや先端技術によるイノベー

ションにより実現する

KDV2035 を通じて、安定市場である

食・医領域では、AI・デジタルによる自動

化と業務高度化を推進し、安定的な利益成

長を確保します。これにより経営資源をヘ

ルスサイエンス分野に投下し、デジタルを

活用して人と社会の健康を支援する新規事

業を創出し成長を加速します。

組織づくり

DX・AI 戦略を迅速に実行し、確実にビ

ジネス成果へつなげるため、ガバナンスを

効かせた戦略機能と、現場における自律的

な実行機能を融合したハイブリッド型の組

織体制を構築しています。

2023 年にデジタルと ICT の高度な融

合を狙って発足したデジタル ICT 戦略部

は、グループ全体の DX・AI 戦略および計

画の策定・立案とガバナンスを担い、実行

機能を持つ各事業会社 DX 部門における

DX・AI 戦略実行のケイパビリティ強化を

推進しています。

デジタル人材の育成・確保

当社は、「価値創造」の実現を DX 戦略

の核に据え、全社的な人財育成を強化して

います。全従業員の AI リテラシー向上を

土台とし、戦略策定や新規事業構想など

DX を推進するうえでの役割をロールとし

て明確に定義しています。また、IPA のデ

ジタルスキル標準を基に、当社独自で必要

となるスキルを追加してスキル定義を行い、

必要能力の可視化と戦略的な配置に繋げて

います。

育成の柱である「DX 道場」は、単なる

研修ではなく「実践主義」を徹底していま

す。企画構想から業務実装まで一貫して伴

走することで、実務課題の解決を卒業要件

とすることで「学びっぱなし」を防ぎます。

このプログラムには累計 5,100 名超が参

加し、直近の AI エージェント構築講座で

は延べ 3,500 人以上が参加しています。

（図２）DX 道場
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（図３）嗜好 AI

ITシステム・
サイバーセキュリティ

自社開発の「BuddyAI」を、多様な AI

モデルや Agent を統合制御する「オーケ

ストレーション基盤」へと進化させていま

す。ユーザーインターフェースを Buddy 

AI に統一し、裏側で最適な LLM や特化型

Agent を呼び出すアーキテクチャとする

ことで、部門ごとのツール乱立や野良 AI

の発生を防止しています。これにより、ガ

バナンスを効かせた状態で全社員が高度な

AI 機能を利用できる環境を維持していま

す。

また、セキュリティ対策として KIRIN-

CSIRT を設置し、検知した脅威に対し影

響範囲の特定・原因分析・復旧支援を迅速

に行っています。これらにより、予兆の早

期発見から有事の組織的対応までをシーム

レスに実行する体制を確立しています。

データ活用・連携、AI活用

当社は、「AI との共創」を実現するため

に、データを「AI のパフォーマンスを最

大化させる戦略資産」と位置づけています。

AI 戦略の基盤として、全社横断の「デー

タマネジメントロードマップ」を策定し、

AI Ready な環境を整備しています。社内

に散在するデータを、データカタログによ

って AI が学習可能な形式に整理・構造化

し、各事業ドメインがデータの所有権を持

つデータメッシュ方式で、事業現場での迅

速な AI 活用の投入・検証を可能にしてい

ます。AI 活用面では、個人レベルの AI 利

用率はグループ全体の 70％を超え、本社

では利用率 100％に近い水準を達成しま

した。経営会議での AI 役員「CoreMate」

や調達プロセスでの AI エージェント導入

など、役職や領域を問わず、全社的に活用

を加速しています。

成果指標の設定

DX 戦略と連動した重点課題の進捗（DX

人財認定数や価値創造案件数など）を四半

期ごとにモニタリングし、目標達成に向け

た PDCA サイクルを効果的に回すことを

徹底しています。さらに、AI の活用状況

を組織別に週次で可視化し経営層や全社員

に公開することで、全社員が自組織の活用

状況を認識できる仕組みを運用しています。

こうした可視化と健全な競争意識の醸成に

より、AI 利活用のスピード感と定着を促

進しています。

ステークホルダーとの対話

統合報告書にて、外部連携と DX 人財育

成を進め、経営プロセスを飛躍的に高度化

させる方針を、経営トップ自ら発信してお

ります。さらに、AI の積極導入により、

人と AI が共存する状態を早急に実現し、

業務効率化と新たな価値創造を大胆に加速

させる方針を示しました。BuddyAI や AI

役員 CoreMate といった AI の活用状況も

積極的に対外公表し、環境変化への対応と

全社的な競争力強化を投資家に明確に伝え

ております。

DXの取り組み

当社は、長年にわたるビール醸造の過程

で培ってきた、発酵・培養を精緻に制御す

る独自の技術基盤を有しています。さらに、

ビール類をはじめとする多様な酒類商品を

通じて蓄積してきた、大規模な嗜好データ

や詳細な成分分析データといったデータ資

産も大きな強みとしています。これらの技

術を AI と融合させることで、従来の枠組

みにとらわれない商品開発や、ヘルスサイ

エンス分野における新たな価値創出を加速

させています。

その中核となる取り組みの一つとして、

AI ×嗜好データ×成分分析で商品開発を

高度化する嗜好 AI「FJWLA/ フジワラ

（Flavor Judgement for Whole Liking 

Analysis）を開発しました。この仕組み

では、従来は熟練者の経験に頼っていた「官

能評価（主観）」と「成分分析（客観）」と

いう性質の異なるデータを統合的に学習す

るモデルを構築しました。味覚と化学成分

の相関関係を、AI によって定量的に可視

化することに成功しました。これにより、

「おいしさ」という定性的な価値を、エン

ジニアリング可能な定量指標へと変換でき、

開発における「再現性」と「スピード」を

担保し、香味開発のスピードと精度が飛躍

的に向上しました。その成果として、キリ

ンビール主力商品「晴れ風」の 2026 年

リニューアルにも商品開発の支援ツールと

して活用したほか、数百億円規模の既存製

品カテゴリーへの活用が決定しております。

今後はビールにとどまらず、チューハイや

ワインなど、幅広いカテゴリーでの活用を

検討しています。主力商品への即時採用と

確実な売上向上を実現する「稼ぐ R&D」

への転換を可能にし、ビジネスモデルの深

化に大きく貢献する技術となっています。

また、発酵・培養技術を基盤としたヘル

スサイエンス事業においては、「免疫状態

の可視化」を起点とする新たなウェルビー

イング創出モデルの構築にも挑戦していま

す。従来のプラズマ乳酸菌技術を中核とし

た商品ブランド（「モノ」）の提供にとどま

らず、顧客が健康に関心を持ち、行動を起

こし、それを継続・習慣化するまでの一連

のプロセスを、パーソナライズされた顧客

体験として設計する「コト体験型」サービ

スモデルを志向しています。これにより、

お客様が自身の健康に関心を持ち、心身と

もに生き生きとした生活を志向して行動を

起こし、それを継続・習慣化するまでの一

連の過程を支援する企業を目指しています。
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DX Vision 2030
私たち旭化成はデジタルの力で境界を越えてつながり、

“すこやかなくらし”と“笑顔のあふれる地球の未来”を共に創ります

経営ビジョン・
ビジネスモデル

旭化成グループでは、グループミッショ

ン「世界の人びとの“いのち”と“くらし”

に貢献します。」のもと、グループビジョ

ンとして「健康で快適な生活」と「環境と

の共生」の実現を通じて、社会に新たな価

値を提供することを掲げています。

また、グループバリュー「誠実」「挑戦」

「創造」を定め、すべてのステークホルダ

ーに対して誠実な経営を貫き、社会課題・

罷業課題の変化に挑戦し、新たな価値を創

造し続けることを基本方針としています。

さらに、DX を単なるデジタルツール活

用ではなく、顧客や社会課題を起点として

価値を提供するビジネスモデルへと進化す

るための経営基盤と位置づけています。こ

れにより、ビジネスモデルの高度化に加え、

社内連携を通じた新たな価値創出を推進し

ています。

DX戦略

旭化成グループでは、経営ビジョンの実

現に向け、本年、新中期経営計画 2027

「Trailblaze Together」を策定しました。

また、本中期経営計画では、「投資成果創

出による利益成長」、「構造転換や生産性向

（図１）DX Vision 

上による資本効率改善」、「Diversity ×

Specialty の進化」を基本方針としていま

す。

この成長戦略の中核に DX を位置づけ、

デジタル技術を活用した新たなビジネスモ

デルや業務改革に着手する「デジタル創造

期」から、全社で継続的に高度化する「デ

ジタルノーマル期」へと前進しました。

DX は、「全員参加」「現場主導」「共創」

を軸に、研究開発・生産・営業・顧客体験

など全領域でデータ活用を推進し、AI・

IoT によるスマートファクトリー化やサプ

ライチェーンの最適化、顧客接点のデジタ

ル化を加速しています。

今後は、無形資産（技術、知財、経営ノ

ウハウ）を活かしたソリューション型・ラ

イセンス型事業を強化し、効率性の高い事

業運営を追求します。あわせて、サステナ

ビリティ経営と連動し、GHG 排出量削減

や環境貢献製品の拡大を通じて、社会課題

解決と企業価値向上の両立を目指します。

組織づくり

旭化成グループでは、DX 推進が「創造

期」から「ノーマル期」へ前進した現在、

事業部門が主体的に DX を推進できる体制

を構築しています。

全社横断組織であるデジタル共創本部は、

個別案件への支援から全社横断テーマの主

導へと役割を広げています。また、ヘルス

ケア、住宅、マテリアルの各事業領域に

DX 推進組織を配置し、主要３事業すべて

に DX の推進基盤を整備しました。これに

より、全社共通課題への対応と、事業特性

に即した DX 推進の両立を実現しています。

デジタル人材の育成・確保

旭化成グループでは、事業価値の創出に

つなげるため、DX を継続的に推進し、全

社横断でデジタル人材育成を進めてきまし

た。全社教育プログラムである「旭化成

DX Open Badge プログラム」を通じ、

段階的な学習と実践を組み合わせることで、

業務や事業変革を自律的に担える人材を育

成しています。現在は、DX が「デジタル

ノーマル期」へ前進したことを踏まえ、育

成の量的拡大から、事業現場での実践と価

値創出を重視するフェーズへとシフトして

います。

あわせて、育成した人材が継続的に成長

し、適切な役割で活躍できるよう、デジタ

ルスキル標準を参照したスキルおよびロー

ルの体系化を進め、学び・実践・キャリア

形成が循環する仕組みの構築を推進してい

ます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

旭化成グループでは、データドリブン経

営とグローバルな事業運営等の DX を支え

る基盤として、IT システムの整備・利活

用を全社的に推進しています。三つの事業

領域における事業活動から得られる情報を

全社的な資産として活用するため、データ

マネジメント基盤を整備し、事業および経



33 D X銘柄2026

DX銘柄企業

旭化成株式会社

営活動のデータドリブン化を図っています。

また、グローバル共通の基幹システム基

盤への刷新を進め、業務・データ・レポー

ティングの標準化を通じて、経営管理の高

度化やサステナビリティ対応を加速させて

います。あわせて、サイバーセキュリティ

を重要な経営課題と位置づけ、SOC・

CSIRT による監視体制、従業員教育、第

三者監査などを通じて、安心・安全に DX

を推進できる基盤を維持・強化しています。

成果指標の設定

旭化成グループでは、経営戦略を支える

DX 戦略の推進のため、成果指標（KPI）

を設定し、進捗および成果を継続的に可視

化しています。DX テーマを分類・管理し、

月次で進捗を把握するとともに、経営指標

と DX 指標を統合したダッシュボードによ

り、経営層が状況をタイムリーに確認でき

る体制を整備しています。

これらの結果は、経営会議や取締役会に

おいて定期的に確認されており、事業環境

の変化に応じて戦略や投資の優先順位を見

直すことで、DX の実効性を高めています。

ステークホルダーとの対話

DX の推進にあたっては、経営トップ自

らがメッセージを発信し、投資家・メディ

アとの対話を一方通行の情報開示ではなく、

双方向の価値共創と位置づけて実施してい

ます。統合報告書では、DX を含む無形資

産が企業価値や資本効率の向上にどのよう

に結びつくかを定量的に示し、投資家から

の問いに正面から向き合ってきました。

こうした対話で得られたフィードバック

を中期経営計画や戦略に反映させる循環型

のコミュニケーションを通じて、DX に対

する理解と信頼を高めています。

DXの取り組み

■データ活用による電解事業ワンストップ

ソリューション

DX の取り組み内容として、電解事業に

おける取り組みを紹介します。旭化成グル

ープのイオン交換膜法食塩電解システムは、

長年にわたり世界トップクラスの実績を有

しています。本事業は、従来の製造装置の

販売を核としながら、デジタル技術を活用

したビジネスモデル変革を推進しています。

交換膜・電解設備の「モノ売り」中心の事

業をさらに発展させ、データドリブンな運

転最適化や保全、資源循環までを包含した

ワンストップ型のリカーリングソリューシ

ョンへと進化させています。

この DX の基盤となっているのが、IoT

とデータ解析を活用した「Data Driven 

Technical Service（DDTS）」です。顧

客の電解プラントから提供を受けた運転デ

ータを分析し、100 を超える検知アルゴ

リズムと電解槽運転の専門家の知見を組み

合わせることで、トラブルの予兆検知や最

適な運転条件の提案を実現しています。こ

れにより、顧客は設備の安全性・安定性を

高めると同時に、エネルギー効率の向上や

コスト削減といった経営課題に、より集中

できるようになります。

さらに、データ活用を起点とした新たな

サービスモデルの創出にも取り組んでいま

す。その一つが、欧州で実証を進めている

「セルレンタルサービス」です。顧客が自

社で予備セルを保有・管理する必要をなく

すことで、生産ロスや資産負担の低減を実

現しています。加えて、この仕組みにより

複数顧客間でのセルのリユースが可能とな

り、資源効率の向上にも寄与しています。

こうしたサービスの運用においても、電解

槽運転データに基づいた適切なタイミング

での交換・メンテナンス提案が活用されて

おり、本取り組みは、資源の有効活用とい

う観点から、金属リサイクルへと検討の幅

を広げています。使用済み電極を回収し、

パートナー企業と連携して貴金属を原材料

レベルまで戻し、再び電極として活用する

循環型プロセスを構築しており、この領域

においても、データ活用の有効性を見出し

ています。

こうした新たな製品・サービスの提供に

おいては、顧客との「つながり」が重要で

あると考えています。事業 50 周年を契機

に、旭化成が目指す電解領域におけるワン

ストップソリューションをより明確にする

ため、事業ブランド「AlkaNexus」を立

ち上げました。旭化成は、電解セル・電極・

イオン交換膜の開発・製造に加え、プロセ

ス設計、テクニカルサポート、モニタリン

グ技術およびデータ解析技術まで、一貫し

たサービス提供が可能な体制を有していま

す。こうしたビジョンのもと、顧客や電解

に関わるすべてのステークホルダーとのつ

ながりを大切にできるよう、会員制ポータ

ルサイトを構築しました。サイトでは、電

解槽の運転に関するノウハウを公開する

Knowledge Hub などのコンテンツを展

開し、顧客の検索・利用データを活用する

ことで、ニーズに即した技術情報やサポー

トを提供し、継続的な価値共創を目指して

います。

交換膜事業は、DX を通じて「製品×デ

ータ×サービス」を統合した新たな事業モ

デルを確立し、持続的な収益基盤と社会価

値の両立を実現する取り組みです。旭化成

は今後も、デジタルを軸に社会課題の解決

に貢献するため、DX を加速させていきま

す。

（図２）リサイクルプロセス　
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AI Centricで進化する花王の“よきモノづくり”DX

経営ビジョン・
ビジネスモデル

花王は、「未来のいのちを守る」という

ビジョンのもと、「きれいを　こころに　

未来に」をコーポレートスローガンに掲げ、

生活者と社会の重要課題に正面から向き合

っています。そのうえで、中期経営計画

「K27」では“グローバル・シャープトップ”

を目指し、独自の技術とブランドを磨きな

がら、世界で際立つ価値を提供し続けるこ

とを経営ビジョンとしています。データと

デジタルを活用し、顧客体験から研究開発・

生産・供給までをつなぐことで、変化の激

しい環境でも素早く確かな価値を届けます。

さらに、社外パートナーとの共創や社員の

挑戦を促し、社会価値と企業価値の両立を

実現していきます。

DX戦略

花王は、グローバル・シャープトップ企

業への変革に向け、マーケティング・価値

設計・商品開発が一体となって回る「よき

モノづくり」サイクルを、企業活動の本質

と位置づけています。生活者の“いま”を

（図１）花王デジタル戦略全体像

的確につかみ、設計・生産・販売へ素早く

反映し、その結果を生活者の価値として届

けていく。この循環を、“AI Centric”の

考え方のもと高速で回し、バリューチェー

ン全体で変革を起こすことが花王の DX 戦

略であり、中期経営計画「K27」達成に

不可欠であると考えています。この DX 推

進のための資産として、「基幹システム」「デ

ータ」「デジタル人財」の３つを重視して

います。基幹システムの整備により業務や

データ、重要指標を標準化し、そこで生ま

れる多様なデータを、常に最新の状態で活

用できるよう整えています。さらに、その

データを業務改善に活かせる人財の育成に

も取り組んでいます。2027 年にかけて、

急速に進化する AI をあらゆる場面で活用

しながら、データドリブン経営の推進、オ

ペレーショナル・エクセレンスの推進、顧

客体験価値の向上、グローバル最速展開を

順次進め、グローバル・シャープトップ企

業への変革を目指します。

組織づくり

花王の DX 戦略の推進にあたっては、社

長を含む毎月の DX 推進コミッティで経営

方針との整合や重点課題を確認し、意思決

定を速やかに現場へ反映する体制を整えて

います。推進の中核を担うデジタル戦略部

門が事業部門や機能部門と連携し、部門横

断で各組織をつなぐ「ハブ＆スポーク体制」

を構築しています。さらに、デジタル戦略

部門内に現場を支援する専任チームを設け、

各部門の実情を踏まえた施策を展開するこ

とで、経営の方針と現場の実装をつなぎ、

組織全体の実行力を高めています。

デジタル人材の育成・確保

花王は、デジタル戦略部門向けの独自ス

キル評価に加え、全社員向けには役割や習

熟度に応じた段階的な育成体系を整備して

います。従来は案件ごとに DX を推進して

きましたが、2023 年 11 月からは国内花

王グループ約２万 8,000 人を対象に、個

人のスキル評価や部門特性に応じて学べる

全社員向けプログラムへと拡張しました。

プログラムには AI 利活用も含まれており、

経営トップ自らが学びの重要性を発信する

ことで学習意欲を高めています。2027 年

度末までに全社 DX リーダー 150 人、部

門 DX 推進者 300 人を計画しています。

シチズンデベロッパーは 4,700 人を越え

ました。また、活動発表会や社外講演、イ

ンターンシップ等を通じて DX 活動の認知

向上を図り、人財確保にも取り組んでいま

す。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

花王では、DX を実現する重要資産とし

て基幹システム・データ・デジタル人財を

位置づけ、SAP による業務プロセスとデ

ータの標準化に加え、全社横断でデータを
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（図２）RNA に基づく肌タイプの推定

蓄積・活用できる基盤を整備しています。

生成 AI については「Kao AI tools」によ

り全社員が安全に利用できる基盤を構築し、

利用ガイドラインやデータ取扱い基準を定

めるとともに、ｅラーニングを通じた教育・

啓発により全社への浸透を図っています。

サイバーセキュリティについては、最高情

報セキュリティ責任者と情報セキュリティ

委員会が統括し、内部監査・委託先監査・

セキュリティ診断を定期的に実施していま

す。加えて、バックアップ体制の整備によ

り、サイバーレジリエンス強化も進めてい

ます。

データ活用・連携、AI活用

花王は DX 推進の重要資産を「基幹シス

テム・データ・デジタル人財」と位置づけ、

1993 年からデータレイクの構築、2003

年からはグローバルでの業務・データ・

KPI の標準化を進めてきました。現在は

データカタログも整備し、標準化された最

新データをグローバルで分析・活用できる

環境を構築しています。人財面では、デー

タアナリストやシチズンデベロッパーの育

成を段階的に進め、勘・経験・度胸ではな

くデータに基づく意思決定により、戦略的

な価格設定とシェア拡大を実現しました。

AI 活用では、研究開発における実験の能

率を大幅に向上させたほか、皮脂 RNA モ

ニタリング技術を化粧品・ヘアケア事業で

展開し、RNA 共創コンソーシアムを通じ

て社会実装も進めています。

成果指標の設定

DX 戦略の進捗・成果の確認や投資につ

いては、毎月開催される DX 推進コミッテ

ィにおいて報告しています。個別案件は関

連部門で構成するステアリングコミッティ

で定期的に確認し、現場の意見も踏まえて

より効果的な戦略に見直しています。さら

に、業界動向やベンチマーク分析を踏まえ

て課題や改善点を抽出し、戦略修正や方針

再検討につなげたうえで、必要に応じて経

営会議等で審議・報告する体制としていま

す。

ステークホルダーとの対話

花王は、投資家向け DX 戦略説明会や統

合レポート、サステナビリティレポートを

通じて、DX を目的ではなく経営刷新の手

段と位置づけ、その進捗と考え方を継続的

に発信しています。説明会では投資家との

双方向の対話を重視し、動画・資料・質疑

応答もホームページで公開しています。ま

た、全社員向け AI スキルアッププログラ

ムの実施や処方設計への AI 活用といった

具体的取り組みも紹介し、専門用語を避け、

誠実で分かりやすい対話を心掛けています。

DXの取り組み

花王の DX は、既存事業の深化と新規事

業創出を両輪で進めています。既存事業で

は、「K27」の実現に向けて経営判断と事

業変革のスピードを高めるために、生活者

と直接つながる My Kao を起点に顧客デ

ータをつなぎ、口コミ AI と AI 需要予測を

活用して、マーケティング・開発・生産・

販売を一気通貫で同期させています。あら

ゆる場面で AI を活用しながら「よきモノ

づくり」サイクルを高速で回すことで、欠

品や廃棄を抑え、適切な商品供給を実現し

ています。さらに、生活者一人ひとりのニ

ーズを捉えた最適な商品提案や買い替えタ

イミングに応じた情報提供を通じて、既存

ビジネスの収益性を高めています。

新規事業では、生活者が自分に合った商

品を十分に選べていないという課題に着目

し、皮脂 RNA を AI で解析し、測定・助言・

購入・振り返りを一体化する新しい共創モ

デルを立ち上げました。生活者には、自分

に合っているという納得感、客観的に見て

くれる信頼感、変化に寄り添う安心感を提

供し、社内には RNA という共通言語と、

次の新規事業立ち上げにも応用できる事業

化プロセスの型を確立しています。さらに、

RNA 共創コンソーシアムを設立し、企業

の枠を超えて測定体験・アプリ実装・店頭

運用・共同企画・発信をつなぐ体制を整備

しました。これにより、研究の先進性を社

会で使われる体験へ翻訳し、市場を共につ

くる新しいビジネスモデルへと発展させて

います。加えて、全社 DX リーダーやシチ

ズンデベロッパー人財の育成を積極的に進

めるとともに、Kao AI tools により誰も

が安全に生成 AI を使える環境も整えまし

た。既存事業の深耕と新規事業の創出を並

行して進めることで、売上成長、収益性改

善、資本効率向上につながる DX を実現し

ています。今後は、RNA 共創を他ブラン

ドや海外にも広げ、生活者起点で製品・サ

ービス・ビジネスモデルを変革する取り組

みへと一層発展させます。これにより、花

王は単なる業務効率化にとどまらず、社会

価値と企業価値を同時に生み出す変革を進

めています。また、既存事業で蓄積した需

要予測や顧客理解の知見は、新規事業にも

横展開され、部門横断の連携や意思決定の

質をさらに高めています。データと AI を

活用して事業・業務・組織を同時に変える

ことが、花王の DX の特徴です。こうした

取り組みは、生活者との接点強化、開発ス

ピード向上、供給最適化、共創による新市

場開拓を着実に進め、花王全体の変革を前

へ進めています。

（図３）デジタル変革の進捗と成果
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富士フイルムホールディングス株式会社

─　化学　 ─　4901　 ─

AIを起点とするDXと経営戦略の連動により、
ビジネスモデル革新と社会的価値創造を加速

（図２）DX ロードマップ

経営ビジョン・
ビジネスモデル

富士フイルムグループは「地球上の笑顔

の回数を増やしていく。」をグループパー

パスに掲げ、多様な「人・知恵・技術」の

融合と独創的な発想のもと、様々なステー

クホルダーと共にイノベーションを生み出

し、世界をひとつずつ変えていきます。

中 期 経 営 計 画「VISION2030」 で は、

2030 年の姿を「収益性と資本効率を重視

した経営により、富士フイルムグループの

企業価値をさらに高め、世界 TOP Tier

の事業の集合体としてさまざまなステーク

ホルダーの価値（笑顔）を生み出す企業」

と定め、ヘルスケア、エレクトロニクス、

ビジネスイノベーション、イメージングの

４つのセグメントごとに成長戦略を描き、

事業ポートフォリオマネジメントを強化し

ています。

DX戦略

VISION2030 の実現に向け、DX によ

る生産性向上とビジネスモデル変革を経営

戦略の最重要課題と位置づけ、CEO のリ

ーダーシップのもと DX ビジョンを策定

し、グループ全社で DX を推進しています。

（図１）富士フイルムグループの DX 戦略

■DXビジョン

「わたしたちは、デジタルを活用すること

で、一人一人が飛躍的に生産性を高め、そ

こから生み出される優れた製品・サービス

を通じて、イノベーティブなお客さま体験

の創出と社会課題の解決に貢献し続けま

す。」

ビジョンを実現するため、IT 基盤の整

備から全社業務のデジタル化、さらにはビ

ジネスモデル変革へと段階的に進める DX

ロードマップを策定し、「製品・サービス

DX」「業務 DX」「人材 DX」の３つの柱と、

その土台となる「セキュアかつ柔軟・強靭

な IT インフラ」を DX 推進の基盤として

整備しています。

さらに、AI を「未来を創る原動力」と

位置づけ、全社の AI 利活用促進とガバナ

ンスを担う AI CoE、グループ共通データ

基盤である「FHDP」、生成 AI 利用環境を

整備し、経営・事業・現場のあらゆるレイ

ヤーで AI 活用を加速しています。AI を起

点とした DX 戦略を VISION2030 と連動

させ、収益性・資本効率の向上、既存事業

の高度化と新規事業創出を同時に実現して

いきます。

組織づくり

DX 戦略の実行力を高めるため、最高意

思決定機関である「DX 戦略会議」には、

CEO、CDO、各事業トップが参画し、DX

投資の優先度や全社最適の観点から戦略を

議論。「All-Fujifilm DX 推進プログラム」

では CEO をディレクターとする全社横断

体制のもと、各事業が戦略マップを策定・

推進。AI CoE などの横断組織が、ルール

やガイドラインの整備、専門支援を担い、

トップダウンとボトムアップを融合した

DX・AI ガバナンスにより全社最適な価値

創出を支えています。

デジタル人材の育成・確保

DX ビジョン実現に向け、ハイブリッド

人材・DX 活用人材・IT 専門人材の３類型

の育成と採用を強化しています。

■ハイブリッド人材：化学や医療など事業

領域のビジネススキルとITスキルを兼ね

備えたDX推進の中核人材

■DX活用人材：全社員を対象にツールや

データで業務を効率化し、よりクリエイテ

ィブな業務へシフトする人材

■IT専門人材：データ分析、ITエンジニ
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（図２）DX ロードマップ

アリング、インフラ・セキュリティなどの

技術でDXを支える人材

経営層・人事と連携した育成プログラム

により、マインドセットから実務での成果

創出までを支援し、デジタルスキル標準

（DSS）によるスキル可視化、AI コーチン

グや DX 実践者コミュニティを通じて社員

の DX リテラシーと実践力を継続的に高め

ています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

全社 DX の基盤として、高度なセキュリ

ティ対策を前提に、クラウドや AI を活用

した安定かつ柔軟な IT 環境をグローバル

に構築しています。

共通データ基盤「FHDP」でデータの一

元管理と現場のデータ利活用や市民開発を

促進するとともに、業務の標準化・自動化

で需給計画の最適化やサプライチェーン全

体でのデータ連携を実現しています。

また、サイバー攻撃や情報漏えい、AI

の誤判定・バイアスなどのリスクを重要な

経営課題と捉え、AI ガバナンスやゼロト

ラストを導入、グローバル統一でセキュリ

ティが確保された共通クラウド基盤、デジ

タルトラストプラットフォームを整備しま

した。その結果、取引・データの信頼性確

保と各国法規制対応を進め、企業価値向上

と経営スピードの加速に貢献しています。

データ活用・連携、AI活用

データを経営の重要資産と位置づけ、全

社横断のデータ活用基盤を構築しています。

連結経営情報を扱う「One-Data」では、

グローバルの ERP データから営業利益率

や ROIC などの主要 KPI を即時に可視化

することで迅速な経営判断を支え、ERP

や CRM、製造・販売・研究開発のデータ

を一元管理する「FHDP」は、AI 分析や

セルフ BI と組み合わせて業務効率化や市

民開発の拡大を実現。

製品・サービスでもセキュリティと利便

性を両立し、医療の画像診断支援 AI によ

る診断ワークフロー高度化、マテリアルズ

インフォマティクスによる材料開発の高度

化、ビジネスイノベーション分野の生成

AI・AI エージェントによる営業・バック

オフィス高度化など、AI を活用した提供

価値の向上を推進しています。

成果指標の設定

経営戦略と DX 戦略の進捗や成果を全

社・グローバルで評価するため、CEO が

議長を務める DX 戦略会議や経営会議、経

営企画部門と DX 推進部門の DX ステアリ

ング会議など、多層的な会議体を定期的に

運営しています。

DX 戦略会議では、DX 投資や各事業の

状況を隔月で共有・議論、経営会議では重

点事業の進捗や課題を踏まえ戦略を見直し

ています。CDO 所管の CDO ダッシュボ

ードで DX 施策の進捗や IT 投資の事業貢

献を可視化し、モニタリング結果の軌道修

正に反映しています。

ステークホルダーとの対話

統合報告書や公式ウェブサイトなどを通

じ、CEO は AI を起点とした DX 推進およ

びビジネスモデル変革への強いコミットメ

ントを、CDO は DX 戦略や AI 活用の進捗・

成果・ガバナンスについて継続的に発信し

ています。DX 推進・IR・広報・ESG 部

門が連携し、DX 戦略や AI 利活用の方針、

事業別の DX の取り組みをメディア取材や

各種説明会、機関投資家との対話で体系的

に説明し、双方向の対話を重ねることで透

明性を高め、経営への信頼醸成と企業価値

向上につなげています。

DXの取り組み

■半導体材料事業：デジタル技術で加速す

るワンストップ提案型モデル

AI などの先端技術の普及に伴って高性

能化・複雑化する半導体業界において、当

社は AI・シミュレーション技術を活用し

た「新たな材料開発プロセス」を導入し、

顧客要求に短期間かつ的確に応える体制を

構築しています。顧客環境に応じたデジタ

ルツインモデルなど、顧客要望を先回りし

て捉える仕組みの実装を進めています。

イメージング、ヘルスケア、エレクトロ

ニクス分野で培った材料技術と知見を基盤

に AI・シミュレーション技術を取り入れ

ることで、レジスト、CMP スラリー、ポ

スト CMP クリーナー、絶縁材料、カラー

フィルター材料などを前工程から後工程ま

でをワンストップで提案し、プロセス全体

の歩留まりや生産性向上に貢献しています。

マテリアルズインフォマティクスやシミュ

レーション技術で膨大な候補材料の中から

最適配合を効率的に探索し、実物材料がな

くても、性能やプロセスを事前にすり合わ

せる「提案型」の開発スタイルを実現。こ

れ ら に よ り、2030 年 に 事 業 売 上 高

5,000 億円をオーガニック成長で目指し、

DX を組み込んだ、持続的成長を支える収

益モデルへの転換を進めています。

■ビジネスイノベーション事業：AIで切

り拓く、非構造化データ活用による「モノ

＋コト」型リカーリングモデル

企業内に蓄積された紙・FAX・電子フ

ァイルなどの非構造化データ活用ニーズの

高まりを契機に、従来の、複合機販売や消

耗品・保守サービスの「モノ」型リカーリ

ングから、AI 技術を活用した「モノ＋コト」

型リカーリング事業へとビジネスモデルを

変革しています。具体的には、企業内の紙・

FAX・電子ファイルなどを AI で活用可能

なデータへ変換し、顧客ごとに最適化され

た複数の AI エージェントが文書分類や請

求書処理、営業支援などの業務プロセス全

体を支援する仕組みを提供し、複合機を業

務効率化のインフラとして再定義していま

す。また、サブスクリプションなどで提供

することで、中小企業を含む幅広い顧客層

に低コスト・低負荷で AI 技術を提供し、

AI 活用度の格差の解消に取り組んでいま

す。DocuWorks など既存ソフトウェア

と連携させて、紙・FAX・電子ファイル・

ログなどを一元的に扱える点が評価され導

入社数が増加しています。「モノ＋コト」

型サービスの売上構成比を高め、収益モデ

ルの転換を進めています。
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─　医薬品　 ─　4502　 ─

データ・デジタル・AIで拓く医療の未来

経営ビジョン・
ビジネスモデル

患者さんのために革新的な医薬品を追求

する情熱は、タケダの 240 年以上の歴史

に深く根ざしています。タケダは「データ

とデジタルの力でイノベーションを引き起

こす」ことで、デジタル技術を駆使したバ

イオ医薬品のグローバル・リーディング・

カンパニーを目指します。データ・デジタ

ル＆テクノロジー（DD&T）戦略は既存製

品の成長と研究開発パイプラインの前進を

支える基盤として、研究開発から製造、販

売、患者さんの支援までバリューチェーン

全体に展開します。AI を含む先端テクノ

ロジーを活用し、生産性を高め、データに

基づく精度の高い意思決定を実現します。

技術活用の拡大にあたっては倫理観と企業

価値観を遵守し、データとデジタルの力を

通じて価値を創出します。

DX戦略

企業理念に基づく「Patient・People・

Planet」という私たちの約束の実現に向

け、DD&T を成長の基盤として DX を推

進しています。研究開発では、AI に関す

る共同研究や戦略的投資を進め、生成 AI

で創薬にかかる時間短縮を図るとともに、

リアルワールドデータで臨床試験の設計・

施設選定を最適化し、患者さんとのマッチ

ングを迅速に実現しています。製造・供給・

品質では全体で 25 以上ある製造拠点のう

ち、グローバル拠点を中心に製造 DX プロ 

グラム「Factory of the Future」を推進、

デジタル教育・自動化・生産性向上の３側

面から変革を進めて、医薬品の製造から患

者さんのもとに届くまでのプロセスの効率

化と高品質な医薬品の安定供給を目指して

います。具体的には、センサー情報の AI

解析、デジタルツイン、自動化技術の導入

により検査工程等の効率化を図り、人がよ

り価値を生む業務に集中できる環境づくり

を進めています。国内事業では Go-to-

Market（GtM）プロジェクトで医療関係

者のニーズや行動を分析、AI による最適

な活動提案や従業員の業務効率化を支援し

ています。タケダは価値を創出し、世界中

の人々の健康と、輝かしい未来に貢献しま

す。

組織づくり

2022 年に DD&T 戦略を統合し、全社

体 制 を 刷 新 し ま し た。 実 装 を 進 め る

DD&T 部門を各事業部門に配置し、現場

主導で DX を推進。経営層も参画する全社

的な意思決定体制で投資判断とガバナンス

を強化しています。イノベーション・ケイ

パビリティ・センター（ICC）をデジタル

変革を未来へと導く戦略拠点として設立・

運営しており、AI を含む最先端の技術を

活用しながら、研究開発から患者さんの支

援まで、事業の中核に直結するイノベーシ

ョンを生み出します。

デジタル人材の育成・確保

DX 人材育成の原動力として「デジタル・

デクステリティ」を中核に据えています。

これはデジタル技術を受け入れ活用し、個

人・組織の成果を最大化するための能力と

意欲を指します。スキルの強化・再構築と

マインドセット醸成の両輪で全従業員をデ

ジタル時代のリーダーへ導きます。AI を

日常業務に取り入れ、業務の質とスピード

を 高 め る 力 を 育 む「Everyday AI 

Learning プログラム」も展開しています。

ICC の日本拠点タケダ・ジャパン・イノベ

ーション・センター（TJIC）では、AI・

データ・テクノロジー領域に精通した人材

を積極的に配置し社内外の共創を通じた価

値創出が進んでいます。人材育成とデジタ

ル能力の内製化を加速し、競争力と持続的

成長を支えています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

DX を支える基盤として、エンタープラ

イズアーキテクチャを中心に、将来像に向

けたロードマップと強固なデジタル基盤の

構築を進めています。タケダは、サイバー

セキュリティプログラムを継続的に進化さ

せ、成熟度を高めていく必要があると考え

ています。米国商務省の国立標準技術研究

所（NIST）のサイバーセキュリティフレ

ームワークに従い設計されたサイバーセキ

ュリティ統制フレームワークを整備してい

ます。チーフインフォメーションセキュリ

ティオフィサー（CISO）が管理態勢を監

督しチーフデータ＆テクノロジーオフィサ

ー（CDTO）に報告します。危機管理とし

て事業継続計画（BCP）、テクノロジーレ

ジリエンス、災害復旧計画も整備し、定期

的に検証・更新しています。

データ活用・連携、AI活用

バリューチェーン全体でデータ・デジタ

ル・AI を活用し、業務変革と生産性向上

に取り組んでいます。AI を含む先端技術

の活用では、社外の倫理専門家と社内リー

ダーで構成されるタケダ・エシックス・ア

ドバイザリー・カウンシル（TEAC）を設
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置し、倫理的かつ責任ある活用のための指

針を策定しています。AI ガバナンス協会

への参画など外部の知見を取り入れ、アジ

ャイルガバナンスの考え方に基づき、最新

技術を安心・安全に活用するための体制を

継続的に整備しています。AI を活用した

業務変革の例として、エンタープライズリ

ソースプランニング（ERP）基盤を刷新

する TAKAMI プログラムを推進、AI 需要

予測や在庫最適化を可能にし、全社的な情

報共有と迅速な意思決定を実現します。

成果指標の設定

タケダの企業理念メトリクスでは、持続

的な成長を通じて世界中の人々の健康と輝

かしい未来に貢献するという、タケダの存

在 意 義 を 定 量 的 に 可 視 化 し て い ま す。

DD&T 領域では、医療従事者向けデジタ

ル体験の強化、AI 活用の進展、DX 人材の

スキル向上といった指標を設けています。

指標の進捗は統合報告書で毎年公開してい

ます。また、その内容は組織全体で共有さ

れ、企業理念に関する共通の理解を育み、

従業員一人一人が私たちの目指す未来に向

かって前進することにつながっています。

ステークホルダーとの対話

タケダは株主・投資家をはじめとするス

テークホルダーとの効果的なコミュニケー

ションを重視し、DX 推進状況・KPI を含

めた成果を多面的かつ継続的に発信してい

ます。統合報告書・Form20-F・有価証券

報告書等を毎年更新して開示し、経営トッ

プは自身の言葉で経営ビジョンや企業価値

向上のメッセージを発信しコミットメント

を示しています。IR イベントや株主総会

の質疑を通じて対話を深めています。

（図２）「Go-to-Market（GtM）プロジェクト」全体像

（図１）医薬品供給におけるDX 主要な取り組み

DXの取り組み

医療関係者におけるニーズの多様化、自

社における製品ポートフォリオの大幅な変

更を契機に、情報活動・マーケティングの

あ り か た を 抜 本 的 に 見 直 す「Go-to-

Market（GtM）プロジェクト」を推進し

ています。GtM は、医療関係者と従業員

体験を向上させ、患者さんにより良い医療

を届けるためのストラテジーであり、その

独自性は、「医療関係者」「従業員」「テク

ノロジー」という三方向から複合的に課題

を捉え、全体を設計した点にあります。象

徴するツールのひとつが、AI を活用した

「NBA（Next Best Action）エンジン」

です。医療関係者ごとに、製品の納入デー

タと行動データを統合分析し、関心度や関

係性に基づく「次にとるべき最適な行動」

を MR（医薬情報担当者）へ提示。MR は

提示に対する判断や理由を返答することで、

さらに NBA エンジンの最適化が図られま

す。NBA の提案に対する MR の返答率は、

昨年度 64.6% →今年度 95% と 1.5 倍に

増加。先行導入の結果では NBA 活用事業

所の方が売上水準も高くなっています。そ

の他、医療関係者向けデジタルポータル、

MR 向け活動ダッシュボード、マスタデー

タ整備などを同時に進め、データとデジタ

ルを活用した新たなビジネスモデルが構築

されつつあります。

供給領域では医薬品の安定供給という社

会的責任を果たすため、AI およびブロッ

クチェーンを活用した DX を推進していま

す。三菱倉庫㈱との連携により国内製薬業

界でいち早く導入した物流可視化プラット

フォーム「ML Chain®」と AI 需要予測

を中核に、原料調達から生産、物流、医療

機関・患者さんに至るまでのサプライチェ

ーンを End-to-End で一元管理する仕組

みを構築しました。

物 流 面 で は、「ML Chain®」 に よ り、

温度・位置・ロット情報をリアルタイムで

共有し、GDP の順守や配送遅延対応を高

度化することで、医薬品の鉄道輸送へのモ

ーダルシフトを実現し、CO₂ 排出量削減

や物流 2024 年問題への対応にも貢献し

ています。

AI 需要予測では、医薬品卸や社内営業

情報に加え、外部二次データや市場イベン

トを統合分析し、従来の人による予測と同

等の精度を実現しています。要因分解や影

響度を可視化し、最終判断を人が担うこと

で、ブラックボックス化を回避しています。

これにより在庫最適化や廃棄削減、キャッ

シュフロー改善を図っています。

（図３）ML Chain イメージ
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テクノロジーとデータと情熱で、ヘルスケアの未来を変える

経営ビジョン・
ビジネスモデル

SHIONOGI は「新たなプラットフォー

ムでヘルスケアの未来を創り出す」という

Vision の実現に向けて、中期経営計画

「STS2030」を策定し、2023 年６月の

Revision で戦略を改訂しました。2030

年度売上目標 8,000 億円を掲げてグロー

バルでの成長を加速しています。DX ビジ

ョンを「テクノロジーの応用力とデータ活

用力を高度に組み合わせ、ビジネスの生産

性と品質を向上させ、ヘルスケア課題に対

する革新的な解決策を生み出す」と定義し

ており、従来の創薬型製薬企業から「デー

タを価値に変える会社」へと進化すること

を目指しています。DX を経営基盤強化の

中核に位置づけ、グローバル対応基盤の整

備、 バ リ ュ ー チ ェ ー ン 変 革、HaaS

（Healthcare as a Service）事業の創出

を推進しています。

DX戦略

SHIONOGI の DX 戦略は、DX ビジョ

ンを実現する３つの戦略テーマで構成され

ています。第一テーマ「グローバルファー

マへ成長」では、業務プロセス・システム・

データ活用基盤のグローバル化を推進し、

海外拠点との連携強化と事業拡大のスピー

ド向上を図っています。第二テーマ「次世

代ファーマへの進化」では、製薬バリュー

チェーンの DX を推進するとともに、デー

タ・デジタル・AI を活用した HaaS 事業

の立ち上げを進めています。AI 創薬の推

進、リアルワールドデータを活用した製品

価値向上、デジタル医薬品の市場投入、デ

ータ活用型営業モデルの刷新などを通じて、

次世代イノベーションを牽引しています。

第三テーマ「組織と全社の人材強化＆ブラ

ンディング」では、DX 人材の育成・確保

と全社のデジタルリテラシー向上、社内外

ブランディングに注力しています。各本部

単位で IT/ デジタル投資の中期戦略・計画

を策定し、DX 推進本部が全体を管理する

体制を構築しています。AI 活用を含む積

極的な予算配分を行い、㈱日立製作所・

SAS Institute Japan ㈱・㈱ FRONTEO

など多様な外部企業との戦略的提携により

DX を加速させています。

組織づくり

SHIONOGI では、DX 推進本部を中核

に、IT ＆デジタルソリューション部（IT

ガバナンス・セキュリティ・IT 基盤）、デ

ータサイエンス部（データ管理・解析・AI

活用）、DX 新規事業推進室（新規事業創出）

が連携し、全社横断的な DX を推進してお

り、「守り」の IT 基盤と「攻め」のデータ

活用の両輪で変革を加速しています。

デジタル人材の育成・確保

SHIONOGI は、DX 推進に必要な人材

をコア人材と全社員の両軸で育成・確保し

ています。コア人材はDXストラテジスト・

データサイエンティスト・データエンジニ

ア等 12 職種を定義し、専門スキルを６段

階でレベル評価する体制を整備しています。

全社員については経営層・管理職・一般社

員向けの階層別データリテラシー教育を定

期実施し、IT パスポート取得（951 名、

2025 年 10 月時点）支援も提供しており、

選抜型 DX 研修により年間 100 名超の

DX コア人材を輩出予定です。デジタルス

キル標準を参照したスキル可視化とスキル

評価・人事制度の連動に加え、実践的 AI

ワークショップにより知識教育と実務活用

を連動させた人材の変革を推進しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

「医薬品供給を止めない」をセキュリティ

の根幹に据え、SHIONOGI-CSIRT（2023

年５月設立）が「予防・検知・対応」の三

層防御を実行しています。デロイト トー

マツ サイバーとの包括的協業（2024 年

７月）、ISMS認証・定期的な第三者監査、

生成AI社内利用ガイドライン（2024 年３

月）によりサイバー、AI、デジタル依存に

関する各リスクをERM枠組みで管理して

います。ITシステム基盤では、CDM構想

の も とAmazon Web Services（AWS）

とSnowflakeを組み合わせたバリューチ

ェーン横断の統合データ基盤とMDMを整

備するとともに、グローバル拠点・サプラ

イチェーンを含む共通基準のセキュリティ（図１）vision-strategy
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評価を継続実施しております。

データ活用・連携、AI活用

SHIONOGI は CDM（Central Data 

Management）構想を推進し、MDM（マ

スタデータ管理）の全社展開を進めていま

す。2025 年５月に営業領域での実運用を

開始し、製商品・組織マスタ等を統合管理

して意思決定基盤を整備しています。AI

活用は 2022 年から本格化し、2024 年

10 月設立の Generative AI グループが

全社 AI 実装を牽引しています。主な取り

組みとして、①臨床試験解析プログラムの

準自動生成「AI-SAS」（標準作業時間の約

30% 削減）、②生成 AI によるメディカル

ライティング支援、③全社向け RAG 型

AI チャットを推進し、研究開発から管理

業務まで全バリューチェーンの AI 活用に

よる生産性向上を実現しています。

成果指標の設定

DX 戦略の進捗・成果管理には、財務成

果指標（売上高・営業利益率・EBITDA）、

事業 KPI（パイプライン進捗・新規事業

創出件数・海外売上比率）、DX 推進 KPI（AI

活用プロジェクト数・データ基盤整備進捗・

DX 人材育成数）の三層体制を構築してい

ます。月次で DX 推進本部が主要プロジェ

クトの進捗をレビューし、半期ごとの経営

会議での KPI 評価・外部環境変化を踏ま

えた総合的な戦略見直し、年次の取締役会

でのモニタリングを実施する体制と環境を

整備中です。

ステークホルダーとの対話

代表取締役会長兼社長 CEO の手代木功

が、 統 合 報 告 書 や SHIONOGI DATA 

（図２）AI 活用の展望

SCIENCE FES 等で DX へのコミットメ

ントを自らの言葉で積極的に発信していま

す。投資家向けには四半期決算説明会・個

別 ミ ー テ ィ ン グ（ 年 間 150 回 以 上 ）・

ESG 説明会で DX 戦略の進捗を開示し、

対話を実施しています。統合報告書では

「DX ビジョン・戦略」を独立セクション

として設け、AI 活用・データ基盤・DTx

事業の成果を詳細に開示し、ガバナンスの

透明性を高めています。

DXの取り組み内容

■きっかけ

SHIONOGI は創薬型製薬企業として高

い新薬創製力を誇る一方、医薬品開発の長

期性と高リスク性と特定疾患への依存リス

クを有しています。2030 年度売上目標

8,000 億円の達成と企業価値向上のため、

DX によるバリューチェーン全体の変革と

新たな収益基盤の構築を経営の中核に位置

づけました。

■取り組み①：既存ビジネスモデルの深化

創薬プロセスにバーチャルスクリーニン

グ、ドッキングシミュレーション、in 

silico ADME 等の計算科学を適用し、感

染症領域の研究力と融合させてきました。

COVID-19 治療薬エンシトレルビルは、

これらのデジタル技術を活用し、約２年半

での緊急承認を実現しました。臨床開発で

は AI-SAS（人工知能解析プログラマシス

テム）が統計解析プログラムを自動生成し、

標準作業時間を約 30% 削減して品質の均

質 化 を 達 成 し、SAS Customer 

Recognition Awards 2024 を日本企業

初 の 1st place で 受 賞 し ま し た。

Generative AI グループが牽引するメデ

ィカルライティング支援 AI・全社向け

RAG 型 AI チャット・文書横断検索 AI が

R&D から管理業務まで幅広く展開されて

います。CDM と MDM の整備でバリュー

チェーン横断のデータ統合と科学的意思決

定が実現しています。

■取り組み②：業態変革・新規ビジネスモ

デルの創出

製薬企業から HaaS 企業への変革を目

指し、複数の新規デジタル事業を推進して

います。①ガンマ波サウンド「kikippa」（ピ

クシーダストテクノロジーズ社との協創）

は音響刺激によって脳を鍛えるサービスと

してローンチ済みです。②下水疫学による

感染症サーベイランス「AdvanSentinel」

（島津製作所との合弁）は自治体・企業向

けに展開しています。③あたまの健康度判

定 Web アプリケーション「トークラボ 

KIBIT」（FRONTEO 社との協創）は企業・

保険会社向けに提供しています。④小児

ADHD 向 け デ ジ タ ル 治 療 ア プ リ

「ENDEAVORRIDE」（Akili 社から導入）

は国内承認を取得しました。

■成果

AI-SAS を外部向けサービスとしても展

開し、Snowflake「Japan Data Driver 

of the Year」等の外部表彰を獲得しまし

た。生成 AI アプリは年間 30 件超の開発・

展開を達成しています。2030 年に向けて

新規事業での収益貢献５割を目標に、総合

データヘルスプラットフォーム企業への変

革を加速させています。

（図３）SHIONOGI DX
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AIをパートナーに人と組織の可能性を解放し、革新的な新薬を世界に届ける

経営ビジョン・
ビジネスモデル

中外製薬はロシュ社との戦略的アライア

ンスと独自の技術とサイエンスを基盤に、

「患者中心の高度で持続可能な医療」を実

現する、ヘルスケア産業のトップイノベー

ターを目指しています。その実現に向けて

成長戦略「TOP I 2030」を策定し、２つ

の柱として「世界最高水準の創薬実現」と

「先進的事業モデルの構築」を掲げました。

「 R E D ( R e s e a r c h  a n d  E a r l y 

Development) シフト」「DX」「オープン

イノベーション」の３つをキードライバー

に設定し、バリューチェーンの変革を進め

て い ま す。DX の 推 進 に 当 た っ て は、

CHUGAIDIGITAL VISION 2030 を定め、

「デジタル技術によって中外製薬のビジネ

スを革新し、社会を変えるヘルスケアソリ

ューションを提供するトップイノベーター

になる」という目標を掲げています。

DX戦略

「CHUGAI DIGITAL VISION 2030」の

もと、３つの基本戦略を推進しています。

具体的には、グローバル水準のデジタル基

盤の確立とデジタル人財の育成による「イ

ノベーション創出を支える全社基盤の構

築」、AI やロボティクス等の活用による「す

べてのバリューチェーンにわたる生産性の

向上」、生成 AI やフィジカル AI、デジタ

ルツインなどの最新デジタル技術を積極的

に活用し、創薬の成功確率の向上と期間・

コストの大幅な削減を実現する「デジタル

を活用した RED 領域の高度化」です。

これらの推進においては、各機能との共

創や、デジタル部門のリソースの研究開発

領域へのシフト、アウトカムの創出、内製

化力向上を進めています。また、AI をあ

らゆるビジネスプロセスに取り入れて活用

していくことも非常に重要なテーマとなっ

ています。当社では、AI 活用におけるビ

ジョンを「AI をパートナーとして、人と

組織の可能性を解放し、医療の未来を切り

拓き人々に新たな希望を届け続ける」と定

め、ビジネス変革・競争力強化を推進して

います。こうした取り組みを通じて、患者

さんや医療関係者を始めとした様々なステ

ークホルダーへの価値を生み出す DX をよ

り一層強力に促進しています。

組織づくり

DX 推進の中核として、全社横断組織で

あるデジタルトランスフォーメーションユ

ニットを整備。2025 年からは従来のデジ

タル・IT といった区分を廃止し、全てデ

ジタルに一本化し、戦略を担うデジタル戦

略企画部と戦術・実行を担うデジタルソリ

ューション部の２部体制へと変革しました。

全社デジタル戦略、予算、プロジェクト推

進・管理、KGI/KPI 設定、人財強化等を

強力に推進するとともに、全部門長が参加

するデジタル戦略委員会を通じた議論・意

思決定により経営と現場を接続しています。

デジタル人材の育成・確保

中外製薬は経済産業省のデジタルスキル

標準を参照し、必要なデジタル人財タイプ

とレベル１～５の独自基準を定義していま

す。育成面では、デジタル人財を体系的に

育 成 す る 仕 組 み で あ る Chugai Digital 

Academy を立ち上げ、全社員向けのリテ

ラシー向上プログラムを始め、各レベルに

応じたコンテンツを提供し、全社を挙げた

育成を進めています。特にビジネスアーキ

テクトとデータサイエンティストの育成を

強化しています。2030 年までに高度デジ

タル人財を全社員の 10％にまで増やす計

画を進めており、応用実践研修や社内副業

制度、越境プログラム等も活用しつつ、実

践機会の創出と、自律的なキャリア形成を

後押ししています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

DX 実現の基盤として、AWS・Azure・

Google Cloud を統合した全社共通基盤

Chugai Cloud Infrastructure を整備し、

データ基盤、AI 基盤、アプリ開発基盤を

マ ル チ ク ラ ウ ド で 提 供 し て い ま す。

Snowflake による統合 DWH やレイクハ

ウス構成、データカタログにより、データ

品質・可視化・利活用を強化しました。セ

キュリティ面では、全社ガバナンス体制、

年次リスクアセスメント、定期侵入テスト、

第三者評価、BCP 訓練等を包括的に実施

しており、研究所や工場など OT を含む環

境にも対応し、DX と両立するセキュリテ

ィ体制の高度化を進めています。

生成 AI についても申請審査、CASB 監

視、全社教育、開発者向けガイドライン整

備を通じて、安全性・プライバシー・統制

を確保しています。

データ活用・連携、AI活用

データ連携では、従来の集中型管理から

脱却し、Data Mesh を導入することで、

各事業部門がデータをプロダクトとして管

理し、品質担保と迅速な活用を可能にしま

し た。 併 せ て、MDM(Master Data 
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（図２）Chugai AI Strategy：ゴール・ロードマップ（図１）Chugai AI Strategy

Management) を強化し、顧客・製品・

試験などの基幹データを統合・標準化する

ことで、全社で一貫性のあるデータ利活用

基盤の整備を進めています。さらに FAIR

原則に基づき、クラウド上で安全かつ柔軟

にデータを活用できる環境を構築していま

す。

AI 活用では、生成 AI の最新の複数のモ

デルを活用できる全社共通基盤 Chugai 

AI Platform を構築し、既に社員の９割以

上がアクセスし、研究開発から生産、営業、

バックオフィスまで幅広く活用を推進して

います。

成果指標の設定

DX 戦略の進捗と成果は、全施策に KPI

を設定し、KGI や財務成果とも連動させ

ながら継続的に確認しています。また各ビ

ジネス部門と定期的なデジタル戦略会議を

行い、ポートフォリオ単位で進捗と成果を

把握できる体制を構築しています。大規模

な構想やプロジェクトについては、重要性・

投資規模に応じてデジタル投資委員会、デ

ジタル戦略委員会、経営会議といった各社

内会議体への報告・審議を行った上で、継

続可否を含め、必要かつ多面的な見直しが

できる体制になっています。

ステークホルダーとの対話

経営トップは各種説明会、講演、メディ

ア取材などを通じて、DX を事業変革と企

業価値向上の中核とする考えを自ら発信し

ています。特に投資家向けにはアニュアル

レポート、DX 説明会、個人投資家説明会、

R&D 説明会、サステナビリティ説明会を

継続的に開催し、AI 創薬、生成 AI、PHC

ソリューション、デジタルコンプライアン

スなどを具体例とともに説明しています。

加えて、各種プレスリリース、動画発信、

note 等も活用し、様々な場面で透明性と

対話機会を高めています。

DXの取り組み

中外製薬の DX は、研究開発費の高騰、

新薬創出の成功確率低下、毎年の薬価改定

による収益性の制約といった製薬業界共通

の構造課題を背景に、革新的医薬品を持続

的に創出し患者さんに届けるために推進し

ています。テクノロジーの急速な進化や事

業環境変化を踏まえ、常に戦略をアップデ

ートし、変革を常態化させることで、研究

開発や事業運営における競争力強化につな

げています。

既存ビジネスモデルの深化では、AI 時

代に即したビジネスプロセスへの変革と社

員一人ひとりの能力を最大限に引き出すこ

とによる、連続的なイノベーション創出に

つ な げ る た め に、 全 社 の AI 基 本 戦 略

「Chugai AI Strategy」を策定。社員一

人ひとりの AI 活用スキル・リテラシーを

向上させ、日常的に AI を使いこなし、個

人 の 生 産 性 の 向 上 を 実 現 す る「AI 

Everyday」、人ありきの業務プロセスか

ら、AI を前提とした業務プロセスへ変革

することで人が関わる業務を最適化し、AI

による自動化・自律化によって、業務の圧

倒的な加速や生産性・質の飛躍的な向上を

実現する「AI Everywhere」、人の強み

と AI の強みを掛け合わせ、自社だけが持

つデータや暗黙知を基に独自の AI を開発

して競争優位性を確保し、更に社外パート

ナーとの共創体制を通じて社会変革につな

が る 新 た な 価 値 創 出 を 目 指 す「AI 

Transformation」の３つの柱で進めてい

ます。

業態変革・新規ビジネスモデルの創出と

して、AI を活用した臨床開発プロセスの

変革と、医薬品の価値最大化を目指す

PHC ソリューションの展開に取り組んで

います。臨床開発では、製薬特化 LLM と

AI エージェントを活用し、治験関連文書

の作成やデータ解析を高度に自動化するこ

とで、業務効率化・コスト削減を進めてい

ます。PHC ソリューションでは、リアル

ワールドデータやデジタル技術を活用し、

医薬品の価値証明の高度化や実臨床での治

療最適化を支援する新たなサービス提供を

目指しています。

これらの DX の取り組みにより、研究開

発から市販後までの業務効率と品質が着実

に向上し、限られた経営資源を、より多く

の創薬テーマや成長領域へ再配分できる基

盤が整いつつあります。また、AI 活用を

前提とした業務変革が全社に浸透すること

で、組織全体の意思決定スピードと実行力

が高まり、将来的な新薬創出力や事業価値

の持続的向上に結びついています。これら

の取り組みにより、生産性向上にとどまら

ず、新たな収益機会の創出と医療価値の最

大化を通じた企業価値向上が着実に進んで

います。
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─　医薬品　 ─　4568　 ─

DXなくして創薬なし
 ー経営戦略と整合したAI×データ活用で、

創薬バリューチェーンを一気通貫で高度化ー

経営ビジョン・
ビジネスモデル

第一三共は「世界中の人々の健康で豊か

な生活に貢献する」というパーパスのもと、

2025 年度に「がんに強みを持つ先進的グ

ローバル創薬企業」、2030 年までに「サ

ステナブルな社会の発展に貢献する先進的

グローバルヘルスケアカンパニー」を目指

します。サイエンス＆テクノロジーを最大

の強みとし、革新的医薬品を継続的に創出

してアンメットメディカルニーズに応えま

す。創出した価値をグローバルに迅速かつ

確実に患者さんへ届け、生活の質向上に貢

献することをビジネスモデルの要としてい

ます。特にがん領域に注力し、抗体薬物複

合体（ADC）技術を基盤として５つの主

力抗体薬物複合体（5DXd ADCs）を中心

とした医薬品の開発・展開を推進していま

す。

DX戦略

第５期中期経営計画（2021–2025）に

おいて「DX 推進によるデータ駆動型経営

の実現」と「先進デジタル技術による全社

変革」を成長基盤に位置づけるとともに、

DX ビジョンとして 2025 年に「データと

デジタル技術を駆使したグローバルファー

マイノベーターの実現」、2030 年には「先

進的グローバルヘルスケアカンパニーとし

て、データとデジタル技術を駆使してヘル

スケア変革に貢献する」ことを掲げていま

す。AI ／生成 AI を始めとしたデータ・デ

ジタル技術を最大限活用し、創薬・臨床開

発・生産・販売・コーポレートまでバリュ

ーチェーン全体で生産性向上と価値創出を

推進しています。 （図１）Strategic-driven DX Management system

DX 推進においては、全社戦略と現場ニ

ーズを接続し、最適な投資配分を実現させ

る「Strategic-driven DX Management 

system」を構築しています。（図１）各

バリューチェーンにおける DX 戦略・施策

を立案し、各ビジネス組織のヘッドも参画

する DXTC（DX Technology Council）

で評価し、四半期ごとに見直して機動的に

修正しています。さらに戦略投資として「生

成 AI 投資」を独立した予算枠として確保

し、進捗を可視化しながら資源配分を最適

化しています。

組織づくり

当社の DX 推進は、グローバル DX 組織

の Head で あ る CDXO（Chief Digital 

Transformation Officer）が全社横断で

統括しています。Region を跨いだ機能軸

でのグローバルな組織体制を敷いており、

迅速な意思決定とグローバルで一貫したサ

ービスの提供を推進しています。投資判断・

予算配分については、経営戦略・経営企画・

各ビジネス組織トップも参画する DXTC

で意思決定しています。

デジタル人材の育成・確保

経産省「デジタルスキル標準（DSS）」

を基盤に６つの DX 人材像と５段階のスキ

ルレベルを定義するとともに、全社共通研

修と組織別施策でデジタル人材育成を推進

しています。2025 年度末 KPI として IT

パスポート 1,000 名（実績 2,448 名合格）

や DX 推進／デジタル／データ分析スキル

Lv2 各 3,000 名等を設定し、取得支援、

外部講座の無償提供（1,000 名以上活用）、

72 種類の集合研修・ｅラーニング提供

（1,200 名以上・延べ 4,000 件受講）を

展開しています。また、DX 人材確保に向

け、育成・人事異動・新規／中途採用を組

み合わせた施策も取り入れています。
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

第一三共グループでは、データ駆動型経

営の実現に向け「プロジェクト4D（Daiichi 

Sankyo  Data -Dr iven  Dec is ion 

Making）」を発足し、グローバルで経営

情報の標準化・一元管理を進めています。

加えて、IT 資産をグローバル共通の構成

管理 DB で管理し、重複投資の検知や最適

化を図るなど、全社最適の IT 基盤整備を

推進しています。さらにサイバーセキュリ

テ ィ 面 で は CDXO の 下 に、Head of 

Global Cybersecurity および専門組織

を整備しました。有資格者を擁し、設計段

階からのレビュー、継続モニタリング、経

営層啓発や全社員へのｅラーニング等を通

じてリスク低減を行っています。

データ活用・連携、AI活用

第一三共グループでは、DX 戦略のもと、

最新デジタル技術と AI による業務変革を

全社で推進し、創薬・臨床開発から生産、

販売、コーポレートまでバリューチェーン

全体の生産性向上と価値創出を加速してい

ます。特に、研究開発では全社データ活用

基盤 IDAP で社内外データを統合解析し、

画像 AI や RWD 解析により候補化合物探

索、副作用の検知、製剤工程の最適化を実

施。全社では生成 AI 基盤を社内専用環境

で提供し、文章作成・翻訳・要点抽出・コ

ーディング支援・アイデア創出などに活用。

さらに複数の AI プラットフォーマーとの

協業により、Agentic AI を含むより高度

な AI 活用のための基盤を整備し、AI 活用

による全社変革を推進しています。

　

成果指標の設定

DX 戦略に基づき、毎年グローバル DX

全体の KPI を設定し、四半期ごとに達成

状 況 を レ ビ ュ ー し て い ま す。 結 果 は

CDXO を通じて経営層に報告し、戦略レ

ベルでの進捗判断を可能にしています。さ

らに、全 DX 施策を専用の管理システムで

一元管理し、担当者が進捗・更新情報を随

時 入 力 し、Business Intelligence（BI）

ツールでダッシュボード化して施策別・全

体状況を即時に確認できる仕組みを整え、

必要に応じて優先度や投資配分を機動的に

見直しています。

ステークホルダーとの対話

　第５期中期経営計画で掲げている通り、

経営トップ自らが、ＤＸ推進によるデータ

駆動型経営の実現と、先進デジタル技術に

よる全社の変革が中期経営計画を支えるこ

とを様々な場面で発信しています。ウェブ

サイトでは、DXに込める思い、実現させ

るための体制、具体的な技術、事例をわか

りやすく発信しています。IDAPによるデ

ータ統合・解析や業務自動化の取り組みを

具体例とともに説明するなど、透明性と理

解の向上を図っています。

DXの取り組み

当社の DX 推進の代表例として、AI 活

用の取り組みをご紹介します。当社の AI

活用は、基盤的生成 AI・部門適応型 AI・

専門領域 AI の三層ポートフォリオとして

体系的に整理・推進しています。

■第一層：基盤的生成AI

全従業員が安全に利用できる社内向け生

成 AI プラットフォームを日本を含む東ア

ジア・北米・欧州の各拠点で展開していま

す。各国の法令・データ保護要件に適合し

た環境のもと、現在グローバル全体で約

12,000 名 が 活 用 し て い ま す。Deep 

Research・アイデア出し・文書校正・コ

ーディング支援など日常業務への定着が進

み、全社的な AI リテラシーの底上げを実

現しています。FY2026 からはドキュメ

ンテーション支援・業務固有アシスタント

機能を段階的に拡張予定です。

■第二層：部門適応型AI

各部門の業務プロセスに AI を組み込み、

部門固有の課題解決を自律的に支援する取

り組みです。複数の AI プラットフォーマ

ーとの協業により Agentic AI の基盤構築

を進め、部門横断での業務プロセス自動化・

統合を加速しています。営業部門では蓄積

した営業ノウハウを RAG に組み込み、

MR が自分の課題に合ったノウハウを効率

的に取得できる環境を構築し、面談の質の

向上やアプローチの幅の拡大を実現してい

ます。

■第三層：専門領域AI

創薬研究など高度な領域に特化した AI

活用です。研究領域では米国サンディエゴ

に自社スマートリサーチラボを設立し、ロ

ボティクスによる実験自動化と実験データ

の一元管理を実現しています。（図２）自

社開発ソフトウェアと最先端ロボット技術

を組み合わせ、再現性の高い大量の実験デ

ータを継続的に生成することで、AI によ

るデータ駆動型創薬の基盤を構築していま

す。さらに、リサーチエージェントの活用

により文献調査にとどまらず仮説立案・設

計・コーディング・自己改善までを AI が

支援するとともに、研究者がプログラミン

グ不要で解析を行える環境を整備し、自律

的な仮説検証を促進しています。

三層が連動することで、日常業務の効率

化から部門プロセス変革、さらには新薬創

出の加速まで、既存ビジネス全体の深化を

一体的に推進しています。クローズド環境・

利用ルール・ログ管理等のガバナンスを組

み込んだ全社的な活用基盤を継続的に拡張

して、全社変革を推進するとともに、「DX

なくして創薬なし」という姿勢のもと、

DX を創薬イノベーションの核に据えてい

ます。

（図２）スマートリサーチラボ
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─　ガラス・土石製品　 ─　5201　 ─

価値創造DXの推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

AGC は企業理念 “Look Beyond” のも

と、「私達のパーパス」として「AGC、い

つも世界の大事な一部」を掲げ、先を見据

え、独自の素材・ソリューションで、いつ

もどこかで世界中の人々の暮らしを支える

ことを目指しています。そして経営方針

AGC plus2.0 のもと、長期経営戦略とし

て「2030 年のありたい姿」を「独自の

素材・ソリューションの提供を通じて、サ

ステナブルな社会の実現に貢献するととも

に、継続的に成長・進化するエクセレント

カンパニーでありたい」と設定しています。

このありたい姿の実現に向け、2021 年よ

り「コーポレート・トランスフォーメーシ

ョン第二章」として企業変革のさらなる加

速に取り組んでいます。

DX戦略

長期経営戦略「2030 年のありたい姿」

を確実に実現するため、中期経営計画

AGC plus-2026 にて「“ 両利きの経営 "

の進化」、「サステナビリティ経営の深化」、

「価値創造 DX の推進」、「経営基盤の強化」

（図１）価値創造 DX の推進

を主要戦略に掲げ、DX を「コーポレート・

トランスフォーメーションの梃子（てこ）」

と位置付けています。

この価値創造 DX の主要な取り組み領域

として以下の 3 項目を設定し、AGC グル

ープの強みであるモノづくり力とデジタル

技術を掛け合わせることで社会やお客様に

新たな価値を提供し、企業価値の最大化を

目指していきます。

■ものづくり力：生産性の革新やコストダ

ウン、リードタイム短縮などを通してモノ

づくりの力を高める

■競争力の強化：品質の向上や素材開発の

圧倒的なスピードアップ、商流・物流の変

革を通してAGCグループが提供する価値

を高め、素材メーカーとしての競争力を強

化する

■ビジネスモデルの変革：ビジネスモデル

の変革も視野に入れ、お客様やお取引先様、

ビジネスパートナーの皆様とも双方が

Win-Winの関係となることで、新しい価

値をお客様や社会に広く提供する

組織づくり

当社ではこれまで、IT 部門と DX 部門

がそれぞれ独立した組織として機能しつつ、

連携を図りながらデジタル領域の取り組み

を推進してきました。

さ ら な る 一 体 運 営 を 推 進 す る た め、

2026 年１月１日付で、両分野を統括した

「デジタル・イノベーション統括部」を新

設しました。多様なデジタル技術を活用し、

製造・販売・開発・管理など事業活動全般

の生産性向上を加速するとともに、一貫し

たデジタル戦略のもとデジタルソリューシ

ョンとビジネスイノベーションを推進しま

す。

デジタル人材の育成・確保

「価値創造の DX」の推進に向けた注力施

策の一つとして、AGC グループではデジ

タル人財育成に積極的に取り組んでいます。

職務に応じた多層的なデジタル教育カリキ

ュラムの提供や社内啓発活動を通して、業

務知識とデジタルスキルを併せ持つ「二刀

流人財」の育成と従業員の DX マインドの

底上げを図り、AGC グループの DX 実現

能力の向上を推進しています。 加えて、

当社の部門横断的ネットワーク活動 CNA

（Cross-divisional Network Activity）

にデータサイエンスをスキルとして登録し、

社員が情報交換や知見を共有するための自

主的なネットワークを整備することで、デ

ータサイエンティストのスキルアップ、人

脈形成を促進しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

AGC グループでは、「統合リスクマネ

ジメント」の取り組みを通じて、当社グル

ープのリスク管理を行うとともに、危機対

応の体制を整備しています。リスクの性質

に応じた管理を行うために、重要リスクを
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7 つに分類し、その一つに「サイバーセキ

ュリティ / 情報セキュリティ」を設定して

います。サイバー攻撃によるオペレーショ

ンの一時的な停止や情報資産の流出、災害、

不正アクセスその他不測の事態の発生によ

る情報セキュリティ上の脅威に対し、IT

システムや生産システム、データ等の情報

資産の保護に努め、またセキュリティイン

シデント予防対策及び発生時には影響を最

小限に抑えるための対策を講じています。

データ活用・連携、AI活用

グローバルなデータドリブン経営を見据

え、欧米・アジアのグループ会社を含む

IT 基盤・システムの標準化、統合、クラ

ウド化を進めると共に、最新技術を社員が

活用できる社内デジタルプラットフォーム

を展開しています。研究開発分野ではマテ

リアルズ・インフォマティクスのデータベ

ースシステムと分析ツールを独自開発して

標準基盤として運用しています。生成 AI

基盤は 2023 年から構築して活用を進め、

2025 年度末に累計 58 万時間の業務削減

を実現し、2026 年度末に 100 万時間を

目標として推進しています。また 2025

年から数理最適化プラットフォームの運用

を開始し、各部門が主体的に、膨大な組み

合わせパターンの中から迅速に最適解を導

き出せるようにしています。　

成果指標の設定

「価値創造 DX の推進」にて定める３つの

主要な取り組み領域「モノづくり力」、「競

争力の強化」、「ビジネスモデルの変革」に

対応するテーマの数を進捗度毎に集計した

DX Activity Matrix を整備するとともに、

この DX Activity Matrix を基に算出した

独 自 の 指 標 と し て DX Progress 

Indicator を導入し、グループ全体の DX

の達成度の定量的な把握に取り組んでいま

す。

ステークホルダーとの対話

AGCグループのDXのビジョン・戦略、

推進体制、人財育成の仕組み、具体的な

DXの取り組み等について、当社ウェブサ

イトや統合レポートにて公開しています。

DXへ の 取 り 組 み：https://www.agc.

com/company/dx/index.html

統合レポート：https://www.agc.com/

company/agc_report/index.html

DXの取り組み

■ガラス溶解プロセスにおけるデジタルツ

イン

当社では主要な DX の取り組み領域の一

つである「モノづくり力」の中核施策とし

て、生産性向上、環境負荷低減、熟練作業

者依存からの脱却に向け、ガラス溶解プロ

セスへデジタルツイン技術を導入し、現場

で活用できる仕組みを構築しました。ガラ

ス溶融炉内は高温のため直接観測が難しく、

シミュレーションでデジタル空間にプロセ

スを再現して運転条件の最適化に活用して

います。しかし、日々変化する操業条件や

設備状態を反映するため、熟練者による多

数のパラメータ調整に時間を要していまし

た。そこで機械学習によるパラメータ自動

校正技術を開発し、2 ～ 3 か月を要して

いた評価プロセスを 1 ～ 2 日に短縮して、

現場で迅速に使える Web アプリケーショ

ンを構築しました。これらにより品質の早

期改善と安定化による生産性向上を実現し、

更には省エネや CO₂ 排出削減にも貢献す

るため、精度改善や機能追加を継続してい

ます。本取り組みにより当社の伝統的なガ

ラス生産技術を高度化し、競争優位性と企

業価値の持続的向上を実現していきます。

■建築ガラス業界向け建築図面・数量調書

等を読み取るAIサービス

ビルなどの建築物用のガラス工事に携わ

る工事店様が実施する見積業務は、建築図

面や数量調書などの複数の資料から見積も

りに必要な情報を人手で読み取る工程が多

く、かつ担当者の経験や技能が必要とされ

ることから、作業の属人化や非効率が課題

となっていました。特に、建築図面や数量

調書などの表記のばらつきや転記作業の多

さは、見積作成の業務負荷増大や確認作業

の長期化、ミス発生の要因となっていまし

た。

当社はこうした状況を踏まえ、AI を活

用した建築図面読み取り技術の開発を進め

ています。本技術により、図面や数量調書

からガラスの品種、寸法、数量などの情報

を自動的に抽出・整理し、表記の揺れを補

正・標準化することで、担当者の経験に依

存しない見積業務が可能となります。

さらに、本技術を AGC グループが開発、

提供している業界標準の積算システム

「R7」と連携することで、見積工程前後の

入力作業や重複作業を削減し、企業の枠を

超えた業界横断の業務プロセス変革に取り

組んでいきます。

本取り組みは自社の業務効率化にとどま

らず、建築ガラス業界のサプライチェーン

全体の生産性向上や業務品質の平準化を目

指すものであり、デジタル技術を用いて新

たな価値を創造し、持続可能な建築ガラス

業界の確立を目指していきます。

（図２）ガラス溶解プロセスにおけるデジタルツイン （図３）建築ガラス業界向け建築図面・数量調書等読み取りAI サービス

https://www.agc.com/company/dx/index.html
https://www.agc.com/company/dx/index.html
https://www.agc.com/company/dx/index.html 
https://www.agc.com/company/agc_report/index.html
https://www.agc.com/company/agc_report/index.html
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現場データを、顧客の価値に転換する「GEMBA DX」

経営ビジョン・
ビジネスモデル

■ 長 期 ビ ジ ョ ン「Shaping the Future 

2030 （SF2030）」

自社の存在意義、2030 年に向けて変化

する社会を見据え、2022 年度から開始し

た長期ビジョン。

■中期ロードマップ「SF 2nd Stage」

SF2030 の 2026 年から 2030 年まで

の中期ロードマップ。

「GEMBA DX*1」企業への転換に向け、

顧客との信頼関係を深化させ、力強い成長

の実現を目指しています。

今後は、転換の起点となるデバイスを強化

し、成長と収益の基盤の強化を進めていき

ます。

*1 GEMBA DX：自社のデバイスから得られる現
場のデータを、価値ある情報へと転換することで、
顧客の本質的課題を解決するデータサービスのコ
ンセプト

DX戦略

■GEMBA DX企業への転換

SF2030 では、事業を通じて３つの社

会的課題「カーボンニュートラルの実現」

「デジタル化社会の実現」「健康寿命の延伸」

を解決することで持続的な成長を目指して

きました。これらの課題は、ハードウェア

の提供だけでは本質的な解決が難しくなっ

ていることから、従来の「モノ」の提供を

中心としたビジネスモデルを「モノ＋サー

ビス」の組み合わせへと進化させることを

進めてきました。

SF 2nd Stage では、これを一歩深め

た「GEMBA DX 企業への転換」を方針に、

「世界中の現場に敷き詰めてきた高シェア

のデバイス群」から得られる「高品質なデ

ータ」、「長年、現場で蓄積してきた課題解

決のノウハウ・知見」といった自社の強み

を活かし、現場の課題解決に貢献するデー

タサービスへと昇華することを目指してい

ます。

今後は、転換に向けた起点であり、将来

の成長を支える土台となる８つの注力デバ

イス事業の強化に投資を集中し、確かな成

⾧の土台を築き上げ、そこから生まれるキ

ャッシュを、５つの注力データサービス事

業および事業転換の投資に充てることで、

今後の成長と収益の基盤の強化を進めてい

きます。

組織づくり

■GEMBA DX企業への転換を加速するた

めの組織づくり

2023 年 10 月、JMDC 社を連結子会

社化すると共に、ソリューションビジネス

を推進する人材を集約する形で、2023 年

12 月にデータソリューション事業本部を

設立。FA、ヘルスケア、社会システムの

領域で、データを用いたソリューション開

発と社会実装を推進してきました。2025

年 10 月、さらなるデータソリューション

事業の拡大およびユーザーの DX・AI 活用

推進のためオムロン デジタル株式会社を

発足しました。

デジタル人材の育成・確保

■デジタル人財の育成の仕組みとツールの

導入

オムロングループ全社の経営層から現場

層に至るまで、すべての従業員のデジタル

リテラシーの底上げに取り組み、現場での

自律的な DX 推進を可能とし、全従業員が

主体的に新しい価値創造や業務の効率化に

取り組む姿を目指しています。

育成の仕組みとして、グローバル全エリ

アに展開された DEXTRA（DX 研修プロ

グラム）、社内有識者のサポートを得なが

ら生成 AI 活用を加速する AIZAQ（生成

AI 活用推進プロジェクト）を実施してい

ます。AIZAQ で得られた知見は、社内ポ

ータルサイト「AIZAQ Canvas」で共有

されています。

また、日本社員全員が使えるツールとし

て、セキュリティが担保された状態で自由

に利用可能な「DEXTRA-GPT」を導入し

ています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

■グローバルDX基盤の整備

変化対応力の高い効率的なコーポレート

IT システムをグローバルで構築するため

に、全社的なシステム刷新を進めています。

間接材購買、立替精算、人財マネジメント

を先行３領域として標準化を実施し、運用

を開始。コーポレート IT システムプロジ

ェクトにて FY30 までのロードマップを

策定し、経営管理・会計ガバナンス・バリ

ューチェーン・IT システム・コードマス

タにおいて戦略的に継続実施しています。

先行する人財マネジメントは、2022 年度

にグローバルでの人事情報の見える化と、

体系的な人財育成の運用体制の確立に向け

た「グローバル人事情報マネジメントシス

テム」を展開。人事プロセスの標準化およ

び人財の可視化と活性化の実現に取り組ん

でいます。
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データ活用・連携、AI活用

■JMDC社とのシナジーによるデータサ

ービス事業の展開

データソリューション事業本部がハブと

なり、JMDC 社と既存事業のシナジーを

活かしたデータサービス事業を展開してい

ます。

ヘルスケア事業では、JMDC 社が有す

る医療データに、オムロンが血圧計などか

ら収集・蓄積してきたバイタルデータを加

えた、強固なヘルスデータプラットフォー

ムの構築を進めています。そして、そこか

ら得られるビッグデータに基づいて健康リ

スクを可視化する新しい健康管理の枠組み

の提供などを目指しています。

同様に、制御機器事業、社会システム事

業においても、JMDC 社とのシナジーを

活かしたデータサービス事業創出を進めて

います。

成果指標の設定

■経営による進捗・成果の確認

GEMBA DX 企業への転換の進捗および

成果は、経営が確認しています。

例えば、取締役会では 2024 年度、「長

期ビジョンおよび中期経営計画の進捗モニ

タリング」を重点テーマの一つとして設定

し、データソリューションビジネスにおけ

る成長に向けた課題と対策について進捗確

認や軌道修正に関する議論を行いました。

（図１）GEMBA DX

また、CEOとDX推進部署の責任者は、

四半期毎に重点施策の進捗状況の確認およ

び議論を実施しています。

ステークホルダーとの対話

■CEO自らが「GEMBA DX」の価値を社

会に訴求

CEO が GEMBA DX の価値を、統合レ

ポートなどの開示媒体、中期ロードマップ

説明会、データソリューション説明会など

の各種投資家向け説明会、各種メディア取

材などを通じて、繰り返し自らの言葉で発

信しています。

また、JMDC 社の完全子会社化および

シナジー創出に関しては、有価証券報告書

や株主通信、決算説明会などでも積極的な

開示を行っています。

DXの取り組み

パートナーシップを活用した製造業向けソ

リューションサービスの提供

■米IT大手のコグニザント社との戦略的

パートナーシップ締結

オムロンとコグニザント社の強みを掛け

合わせることで、「IT と OT の分断」を解消。

現場データを元にした経営の意思決定を、

迅速に現場へ実装できるソリューションを

創出していきます。

製造工程全体のデータなどの処理能力や

生産性の向上、それによる競争力の向上を

目的に、オムロンはコグニザント社と戦略

的パートナーシップ契約を締結したことを

2025 年４月に発表しました。

近年 IT の技術が進化しているにも関わ

らず、IT（情報技術）と OT（制御技術）

が分断されていることで、データを活用し

きれていないという現場は少なくありませ

ん。その要因として、現場データが部門や

工場ごとに閉じていて共有されていないこ

とや、IT と OT の情報連携が技術的に困

難であることなどが挙げられます。そこで、

オムロンの制御機器（センサ、コントロー

ラ、サーボモータ、ロボット等）と、コグ

ニザント社の IT 技術（クラウド、AI、IoT

等）を連携するプラットフォームを共同開

発し、自動車、半導体、電子機器、消費財

などの業界のお客様に対して、現場実装か

らコンサルティングまでのソリューション

を一括して提供できるようになりました。

今回のパートナーシップ契約により、コ

グニザント社の高い IT ソリューション力

とオムロンの高品質な制御機器および現場

データの収集力を融合することで、現場デ

ータを、製造現場のみならず経営にも活用

いただけます。

■NVIDIA社とのデジタルツイン技術連携

オムロンは、変種変量生産が求められる

製造業の需要に合わせ、デジタルツイン技

術を活用した設備開発の効率化に取り組ん

でいます。

オムロンの制御設計ツールと、NVIDIA

社の、3D でワークフローとアプリケーシ

ョ ン を 開 発 で き る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「NVIDIA Omniverse」を連携させること

で、現場の設備や装置内部を仮想空間上で

高精度に再現・検証できる仕組みを構築す

るとともに、AI を活用した設定の最適化

を実現しました。このデジタルツイン技術

により、装置の立ち上げやトラブル対応を

はじめ、生産現場の作業効率改善に向けた

支援を提供できるようになります。

経営判断と現場改善をつなぐ
データソリューション
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価値創造モデル「BluStellar」として
社内外のDXを一体的かつ戦略的に推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

NEC は「Orchestrating a brighter 

world」という Purpose を核とする「NEC 

Way」を経営ビジョンに掲げ、安全・安心・

公平・効率という社会価値の創出を通じて、

持続可能な社会の実現を目指しています。

NEC グループはこの Purpose を全うす

るため、中期経営計画において、社内実践

と顧客提供の両面から DX を推進する考え

方を掲げ、経営戦略の中で位置づけてきま

した。

2024 年に発表した価値創造モデル

「BluStellar」は、こうした社内 DX の実

践を通じて得られた知見を体系化したもの

であり、顧客の経営課題の解決を起点とし

た価値提供を目指しています。

DX戦略

NEC の DX 戦略は、「社内の DX」と「お

客様・社会の DX」を一体で推進する点に

特徴があります。

社内の DX では、人・業務・組織・IT

を横断的に見直し、経営基盤そのものの変

革に取り組んできました。働き方の変革や

データ活用基盤の整備を通じて、経営層か

ら現場までが同じデータに基づき意思決定

を行う環境を整えています。生成 AI につ

いては、全社員が安心・安全に業務利用で

きる「NEC Generative AI Service」を

整備し、業務効率化や生産性向上を目的と

した活用を進めています。その結果、活用

範囲は個別業務にとどまらず、日常業務の

中へと広がっています。

お客様・社会の DX では、自社変革の知

見を基にした価値創造モデル「BluStellar」 （図１）BluStellar

を提供し、お客様・社会のビジネスの変革

に貢献します。DX に関しては、ビジネス

モデル、テクノロジー、組織・人材の３軸

で、戦略構想から実装まで End to End の

サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と で、Value 

Driver への進化を目指し、AI やセキュリ

ティなどの高付加価値スキルを駆使した価

値提供型ビジネスモデルへのシフトを推進

します。

組織づくり

全社戦略の実行を一層加速・強化するた

め、事業部レベルの組織を、関連する市場

や製品・サービス、機能の単位で大括り化

し、 組 織 数 を 約 1/3 に 再 編 し た ほ か、

CEO から担当者までのレイヤーを、８階

層から原則６階層に集約しました。この体

制改革に加え、経営者から現場までが主体

的に動けるよう部門長をはじめとするリー

ダー層の権限と責任を大幅に強化し、市場

環境の変化に応じた柔軟かつ迅速なリソー

ス配分や、現場起点での意思決定と実行の

スピード向上を図っています。

デジタル人材の育成・確保

経済産業省の「デジタルスキル標準」も

参照しながら、強みである生体認証技術や

クラウドコンピューティングに関する人

材・スキル定義を行い、現在８つの DX 人

材を定義しています。

DX 人材の育成人数として、2020 年度

当初に 2025 年度 10,000 人を目標にし

ていましたが前倒しで達成。新たに 2025

年度のべ人数 12,000 人という目標を設

定し、育成に取り組んでいます。

また生成 AI の業務活用が広がる中で、

短期間で実務に活かせるスキル習得を目的

とした育成施策も段階的に強化しています。

こ う し た 取 り 組 み は、「BluStellar 

Academy for DX」として社外にも展開

しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

NEC では DX を、IT インフラの整備や

デジタル化だけでなく、マネジメントの高
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度化やエンゲージメントの向上など、会社

や経営そのものの変革と捉えています。

2019 年度に策定した NEC グループの

ICT の目指すべき姿である「IT 中期計画

（FY21-25）」のもと、経営を支える戦略

的 IT システムへの変革を目指し、働き方、

基幹業務、運用の DX にそれぞれ取り組ん

でいます。サイバーセキュリティ分野では、

リスクに対して、グローバルに統一された

アプローチを取ることが、事業継続のため

には重要であるという考えのもと、AI も

活用して日々のサイバー攻撃の監視や状況

の把握、分析を行うとともに、監視運用プ

ロセスの見直しを行っています。

データ活用・連携、AI活用

NEC は、ビジネス環境の変化に柔軟か

つタイムリーに適応するアジリティを持つ

組織への変革を推進するため、「AI を前提

とした真のデータドリブン経営」の実現を

目指しています。多様な経営データを「経

営ダッシュボード」で可視化し、経営層か

ら全社員までが同じデータに触れ、「2025

中期経営計画」の進捗・成果を適時・継続

的に把握しています。

この取り組みにより、現場から経営まで

が共通のデータに基づいて議論・判断でき

る環境を構築しました。

さらに、データ分析や示唆の抽出におい

て AI を活用することで、データに基づく

意思決定の迅速化・高度化を進めています。

成果指標の設定

NEC は、「経営コックピット」や約 90

種の「経営ダッシュボード」を通じて、財

務・非財務データを可視化し、「2025 中

期経営計画」の進捗を継続的にモニタリン

グしています。目標設定は階層ごとにカス

ケードされ、月次の対話で進捗確認と改善

策を議論しています。さらに生成 AI を活

用し、データの深堀りや自動インサイト発

信など、AI による戦略的見直しを加速さ

せています。これにより、経営層の意思決

定と現場改善の双方がリアルタイムで最適

化されています。

ステークホルダーとの対話

「2025 中期経営計画」の進捗状況につい

て、ステークホルダーに対する説明と質疑

応答の機会を設定しています。投資家に対

しては NEC IR Day（事業戦略・進捗）、

DX 事業説明会（BluStellar の取り組み）、

NEC Innovation Day（研究開発の取り

組み）をそれぞれ年１回、実施しています。

加えて、国内外のステークホルダーとの

スモールミーティング、個別ミーティング

を積極的に実施し、丁寧なコミュニケーシ

ョンに努めています。

DXの取り組み

NEC が DX に取り組むきっかけは、労

働人口の減少やデジタル人材不足といった

社会環境の変化に加え、既存のビジネスモ

デルや業務構造のままでは持続的な成長が

難しくなるという課題認識にありました。

こうした認識のもと、NEC は自社を「ゼ

ロ番目の顧客」と位置づける「クライアン

トゼロ」の考え方に基づき、社内 DX を先

行して実践してきました。

社内 DX では、人とカルチャーの変革と

ビジネスインフラの整備を軸に取り組みを

進めています。働き方や業務プロセスの見

直しを進める中で、生成 AI についても業

務効率化や生産性向上を目的に活用を進め

てきました。その結果、個別業務の効率化

にとどまらず、情報の整理や検討の進め方

を見直す動きが社内に広がり、業務の進め

方や判断プロセスの改善につながっていま

す。

また、データマネジメントオフィスを中

心に、経営・業務データの可視化と利活用

を進め、データに基づく意思決定の定着に

取り組んできました。業務分析や改善を支

援する仕組みの活用が進み、既存ビジネス

の生産性向上や業務の高度化につながって

います。こうした取り組みにより、デジタ

ル技術を活用した既存ビジネスモデルの深

化を着実に進めてきました。

こうした社内 DX の実践で得られた知見

を外部に展開する取り組みが、2024 年に

発表した価値創造モデル「BluStellar」で

す。

「BluStellar」では、顧客の経営アジェン

ダを起点としたシナリオを整理し、構想か

ら実装、運用までを一貫して支援していま

す。業種や業務特性に応じた変革の進め方

を整理することで、現場への定着や継続的

な改善につなげています。

また、業務の高度化や意思決定の迅速化

に向けて、生成 AI の活用も取り入れなが

ら、顧客の実情に即した変革の実現を目指

しています。特に 2025 年は、社内で培

ったデジタル活用や運用の考え方を組み込

むことで、顧客の業態変革や新たな価値創

出を支える取り組みが一段と進みました。

これらの取り組みを通じて、既存ビジネス

モデルの深化と、新たなビジネスモデル創

出の双方に貢献しています。

（図２）DX 事業の変遷
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AIドリブン経営で、戦略・組織・現場をつなぐ富士通のDX

（図１）価値創造モデル

経営ビジョン・
ビジネスモデル

富士通は、「イノベーションによって社

会に信頼をもたらし、世界をより持続可能

にする」というパーパスのもと、2030 年

に向けて「デジタルサービスでネットポジ

ティブを実現するテクノロジーカンパニー

になる」というビジョンを掲げ、変革を進

めています。AI を中核とした DX を前提に、

社会課題起点で価値創出を行う「Uvance」

の成長や、サービス提供体制のグローバル

標準化と生産性向上を図るデリバリー変革、

社内の経営基盤の変革を実行しています。

デジタルを競争力の源泉とし、「Uvance」

で先端デジタルを実装した革新的サービス

を創出するとともに、デリバリー変革で生

成 AI の導入・活用を実行します。さらに、

AI 戦略と DX 基盤に基づくデータドリブ

ンマネジメントを整備し、2030 年ビジョ

ン達成を目指します。

DX戦略

富士通は、AI の本格的な利活用を前提

とした DX 戦略を策定し、事業モデル変革

と経営基盤強化を一体的に実行しています。

社 会 課 題 起 点 で 顧 客 成 長 に 貢 献 す る

「Uvance」を成長の中核に据えるととも

に、既存事業においてはサービス提供体制

の抜本的改革であるデリバリー変革を進め

ています。デリバリー変革では、「One 

Delivery」体制によるグローバル標準化

と、生成 AI を開発・運用プロセスに組み

込むことで、生産性・品質・収益性の継続

的向上を実現しています。これらの取り組

みを支える基盤として、全社 DX 活動「フ

ジトラ」や社内業務・IT・データの標準化

を進める「One Fujitsu」を展開すること

で、データドリブン経営と迅速な意思決定

を高度化しています。さらに、AI 駆動の

経営や AI エージェント活用を見据えた全

社 AI 戦略を実行し、DX の成果を ROE 向

上などの企業価値向上へ結び付け、持続的

成長を実現していきます。

組織づくり

富士通は、経営層主導の全社 DX のため、

DX 担当役員として CDXO を定め、DX

実行を行う専任組織を設置し、全社 DX 活

動「フジトラ」を中核とした体制を構築し

ています。CDXO が全社・グローバルの

全組織の担当役員と定期的に DX の実行状

態と課題を協議しています。また、CEO

直下に DXD（DX Designer）を設置し、

各部門に DXO（DX Officer）を配置する

ことで、経営から現場までを貫く縦横連動

の体制を確立しています。

さらに、フジトラを中核とした全社 AI

実践体制を構築し、部門横断で AI の実践

知創出と横展開を加速させることで、全社

一体となった DX 戦略の実行力を高めてい

ます。

デジタル人材の育成・確保

富士通は、DX 戦略を実行する基盤とし

て、事業戦略と連動したデジタル人材の育

成・確保を強化しています。社会課題起点

で価値創出を担う「Uvance」ビジネスを

支 え る た め、 コ ン サ ル 人 材「Uvance 

Wayfinders」や高度専門人材の育成を進

めるとともに、AI 活用を前提に「使う人

材（AI Co-Worker）」と「創る人材（AI 

Transformation Designer）」を定義し、

全社的なリスキリングを実行。加えて、ポ

スティング制度による自律的な人材流動化

や外部採用、評価・処遇制度の高度化を通

じ、必要な人材を機動的に確保し、DX の

実行力と持続的成長を支えています。

（図２）全社 AI 実践体制の構築
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

　富士通は、DX戦略を支える基盤として、

業務・データ・ITシステムを全社横断で

最適化する「One Fujitsu」を実行し、AI

前提のデータドリブン経営を実現していま

す。

グローバルでのデータ統合・可視化を進

め、生成 AI を含む AI 基盤を全社で活用可

能としました。併せて CISO 組織を中核に、

IT アセットの一元管理、多層防御、第三

者評価、全社的な演習・訓練を通じて、サ

イバーセキュリティ対策を継続的に強化し

ています。

さらに、AI コミットメントの策定や AI

倫理外部委員会の設置により、AI 倫理ガ

バナンスを確立し、サプライチェーンリス

クにも対応することで、信頼性と拡張性を

両立した IT 基盤の下、DX 戦略の安定的

かつ継続的な実行を担保しています。

データ活用・連携、AI活用

富士通は、DX 戦略の実行基盤として全

社横断のデータ活用・連携を強化し、AI

を前提とした業務および経営変革を進めて

います。「One Fujitsu」により業務・事

業データを統合・可視化し、経営から現場

までデータに基づく迅速な意思決定を可能

にしています。さらに単一の AI ツール導

入に留まらず、AI エージェントを業務プ

ロセス全体に統合する「ビジネスオーケス

トレーション」で生成 AI や AI エージェン

トを組み込み、営業・開発・経営管理など

幅広い領域で生産性と品質の向上を実現し

ます。加えてデータ基盤の標準化とガバナ

ンス強化により安全性・信頼性を確保し、

DX の質とスピードを高めて持続的な企業

価値向上につなげます。

成果指標の設定

富士通は、DX 戦略の進捗と成果を可視

化するため、KPI と KGI を明確に連動さ

せた成果指標を設定しています。各戦略領

域で副社長のリードのもと KPI を定義し、

ダッシュボードで進捗や効果をリアルタイ

ムに把握。AI 活用や業務変革の成果を生

産性向上などの非財務指標として測定し、

ROE 改善などの財務 KGI へ結び付け、定

期的なレビューを通じて投資判断や戦略見

直しに反映しています。

ステークホルダーとの対話

富士通は、DX 実行に対する経営トップ

自らの強いコミットメントの下、統合レポ

ートや IR 説明会、Note を活用した社外

発信など多様な媒体を通じて、経営ビジョ

ンや DX 戦略、進捗・成果を継続的に発信

し、ステークホルダーとの対話を重視して

います。特に CEO 自らが、AI を中核とし

た 2030 年ビジョンや事業変革の方向性

を明確に示すことで、透明性と信頼性を高

めてきました。今後は対話を通じ、DX 成

果の定量的な説明や課題認識の共有を一層

深化させていきます。

DXの取り組み

富士通の DX の取り組みは、既存ビジネ

スモデルの深化と、業態変革・新規ビジネ

スモデルの創出を両輪として進めています。

背景には、従来の受託型 SI 中心の事業構

造では、社会課題の高度化や AI を前提と

した競争環境の急激な変化に十分対応でき

ないという経営課題認識があり、デジタル

技術を経営変革の中核に据えて、競争力強

化と企業価値向上を同時に実現する方針を

明確にしています。既存モデルの深化では、

デリバリー領域において「One Delivery」

体 制 に よ る 抜 本 改 革 を 進 め て い ま す。

「Takane-Driven initiative」は、要件定

義から運用・保守までのソフトウェア開発

の全工程を対象に、AI ドリブンで自動化

を進める富士通の全社施策です。この方針

の下、生成 AI や「GitHub Copilot」を要

件定義からテスト、運用・保守までの工程

に本格的に組み込み、導入後は開発者の

90％以上が生産性向上を実感し、作業時

間を 20％以上削減するなど定量効果も確

認しています。Java コードの共通化や環

境構築時間の短縮も進め、2025 年度末ま

でに１万人の利用者と累積 37.5 万時間の

削減見込みを掲げ、価値創出スピードの継

続的向上につなげています。これらの取り

組 み は 既 存 事 業 の 競 争 力 強 化 に 加 え、

ROE 改善などの財務成果にも結び付けて

います。業態変革・新規モデル創出では、

社会課題起点でクロスインダストリーに価

値を創出する「Uvance」を中核事業に位

置づけ、コンサルから実装・運用までを一

貫提供するエンドツーエンド型モデルと、

AI・データを核とした標準化オファリング

を展開しています。Uvance では当社の

先端的なテクノロジーとテクノロジーパー

トナーのデジタル技術を組み合わせて活用

しています。その具体例として、グローバ

ルサプライチェーンの最適化ソリューショ

ン に お い て は、「Fujitsu Data 

Intelligence PaaS」を基盤として、ナレ

ッジグラフで社内外データを自動統合し、

「Kozuchi AutoML」で多数の需要予測モ

デルを短時間で生成します。特化型 AI エ

ージェントが在庫不足や過剰などのリアル

タイムアラートを起点に対応策を立案し、

オーケストレーターがコスト・リードタイ

ム・リスクの観点で最適案を選定、エバリ

ュエーターが妥当性を検証することで、ユ

ーザーの迅速な意思決定と実行を支援して

います。

（図３）富士通のカスタマーゼロ
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─　電気機器　 ─　6762　 ─

AIドリブンDX企業への進化
－TDK Transformation－

経営ビジョン・
ビジネスモデル

TDK は、長期ビジョンに掲げる「TDK 

Transformation」のもと、社会の変革へ

の貢献と TDK 自身の変革の２つのサイク

ルを加速し、サステナブルな未来を目指し

ています。磁性材料フェライトやカセット

テープから、最先端の受動部品、センサ、

バッテリーなど、先駆的な製品を提供する

ことで 90 年にわたり、市場をリードして

います。

社会全体への AI 拡大を見据え、AI エコ

システムを重要な市場と位置づけています。

データセンター、エッジ AI 端末、AI 搭載

自動車、スマートグラス等の新たな AI 関

連需要に対し、多種多様な製品・サービス・

ソリューションを提供し、AI エコシステ

ム市場の発展に貢献しています。

（図１）TDK 独自の 3 層型のアプローチ「TDK DXフレームワーク」

DX戦略

TDK グループ全体の AI 基盤技術は、標

準プラットフォームとして提供されていま

す。自社開発したエンタープライズグレー

ドの生成 AI 基盤「TDK GenAI」は１万

人以上の社員が業務で活用し、社内アンケ

ートをもとに算出した結果、年間約 120

万時間の業務改善効果を見込んでいます。

現在は、エージェント型 AI 機能の活用

を推進しています。トップダウンでは、

CDXO（Chief Digital Transformation 

Officer）主導の専任チームが現場に働き

かけ、AI 駆動型ソリューションを迅速に

実用化することで工場やバックエンドの運

用コストの大幅な削減をリードしました。

同時に、社員が自らエージェント型 AI を

開発する環境整備や、社内教育等を行うボ

トムアップの体制も構築し、生成 AI によ

るコーディング支援の効率化などを通じて

現場主導の業務改善とスキルアップを両立

しています。これらのトップダウン、ボト

ムアップの活動はアジャイル型で実行され

ることで、スピーディかつ高品質な開発を

実現できました。

全社横断の DX イニシアティブとして、

「営業＆マーケティング力の深化」「製造の

高度化」「サステナビリティ強化」の３領

域で DX プロジェクトを実行しています。

営業分野では、AI を活用した顧客管理シ

ステムを開発し、効果的な販売活動に貢献

しました。製造分野では、各現場の経験知

を AI で集約・分析することで運用効率の

向上と合理化を推進しました。サステナビ

リティ分野では、CO2 データの取得・管

理に AI を導入し、脱炭素やエネルギー生

産性の向上に寄与しました。

組織づくり

CDXO と経営システム本部を中心に全

社 DX を推進。2026 年 4 月に同本部を

デジタルソリューションズ本部とし、IT・

デジタル・AI の 3 グループを設置しまし

た。新設の AI グループは CDXO が自ら

統率し、AI 開発・活用を加速させます。

システム主導型からソリューション主導型

へ DX アプローチを変革させ、「AI ドリブ

ン DX」を推進しています。

デジタル人材の育成・確保

経済産業省のデジタルスキル標準を基に

「使う人・推進する人・開発する人」の３

区分で独自のスキル評価基準を策定しまし

た。基礎から専門までの IT 講座、サイバ

ーセキュリティ、責任ある AI 等の体系的

な DX 研修は延べ 1,800 名が受講し、実
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践的な課題解決型ハンズオントレーニング

も定期開催しています。

また、各部門の現場に DX 推進を担う担

当者を選定し、DX のコミュニティ形成を

推進することで、全社の DX を進めていま

す。さらに、優れた取り組みを表彰する

「DX-Award」により、社内 DX 活動を奨

励しています。

採用面では、新卒向けの IT・デジタル・

AI 職専門インターンシップや、即戦力と

なる DX 人財の中途採用を強化していま

す。育成と獲得の両面から、DX を牽引す

る人財基盤の構築を加速しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

「TDK Zero Trust」は、認証・認可、ネ

ットワークアクセス制御、AI モニタリン

グ、デバイス管理、ネットワーク分割の５

領域で４段階のセキュリティレベルを定義

しています。技術面ではデータ仮想化やセ

キュアな API ゲートウェイを導入し、多

層的かつ適応型の戦略で継続的にセキュリ

ティ対策を強化しています。その結果、外

部公開環境評価システムで最高評価グレー

ドＡを継続達成しました。

AI 利用に関しては、グローバル共通の

AI ガバナンスポリシーを策定しています。

この AI ポリシーや AI システムの利用ルー

ル・各国の法規制を遵守し、包括的な AI

リテラシー研修を通してグループ全体で安

全かつ適正な運用を徹底しています。

データ活用・連携、AI活用

「データ仮想化」においては、グローバル

各拠点に分散したデータソースを AI が即

座に活用できる「AI-ready」なデータセ

ットへと仮想化する、インフラとしての役

割を担う AI エージェントを導入していま

す。このデータ環境を TDK GenAI と連

携し、全社への適用を図ります。

また、本部では、「エンタープライズ AI

開発」「Operational QoS（運用品質）の

維持」「ドメイン AI 開発」「責任ある AI」

という４つの柱を軸に AI 活用を強力にリ

ードしています。

成果指標の設定

TDK では企業価値を示す指標として

PBR を重視しています。その考え方をベ

ースに、重要課題（マテリアリティ）の各

テーマに紐づく活動が企業価値にどのよう

に影響するかを検討し、ツリーを作成して

います。マテリアリティのテーマに設定し

た KPI は、計画値と実績値を対比させな

がら進捗状況をモニタリングします。

全社横断の DX イニシアティブについて

は、プロジェクトリーダーによる定例（毎

月）の進捗報告を実施し、各プロジェクト

の状況を適宜把握しています。

ステークホルダーとの対話

代表取締役 社長執行役員 CEO は長期

ビジョン「TDK Transformation」を通

じて、グリーントランスフォーメーション

（GX）や DX の重要性を各ステークホル

ダーに発信しています。また、CDXO に

よる学術的な基調講演やビジネスフォーラ

ム、グローバル研究機関との交流などの活

動を通じて、グローバルな透明性と信頼性

を高め、情報開示において先進的な取り組

みを実践しています。

DXの取り組み

■製造の高度化

社会の変革や電子部品事業の環境変化に

対応すべく、製造現場の DX を推進する「製

造の高度化」プロジェクトを発足しました。

長年蓄積された生産データや熟練者の経

験・知見を AI やデジタル技術と融合させ、

製造現場の業務効率化や、設備総合効率

（OEE）、製品品質、在庫回転率、エネル

ギー消費率等の改善につなげます。

受動部品事業を対象に、① AI 特化組織

による品質ロス低減、② DX ツールによる

OEE 向上、③環境と生産性を考慮したモ

ノづくり、④受注から生産計画までの最適

化、の 4 施策を展開しています。特に AI

活用の知見が、新規事業のひとつであるエ

ッジ AI ソリューションへも還元され、既

存事業の改善が新規事業拡大の経営資源と

なっています。

■新たなソリューションサービス提供に向

けた取り組み

電子部品のサプライヤーという枠を超え、

AI エコシステム全体に貢献するソリュー

ションを幅広く展開しています。

産業機械の保守領域では、状態に応じて

修理を行う「状態基準保全」から、AI が

故障を事前に予測する「予知保全」への移

行が進んでいます。これに対応し、グルー

プ会社の TDK SensEI が次世代型ソリュ

ーションを開発しました。先進的な AI ア

ルゴリズム、エッジコンピューティング、

高性能なセンサを統合した予知保全プラッ

トフォームによりリアルタイム監視と異常

発生の事前検知を実現し、ダウンタイム削

減や保守コスト最適化を強力に支援します。

また、スマートグラス向けのビジネスに

も注力しています。2025 年に AI・スマ

ートグラス技術のリーディングカンパニー

である SoftEye 社を買収し、TDK の多様

で高品質な電子部品およびソフトウェア技

術を融合した、多様なソリューションを提

供していく予定です。

2026 年 3 月期の AI エコシステム市場

向け売上高は全体の 1 割強で、中長期的

に年平均成長率 25 ～ 30% の拡大を見込

んでいます。電子部品やセンサといった技

術を進化させ、AI 社会の基盤を支える存

在として、技術の進化と社会課題の解決の

両立を目指し、AI エコシステムの中で新

たな可能性を切り拓いていきます。
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─　その他製品　 ─　7912　 ─

未来のあたりまえをつくる。
～DXによる価値創造～

経営ビジョン・
ビジネスモデル

DNP は、「人と社会をつなぎ、新しい

価値を提供する。」という企業理念のもと、

印 刷 プ ロ セ ス に 立 脚 し た 独 自 の 印 刷

（Printing) と情報（Information）の強み

を掛け合わせて、多様なパートナーとの「対

話と協働」によって新しい価値を創出する

「P&I イノベーション」を推進しています。

DNP の DX は、この価値創造そのもので

あり、長年培ってきた強みを、最新の技術

やデータ活用を通じて進化させ、製品・サ

ービス、製造プロセス、ビジネスモデルを

変革し、拡張を続けています。注力事業領

域を中心に成長投資を進め、「価値の創出」

と「経営基盤の強化」の両輪でビジネス変

革と競争力向上を推進し、企業価値向上と

「より良い未来」の実現を目指します。

DX戦略

DNP はデータ活用や AI を含むデジタ

（図１）DX 戦略

ル技術によって進化させた「P&I」の独自

技術・ノウハウ・スキルを価値創出と競争

優位の源泉と捉え、「価値の創出」と「経

営基盤の強化」の両輪でビジネス変革と競

争力向上を推進します。

「価値の創出」では、デジタルを活用した

「新製品・新サービスの創出」と「既存製品・

サービスへの新たな価値の付加」に取り組

んでいます。特に AI をキードライバーと

して、ビジネスモデルの転換による新市場

創出や技術ノウハウのソフトウェア化によ

る競争力強化などスマートコミュニケーシ

ョン、ライフ＆ヘルスケア、エレクトロニ

クスの事業特性に応じた取り組みを推進し

ています。

また、「経営基盤の強化」では、「社内シ

ステムの変革」と「DX 人材の育成・拡充」、

さらに「工場のスマート化による生産性向

上」に取り組んでいます。研究開発やシス

テム開発・運用など全領域において、AI

を活用した業務プロセスのリデザインによ

り生産性を飛躍的に向上させる取り組みを

推進しています。

組織づくり

最高デジタル責任者のもと、事業部門、

研究所、コーポレート、DX 推進統括組織

が連携して全社で DX を推進しています。

DX 推進統括組織が全社戦略立案、案件企

画・実装、DX 基盤開発・運用、成果モニ

タリングを担い、投資判断やリソース配分

を実施しています。さらにオープンイノベ

ーション施設「P&I ラボ」を通じて社外

パートナーとの協創を進め、全社横断で価

値創出を加速しています。

デジタル人材の育成・確保

社員一人ひとりが自ら考え挑戦する企業

風土の醸成を軸に、体系的なデジタル人材

育成を進めています。

経済産業省のデジタルスキル標準に準拠

し、DX 基礎人材と DX 推進人材を定義し

て い ま す。DX 基 礎 教 育 に つ い て は、

2025 年度末の 27,500 名受講目標に対

し、29,000 名超を達成しました。また、

事業固有の専門スキルを高度化し、DX 推

進人材の拡大を進めています。さらに、人

材ポートフォリオに基づき過不足を見極め、

再構築事業から注力事業領域への再配置と

リスキリングを 2020 ～ 2024 年度の 5

年間で 1,800 名以上行い、人への投資を

企業価値向上につなげる「好循環ループ」

を実現しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

事業部門システムの共通化と基幹システ

ムの Fit to Standard により、個別最適

やブラックボックス化を抑制しつつ、全社
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的な IT 基盤のモダナイズを推進していま

す。これにより、業務プロセスの標準化を

実現し、迅速な意思決定と事業環境の変化

への高いアジリティを確保するとともに、

海外拠点やグループ会社を含めたグローバ

ルでの業務展開力を強化しています。

サイバーセキュリティでは、情報セキュ

リティ体制を確立し、ゼロトラスト、人材

育成、BCP・演習を組み合わせた多層防

御を構築しています。AI リスクに対応す

るため、倫理方針や活用ガイドラインを整

備し、社員教育を通じて AI ガバナンスを

推進しています。

データ活用・連携、AI活用

社内外のあらゆる情報を一元管理するデ

ータマネジメント基盤を整備し、データ活

用の高度化と、全社的なデータ活用の民主

化を進めています。2026 年３月末時点で

8500 名以上が活用し、迅速なデータ分析

とレポート作成により、経営判断の高度化

と現場の生産性向上を実現しています。購

買部門では間接材購入における最適購買の

実現、事業部門では営業活動における提案

スピードと精度の向上、生産計画・在庫の

最適化などを実現しています。

AI 活用では先進的な AI モデルを活用し、

研究開発での新材料探索や品質分析、製品・

サービス開発に関する特許の調査・出願、

法規制の調査など、特化した領域で自動化

を推進しています。

成果指標の設定

成果指標は、経営の基本方針である

PBR と ROE を起点に、これらの経営指

標を達成するための KPI をツリーに分解・

可視化し、各指標に対して DX 施策を連動

させています。特に「価値の創出」では

DX 関連事業の売上高・営業利益、「経営

基盤の強化」では DX 基礎人材・DX 推進

人材の人数、データマネジメント基盤の利

用者などを KPI として継続管理していま

す。進捗、ROI、リスクをモニタリングし、

乖離があれば投資・施策を機動的に見直し

ています。

ステークホルダーとの対話

統合報告書、サステナビリティ説明会、

Web サイトを通じて、DX の取り組みや

ROI・リスク・ガバナンスを一貫したスト

ーリーで発信しています。「P&I イノベー

ション」の変遷や、DX が企業価値向上に

どう結びつくかを経営トップ自ら説明して

います。投資家との対話で得た論点は、翌

期以降の資料構成にも反映し、具体的で理

解しやすい開示へと継続的に改善していま

す。

DXの取り組み

DNP の独自性がある取り組みとして、

①エレクトロニクス分野の先端製造プロセ

スの高度化、②フォトイメージング事業の

価値体験型モデルへの転換があります。

①エレクトロニクス分野の先端製造プロ

セスの高度化においては、製品の高精度化

に伴い、熟練者の勘と経験に依存する属人

的な条件設定や計画立案が、品質・納期の

両面で制約となっていました。そこで当社

は、長年蓄積してきたドメイン知識を内製

で AI に学習させ、各種補正処理や加工条

件の算出などを自動化するとともに、工程

時間を予測する機械学習モデルを構築しま

した。これにより、製造計画の最適化とリ

ードタイムの短縮を実現しています。その

結果、属人化していた作業やエンジニア業

務の時間を 50％以上削減し、創出したリ

ソースを顧客に寄り添うサービス向上に振

り向けることが可能となりました。さらに、

生成 AI と RAG を活用し、暗黙知を含む

ノウハウの形式知化を進めています。こう

した取り組みにおいては、汎用ツールを単

純に適用するのではなく、製造現場で培っ

た知見を特徴量設計やデータ構造に反映し、

内製だからこそ実現できる高精度な認識と

迅速な実装を可能にしています。

②イメージングコミュニケーション事業

では、フォトイメージング関連の取り組み

を通じて価値体験型モデルへの転換を進め、

写真の価値を「撮る」から「体験する」へ

と再定義しました。スマートフォンの世界

的な普及により撮影機会は増え続ける一方

で、写真プリント需要が減少するなか、出

版・印刷事業で培ったコンテンツ IP 活用

力、写真撮影ノウハウ、自動撮影 AI、フ

ォトグッズ販売プラットフォームを組み合

わせ、「IP 活用×自動撮影 AI ×デジタル

販売」の一体型モデルを構築しました。こ

れにより、施設等来場者には“カメラを意

識しない自然な写真撮影”という新しい価

値を、事業者には回遊促進や購買機会の拡

大による「場の価値創造」を提供していま

す。本モデルは国内外での展開実績があり、

イベント全体の支援受注や関連商材の売上

拡大にもつながっており、モノから価値体

験中心へのビジネスモデル転換を具現化し

た点は、DNP だからこその強みです。

これらの取り組みは全社 DX 戦略におけ

る注力事業の事例として位置づけています。

前者は製造ノウハウのソフトウェア化によ

る競争優位の強化、後者はコンテンツ IP

と写真体験の融合による新市場の創出であ

り、いずれも「P&I イノベーション」を

デジタル技術で拡張した成果です。

（図２）自動撮影 AI × デジタル販売
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挑み続ける、関西電力
～生成AIで切り開く、AI産業革命を見据えたDXビジョンの実現～

（図２）

経営ビジョン・
ビジネスモデル

関西電力では、エネルギー事業を取り巻

く「脱炭素化」「分散化」「自由化」「人口

減少」「デジタル化」という「５つのＤ」

による構造的変化の中で、競争優位の確立

と持続的成長に向けた事業変革が急務とな

っています。特に、電力自由化による競争

激化や労働人口の縮小、電力のサプライチ

ェーンの複雑化といった環境下では、限ら

れた人員で高品質・高効率な生産性の高い

業務を実現しながら、「関西」「電力」を越

えてお客さまにエネルギーソリューション

事業（蓄電所、オンサイト太陽光等）、情

報通信事業、不動産事業等の多様な事業を

展開しながら、ゼロカーボン社会へ貢献す

るという、複数の課題を同時達成する必要

がありました。これらの「変革ドライバー」

の中核に据えたのが「DX と AI」です。

DX戦略

当社は、生成 AI の急速な進化を踏まえ、

2030 年頃に到来が想定される「AI 産業

革命」を見据え、「DX ビジョン」を策定

しています。本ビジョンでは、「AI の利活

用を前提とした変革で、人が AI と協働し

ながら新たな価値を創り続ける」ことを目

ブランドシグネチャー〈和文〉/タテ組み Master data
2016.4

［フルカラー］

［ホワイト］［ブラック］

（図１）

指し、「事業 DX」では AI を前提とした提

供価値・業務の再構築を、「オフィス業務

DX」では、AI エージェントと創る新たな

働き方を目指した生成 AI のフル活用を実

施しています。これらを支える基盤として、

人財戦略策定、研修実施等の「DX 人財育

成」、「データマネジメント」におけるルー

ル策定や体制・基盤の整備、「AI ガバナン

ス・セキュリティ」等のリスク対策の実施

を一体で推進しています。また、「組織風

土改革」として、安心して DX に挑戦でき、

安心して失敗できる風土を戦略的に構築し

ています。さらに、2025 年６月には、

OpenAI 社と生成 AI 活用を通じた DX 推

進を目的とした戦略的な連携を開始し、生

成 AI 活用事例の創出・展開に取り組んで

います。

当社では、AI を単なる技術導入と捉え

るのではなく、AI を前提に業務を再設計

することで持続可能な社会への貢献と圧倒

的競争優位の確立を目指しています。

組織づくり

DX の推進にあたっては、役員をトップ

とし全体戦略の検討を行う「DX 戦略委員

会」、施策の検討や展開を行う「各部門」、

技 術 支 援 を 行 う DX の 専 業 会 社「K4 

Digital 株式会社」が三位一体となり進め

ています。加えて、当社では挑戦する組織

風土を戦略的に構築しています。経営学者

ジョン・Ｐ・コッターの「変革の８つのア

クセラレータ」を参考に、トップダウンと

ボトムアップの両面から施策を実施し、全

社員が生成 AI を活用する「AI の民主化」

を推進しています。

デジタル人材の育成・確保

当社では、DX 人財について、習熟度に

応じた三層の人財 ( 高度 DX 人財 / 各部門

の DX 推進者 / 全社員 ) の育成を進めてい

ます。IPA のデジタルスキル標準（DSS）

に準拠した DX 人財戦略を策定し、人財像

とその役割・身に着けるべきスキルを定義

しています。各部門の DX 推進者に対して

は、DX 人財像ごとに研修を整備し育成を

行っており、研修内容は最新の IT 動向を

踏まえ、継続的に見直しています。さらに、

研修の受講前後に実業務に照らした受講目

的の確認と受講後の活用度合いを評価し、

スキルを定着させる仕組みを構築していま

す。全社員に対しては、必修型の DX 研修

（動画）により DX リテラシー向上に取り

組むとともに、生成 AI 研修も実施し、リ

テラシーの底上げを図っています。
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（図３）

ITシステム・
サイバーセキュリティ

当社では、DX を支える IT 基盤として、

毎年「情報通信技術戦略」を策定し、クラ

ウド活用の深化や AI 基盤整備、モダン開

発等を推進しています。特に生成 AI につ

いては、ChatGPT Enterprise の全社展

開やセキュアな生成 AI 基盤整備により、

安全かつ高度な AI 利活用を実施していま

す。セキュリティ面では、最高情報セキュ

リティ責任者 (CISO) のもと各職場に情報

セキュリティ管理者を配置し、「情報セキ

ュリティ戦略／マネジメント計画」を策定

して継続的なリスク対応を行っています。

特に AI ガバナンスでは、AI を導入・開発・

利用の業務フローに則した網羅的な社内ル

ール・ガイドラインを整備し、AI 活用の

促進とリスク低減を両立するガバナンス体

制を構築しています。

データ活用・連携、AI活用

データ活用では、安全かつ柔軟なデータ

利活用を実現するため、全社ルールとして

データマネジメント通達・マニュアルを制

定し、全社データ管理責任者や各部門にデ

ータスチュワードを任命しています。K4 

Digital のデータマネジメント組織の支援

のもと、データの収集・加工・蓄積・利活

用・廃棄までのサイクルを実行しています。

AI 活 用 で は、 全 社 員 8,300 名 へ

ChatGPT Enterprise を導入し、その利

用と AI エージェントの開発を開始してい

ます。導入に際しては、全社から 554 件

のユースケースが集まり、投資対効果等に

基づき優先順位付けを行い、PoC・実用

化を推進しています。また、2026 年１月

からはグループ会社への展開も開始してい

ます。（合計約 16,000 名）

　

成果指標の設定

DX 戦略委員会の場で、DX 実施件数、

投資・効果額、人財育成数等の KPI を設

定し、定期レビューにより進捗・成果を継

続的に把握しています。主要な取り組みは

執行役会議へ報告し、経営層に状況を共有

するとともに、DX 戦略と KPI および成果・

効果は統合報告書に取りまとめ、対外的に

公開することで透明性を確保しています。

また、全社 DX 案件の一元管理や IT 投資

の事後評価に加え、IT サービスに対する

全社員アンケート等により、案件・基盤レ

ベルまで多面的に状況を把握しています。

ステークホルダーとの対話

DX を中期経営計画の中核として経営ト

ップ自ら強くコミットしており、統合報告

書や OpenAI 社との戦略的連携のプレス

リリース等での社長メッセージを通じてそ

の方針を発信しています。社外に対しては

統合報告書や有価証券報告書等で DX の取

り組み (DX 戦略、KPI、具体的施策 ) を開

示するとともに、株主総会や投資家ミーテ

ィング、記者説明会等を通じてステークホ

ルダーとの対話を継続しています。

DXの取り組み

当社では、AI 産業革命を見据えて再構

築した DX ビジョンに基づき DX を加速し

ています。事業 DX の一例として、営業ノ

ウハウや提案資料等を学習させた生成 AI

を活用することで、誰もが効率的かつ高度

な提案活動の実践が可能となる新たな営業

スタイルへの変革に向けた運用を開始して

います。リード創出や商談活動等の各シー

ンにおいて、生成 AI を活用し、お客さま

の課題やニーズに応じた的確なアプローチ

案を提示することで、営業力の底上げおよ

び提案品質の向上を図ります。

オフィス業務 DX の一例として、社内

IT ヘルプデスクのチャットボットと検索

機能に生成 AI を適用し、問合せ対応の迅

速化とユーザ体験の向上を実現し、管理間

接部門（経理・調達・人事労務）への横展

開も進めました。加えて、AI エージェン

トを活用した経営の意思決定支援として、

投資評価プロセスにおいて、過去の案件デ

ータや評価の観点をインプットした AI が、

案件への深掘り質問やリスク整理等を行っ

ています。また、社内会議において、AI

が施策のリスクの指摘や意義の整理を行い、

議論を高度化する仕組みの導入を進めてい

ます。

一方、新規ビジネスモデルの創出では、

太陽光発電、蓄電池等の分散型エネルギー

リソースを AI で最適制御するソリューシ

ョン「SenaSon」を開発・提供し、エネ

ルギーコストや CO2 の削減を実現してい

ます。また、E-Flow 合同会社では AI を

搭載した分散型サービスプラットフォーム

「K-VIPs+」を構築し、需給調整市場・容

量市場・卸電力市場等の複数の電力市場に

対して、AI を活用した最適運用を行い、

分散型エネルギーリソースの価値を最大化

しています。

さらに、社会貢献活動促進サービス「モ

アクト」では、企業・団体と生活者をつな

ぎ、社会課題の解決に資するミッションを

提供することで、意識と行動の変容を促す

新たなサービスを展開しています。ミッシ

ョン達成に応じたポイント進呈等を通じて、

楽しみながら社会貢献に参加できる機会を

創出するとともに、その過程で得られるデ

ータを活用した新たな価値創出にも取り組

んでいます。加えて、株式会社ポンデテッ

クが手掛ける使用済みパソコンの再生・販

売事業では、データ消去・再生プロセスの

標準化やデジタル技術の活用により、電子

ゴミ削減や障がい者雇用といった社会課題

と、法人の ESG・DE&I 対応やコスト最

適化といった顧客課題を同時に解決するビ

ジネスモデルを展開しています。
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リアルとデジタルの組合せによる“心を動かす未来型のまちづくり”

経営ビジョン・
ビジネスモデル

当社はコロナ禍を契機に自社の存在意義

を見つめ直し、2023 年４月に、グループ

のパーパスにあたる「私たちの志」を策定

しました。変化し続ける将来の社会におけ

る JR 西日本グループの目指す姿として

「人、まち、社会のつながりを進化させ、

心を動かす。未来を動かす。」と掲げ、リ

アルとデジタルの融合により、幅広い社会

課題の解決に挑戦する決意を示しています。

本年４月に公表した「中期経営計画

2030」においても、「安全、良質でサス

テナブルなモビリティへの変革」と顧客起

点、技術、DX による「事業ポートフォリ

オの変革」を基本方針として掲げ、データ・

テクノロジーを徹底的に活用しながら、共

創と挑戦をキーワードに人々の生活により

深く寄り添うグループへの進化を目指して

いきます。

DX戦略

「中期経営計画 2030」で掲げる３つの重

点分野（モビリティ、生活サービス、イン

フラソリューション）のそれぞれの成長に

は、データ・テクノロジーの利活用が必須

であるとの認識のもと、マーケティング・

デジタルの視点から４つの戦略軸を設定し

ています。

①未来の交通オペレーションの確立

・多様なモビリティとのシームレスな連携

やデータ・生成AI等を活用した鉄道構造

改革の実現

②人々の活動量の増加／楽しく活力にあふ

れた暮らし

・WESTER会員を軸とするデジタル顧客 （図１）マーケティング・デジタル４つの戦略軸

プラットフォームを起点に、一人ひとりの

ニーズへのアプローチやポイントの魅力を

通じた移動需要の創出と「心が動く」体験

の実現

③持続可能な社会システムの構築

・当社グループ内で培った技術ソリューシ

ョンの同業他社・他業種への展開や、ポイ

ント・決済等を通じた地域の課題解決

④全社に貫くDX基盤と変化創出人財

・①～③の実現の土台としてグループ全体

に波及させていくシステム基盤、生成AI

利活用やDX人財の育成

４つの戦略軸が有機的につながり、好循

環を生み出すとともに、他の事業者や自治

体等との “ 共創 ” と “ 挑戦 ” を通じた成長

を続け、心を動かす未来型のまちづくりを

実現し、将来にわたる価値創出を目指して

いきます。

組織づくり

2020 年に DX を推進する専任部署とし

て「デジタルソリューション本部」（当時

約 50 名）を設置しました。その後、新た

な事業の創出やグループ全体のマーケティ

ングを推進する機能も加え、本年６月には

マーケティング・デジタル戦略を一元的に

推進する「共創ソリューション本部」（約

600 名）へと進化しました。

また、CVC（㈱ JR 西日本イノベーシ

ョンズ）を通じてスタートアップ企業の最

新技術・ノウハウを導入するなど、外部パ

ートナーとの連携によるグループ全体の変

革に挑戦しています。

デジタル人材の育成・確保

デジタルスキル標準を参照のうえ、独自

の人材・スキルを定義し、より体系的な育

成を図っていく計画です。

①全社員向け：DXリテラシー・情報セキ

ュリティ教育を必須化し、グループ全社員

のリテラシーを向上

②DX推進キーパーソン：社内研修受講や

試験合格により一定のDXスキルを有する

社員を認定し、各職場の業務にDXを組み

こみ、変革を推進するキーパーソンを育成

③高度DX人財：DX・AI、データ利活用、

セキュリティそれぞれの領域で専門的な教

育プログラムにより育成を推進

さらに、DX コンサルティングやデータ

分析等の高度な専門性を持つ人財を採用・

育成するグループ会社（TRAILBLAZER)

も設立し、グループ全体でデジタル人財の

育成・確保に取り組んでいます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

DX 推進による価値創出と業務変革に結

び付けるデジタル基盤（データ基盤、API
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（図３）AI カメラ「mitococa」

基盤、会員共通認証・ポイント基盤）の整

備を進め、これらが連携して顧客接点アプ

リ（WESTER）を通じた顧客体験向上を

実現しており、2024 年度の「IT 最優秀賞」

の受賞等、高く評価いただいています。

クラウド活用については、JRW‑CCoE

を中心にシステムのモダナイズと人財育成

を推進するとともに、全社で生成 AI を利

活用可能な環境整備を進めています。

サイバーセキュリティ対策の観点では、

CISO 主導のもと CSIRT 体制の整備やガ

イドライン、教育・訓練の強化を進め、大

阪・関西万博期間中に想定されたセキュリ

ティリスクにもグループ一丸で対応するな

ど、組織的かつ継続的な対策を実施してい

ます。

データ活用・連携、AI活用

グループの各サービスで個別管理してい

た ID を統合し、鉄道・宿泊・商業施設等

で得られる移動や購買データを一元管理す

る と と も に、 ポ イ ン ト サ ー ビ ス を

「WESTER ポイント」に統一しています。

社内外のデータを組み合わせ、お客様の状

況に応じたリアルタイムでの情報提供やプ

ッシュ通知により、一人ひとりに最適な顧

客体験の実現を目指していきます。

AI 活用においては、駅カメラ映像を活

用した画像解析 AI をパートナーと共同開

発し、アリーナや製造現場での防犯・安全

管理等、社外への展開も実施しています。

また、全社員向けの汎用チャットボットの

配備や個別課題への適用など、生成 AI を

活用した現場業務支援から経営サポートに

も取り組んでいます。

成果指標の設定

当社は DX 推進に関する成果目標（例：

WESTER 会員取扱高、DX 推進キーパー

ソン人数）を定め、中期経営計画等におい

ても公表しています。

半年に一度の戦略検討会や取締役会にお

いて、経営陣で DX 戦略の方向性について

議論を行うとともに、毎月のグループ経営

会議にて KPI や施策推進状況の報告を行

っています。また、具体的な取り組み推進

においては、適切な権限移譲により環境変

化に応じたトライ＆エラーを可能な仕組み

としています。

ステークホルダーとの対話

経営トップは中期経営計画や統合レポー

ト等を通じ、事業ポートフォリオの変革と

デジタル戦略への強いコミットメントを発

信しています。リアルとデジタル双方の経

営資源を強みに、WESTER アプリやモバ

イル ICOCA、Wesmo! を連携させた価値

創出を進める方針を明示するとともに、人

財を成長の原動力と位置づけ挑戦を後押し

する環境整備を表明。加えて、IR 説明会・

IR Day 等を通じ、投資家に対して、DX・

生成 AI の取り組みや成果を継続的に説明

し、対話を行っています。

DXの取り組み

マーケティング・デジタル戦略の４つの

戦略軸のもと、既存ビジネスモデルの深化

【Ａ】と新規ビジネスモデル創出・業態変

革【Ｂ】に取り組んでいます。

①未来の交通オペレーションの確立

・鉄道事業の構造改革に取り組んでおり、

既存の機械設備から得られるデータを活用

した、AIによる故障予測等を通じたCBM

（状態基準保全）への転換など、安全性向

上と省力化を両立しコスト構造を改善して

います。【Ａ】

・また、モバイルICOCAの仕組みを活用

して、東海旅客鉄道㈱との連携による

「TOICAのモバイルICサービス」を開始し

ました。エリアを超えてより便利で、シー

ムレスにつながる未来の交通を目指してい

ます。【Ａ】

②人々の活動量の増加／楽しく活力にあふ

れた暮らし

・WESTERアプリを通じた個客最適なリ

アルタイムの情報提供・キャンペーンやグ

ループ共通ポイントの付与・利用促進によ

り、グループシナジーの最大化を図ってい

ます。【Ａ】

・また、2025 年5 月に開始したコード決

済サービス「Wesmo!」では、第二種資金

移動業を取得し、消費者向け決済手段の拡

充に留まらず企業間送金、給与払いにも対

応することで、地域の中小事業者の課題に

寄り添い、新しい資金循環モデルの構築に

挑戦しています。【Ｂ】

③持続可能な社会システムの構築

・駅構内の防犯カメラから得られる膨大な

学習データをもとにした当社開発AIモデ

ルを搭載したカメラ「mitococa」等のソ

リューションを活かし、鉄道以外の大規模

施設や製造業等の事業者課題の解決に取り

組んでいます。【Ｂ】

・また、駅というリアル接点をバーチャル

空間に拡張し、新たなプラットフォームに

おいて、鉄道利用以外の新たな顧客ドメイ

ンを獲得する事業にも着手しています。

【Ｂ】

④全社に貫くDX基盤と変化創出人財

・M365・Power Platform等のデジタル

ツールの利用定着に加え、全社員向け汎用

生成AIチャットボットの内製・展開、勉

強会・動画教材・プロンプト資産化を通じ

た現場における業務変革の継続創出、生成

AI専任チームや部門横断推進体制の整備

や経営層向け経営サポートエージェントや

個別ハンズオンにより、働き方改革・生産

性向上を進めています。【Ａ】

これら構造改革による収支改善とトップ

ライン成長、新規収益源の確保を同時に進

め、DX を活かした持続的な企業価値向上

へつなげていきます。

（図２）コード決済サービス「Wesmo!」（2025 年 5 月～）
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「お客さまおよび社会にとって
必要不可欠な存在（＝インフラ）であり続ける」

経営ビジョン・
ビジネスモデル

■経営ビジョン

SG ホールディングスグループは創業時

からの理念を受け継ぎ、環境の変化に柔軟

に対応しながら、常にお客さまのニーズに

最適な物流を提供することを目指してきま

した。今後も、トータルロジスティクスの

さらなる高度化を通じて経済的価値・社会

的価値を持続的に創出し、各ステークホル

ダーに提供することで、ありたい姿を実現

します。

■ビジネスモデル

約 20,000 人のセールスドライバーが

日々集配業務を行う中で、お客さまから伺

った物流課題に対して、当社グループとパ

ートナー企業のリソースを組み合わせて、

オーダーメイドの物流提案を行うとともに、

知見とノウハウを蓄積し、総合物流ソリュ

ーションを高度化しています。

DX戦略

■策定の背景と目的

SGH ビジョン 2030「Grow the new 

Story. 新しい物流で、新しい社会を、共

に育む。」の実現および中期経営計画「SGH 

Story 2027」を達成するためには、DX
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デジタル技術やデータ活用によってありたい姿を実現

DXの目指す姿

「お客さまおよび社会にとって必要不可欠な存在
(=インフラ)」であり続ける

グローバル
データ
レイク

エコ
システム

DX
推進体制

• TMS
• GOAL®※※
• GLOBAL

デジタルによる
付加価値創出

デジタルによる
効率化・省力化

• AI
• Robot
• loT

社会インフラとしての安定性確保

ありたい姿
SGHビジョン2030

デジタル進化
創造・挑戦

デジタル基盤
信頼

※GOAL®：グループ各社の機能を融合し、顧客に一貫した物流ソリューションの提供を行う先進的ロジスティクスプロジェクトチーム

は重要な手段の一つと考えています。厳し

い競争環境を見据えたサービスの拡大や、

労働力減少を見据えた物流インフラの維持

に向けて、DX を活用したさまざまな施策

を今後も展開します。

■基本方針

DX・R&D・最新テクノロジーへの投資

を通じた事業競争力の向上

経営戦略とDX戦略が密接に関係している

必要があるとの考えの下、DXを促進する

ことで、社会インフラとしての安定性を確

保し、デジタルによる付加価値を創出する

ことで、事業競争力の向上を牽引します。

■DX個別戦略

ありたい姿の実現に向けて５つの個別戦

略を推進し、新たな価値創出や挑戦し続け

られる基盤・運営体制の構築を目指します。

①デジタルによるトータルロジスティクス

の拡大と付加価値向上

②サービス拡充と品質・生産性向上を実現

する新技術の活用

③経営・事業を支えるデジタル・データ基

盤の強化

④DX企画・構築人材の育成とグループ

DX推進体制の進化

⑤グローバルを含めたITガバナンス・セ

キュリティの体制強化

組織づくり

DX 戦略の策定を担う SG ホールディン

グスを筆頭に、佐川急便を始め各々に得意

領域を持つ事業会社が連携し、DX 企画を

推進します。DX 構築は、物流× IT の分

野で長年の実績を持つ SG システムが担い

ます。また、戦略・実行の両面で多種多様

なパートナーとのアライアンスを積極的に

展開しています。外部との協創・協業では、

アクセラレータープログラム、R&D 等を

通して新規ビジネス創出・業務改善を実践

し、社内にとどまらず様々なパートナー企

業と共に DX を推進しています。

デジタル人材の育成・確保

当社グループでは、DX 人材を「DX 企

画人材」と「DX 構築人材」の２つに分類

しています。

「DX 企画人材」は、自社に関わる業務や

外部環境を理解し、かつ物流に関連するシ

ステムやデジタル技術、ロボット等課題解

決に必要なテクノロジーに対する知見を有

し、データを活用しながら DX 企画を創出・

推進できる人材としています。「DX 構築

人材」は、システム開発等において、課題

発見と解決をリードし、最適なシステム要

件を整理でき、システム構築を推進できる

こと、さらに、ロボティクス・AI・データ

分析等の専門的な知識や知見・スキルを有

し、適切な提案や実行支援ができる人材と

しています。最終的な狙いとしては、ビジ

ネスもシステムも両面を理解している DX

コア人材を育てることです。

（図１）SGHビジョン 2030 （図２）あるべき姿
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

当社グループに蓄積された知見やノウハ

ウ、DX 推進を支えるグループ共通 IT 基

盤等の知的資本は、物流業界が抱える課題

の解決にもつながる、当社グループの成長

に欠かせない重要な経営資源です。IT 企

業との提携等、戦略的なアライアンス関係

を構築することで、環境変化やグローバル

領域の拡大に向けて柔軟な IT 基盤・IT シ

ステムの構築を進めています。

サイバーセキュリティに関しては、経営

リスクの一つであるという認識のもと、発

生率をゼロにできない様々な脅威に対し、

計画的に対策を実行することで、脅威の低

減を図っています。具体的には、第三者機

関による定期的な現状評価ならびに抽出さ

れた課題に対する対策計画の策定、環境変

化に応じた対策計画の見直しを実施してい

ます。

データ活用・連携、AI活用

オープン化されたグループ共通 IT 基盤

では、AI 等と柔軟に連携できる環境を構

築しています。例えば、データクラウドに

基幹システムに関するデータを集約し、BI

等の様々なツールと連携して数値の可視化

や各種帳票の作成を実現しています。加え

て、AI を活用したシステムやアプリの開

発を、高速開発チームによって実施できる

体制も整備しています。

国内基幹システムについては、データレ

イク環境にデータを集約し、荷物１個当た

りの原価計算、各種品質指標（午前中配達

率等）の計算、予算策定等にデータを利活

用する取り組みを推進しています。さらに

は、データと AI を組み合わせることで分

析の高度化に向けた新たな企画を推進中で

す。

成果指標の設定

研究開発、オープンイノベーション等の

チャレンジングな取り組みについては、通

常のシステム投資とは別で R&D 予算を確

保しています。IT/ デジタルの仕組みを導

入してから６カ月後から１年後までを目安

に、想定していた ROI が出ているかの効

果検証を行っています。想定した ROI が

出ていない場合、プロセスの変更やシステ

ム機能強化を行った上で再度検証を行うな

ど、必要な軌道修正等を委員会で協議・判

断し、取り組みを進められるように整備し

ています。 

ステークホルダーとの対話

ステークホルダーの皆さまとの信頼関係

を維持・発展させるため、財務情報や非財

務情報について、公平かつ適時・適切に情

報開示を行い、透明性の高い経営の実現を

目指しています。また、株主・投資家の皆

さまとの対話を積極的に実施し、中長期的

な企業価値向上の取り組みの参考にしてい

ます。

機関投資家・アナリスト向け決算説明会：

４回

証券会社主催カンファレンス参加：６回

海外ロードショー：２回

機関投資家・アナリスト面談：279 回

各種スモールミーティング：７回

DXの取り組み

■コンテナ向け荷降ろしロボットを共同導

入

経緯：コンテナからの荷降ろし作業は、多

様なサイズや重さの荷物が天井近くまで積

まれており、手が届かないことや重くて持

ち運びが困難、夏場はコンテナ内の温度が

極めて高くなるなど、過酷な労働環境とな

っています。そのため自動化ニーズが高ま

っていますが、ロボットによる完全自動化

が難しい状況でした。当社グループのIT

統括会社であるSGシステムでは、サンワ

サプライ様の商品サイズや重量、コンテナ

内の積載状態などを詳細に調査し、対象コ

ンテナを選定した上で、自動化の可能性を

分析しました。自動化が可能なコンテナは、

XYZ Robotics様が安全かつ効率的な荷

降ろしが可能か、システム上のシミュレー

ションで事前検証を行う一方で、自動化が

困難なコンテナは、サンワサプライ様（上

海）が積み方等の運用見直しを行うなどの

三社協業によって、混載時でもロボットに

よる自動化率の向上を実現しました。

効果と今後：実証実験では、対象となるコ

ンテナ数の大幅な増加に成功し、コンテナ

内の作業者数はゼロ、重い荷物の処理性能

は人手の1.5 倍（250PPH）、軽い荷物の

処理性能はマルチピッキングにより人手と

同等（350PPH）を達成しました。2025

年４月からの本導入では、ロボットの高速

化と運用面での変更により、処理性能は大

型荷物が320PPH、中型荷物が470PPH

に向上し、すでに実運用が開始されていま

す。

■デジタルツインで物流改善を推進

経緯：EC市場の拡大による物流量の増加

や深刻化する労働力不足に加え、2024 年

問題に伴う人件費上昇や運送コストの増大

を背景に、倉庫内の省人化・自動化ニーズ

は高まっています。従来のExcelを用い

た分析では、複数のマテリアル・ハンドリ

ングを含む倉庫内全体の精緻なシミュレー

ションは難しく、費用対効果を裏付けた包

括的な改善提案には限界がありました。こ

うした課題を解決する手段として、倉庫内

全体の作業者等の動きを仮想空間上で再現

し、可視化・検証できるデジタルツインの

活用に至りました。

今後：AIや進化的アルゴリズムを活用し、

最適解を自動的に導き出す仕組みの検証を

進めていきます。また、倉庫運用管理シス

テ ム（Warehouse Execution System）

との連携により、シミュレーション結果を

実運用に反映できる仕組みの構築を目指し

ます。
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SGH-DX戦略

SS
GG

HH
--DD

XX 経営・事業を支えるデジタル・データ基盤の強化

DX企画・構築人材の育成とグループDX推進体制の進化

デジタルによるトータルロジスティクスの拡大と付加価値向上

サービス拡充と品質・生産性向上を実現する新技術の活用

グローバルを含めたITガバナンス・セキュリティの体制強化

1

2

3

4

5

サービス領域と
物流基盤拡大

経営資源拡充/
持続可能な経営

狙い

新たに５つのDX個別戦略を推進
新たな価値創出や挑戦し続けられる基盤・運営体制の構築を目指す

（図３）DX 個別戦略
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─　倉庫・運輸関連業　 ─　9302　 ─

「社会を止めない。進化をつなぐ。」
AIとデータの力で、物流を価値創造の源泉へ。

経営ビジョン・
ビジネスモデル

三井倉庫グループは「社会を止めない。

進化をつなぐ。」をパーパスに掲げ、物流

を社会インフラと位置づけています。創業

以来 100 年以上にわたり培ってきた信頼

と実績、陸・海・空のフルスペックの物流

機能といった経営資本を土台とし、テクノ

ロジーの活用による持続可能なビジネスモ

デルへの変革を図っています。具体的には、

当社の競争優位性の源泉である「圧倒的な

現場力（人の力）」と、AI 等の「デジタル

技術」を高度に融合させ、新たなビジネス

モデルの構築に挑んでいます。単なるプラ

ットフォームの構築に留まらず、多様なパ

ートナーとの共創を通じて社会課題を解決

することで、新たな価値を継続的に創出す

る「デジタル物流企業」への変革を推進し

ています。

DX戦略

当社グループは、中期経営計画において、

DX を「トップライン（収益）成長と利益

率向上を牽引するエンジン」と位置づけて

います。５年間で 200 億円規模の DX 投

資枠を確保し、「攻め」と「守り」のバラ

ンスを考慮した戦略的なリソース配分を行

っています。 「攻めの DX」では、顧客価

値 を 創 出 す る SCM プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「Logistics Value Link」（ 以 下「LVL」）

（図１）ビジネスモデル

の開発や AI を活用したマイクロサービス

の 構 築 を 重 点 的 に 取 り 組 ん で い ま す。

2025 年度においては、生成 AI を活用し

た既存事業の抜本的な効率化や新サービス

の創出を図るなど、変革に向けた取り組み

を推進しました。 一方、「守りの DX」では、

攻めの DX を支える堅牢な基盤づくりの位

置づけとして、2025 年より「サイバーセ

キュリティ対策強化プロジェクト」を発足

させ、強固なサイバーセキュリティ体制の

構築に向けて必要なリソースを投下してい

ます。 あわせて、スマートロジスティク

スの推進による、安全・高品質な物流事業

の追求にも努めています。これらの戦略を

グループ CEO の強力なリーダーシップの

もと、新設した「DX 部会」や「AI 推進室」

を中心とした機動的な体制で全社的に推進

しています。

組織づくり

2025 年度には、グループ CEO が委員

長を務めるサステナビリティ委員会直下に

「DX 部会」を、DX 推進部署であるデジタ

ル戦略部内には「AI 推進室」を新設しま

した。また、東京地区のグループ本社機能

を箱崎に一拠点集約することにより組織の

垣根を越えた迅速な意思決定を促進してい

ます。自社単独に留まらず、スタートアッ

プ等との異業種共創を積極的に展開するほ

か、現場の挑戦を称える表彰制度を設け、

グループ一丸となって変革に挑む企業文化

の醸成に取り組んでいます。

デジタル人材の育成・確保

当社グループは、DX を成功に導く最大

の要を「人の力」と捉え、「人的資本経営」

の中核としてデジタル人材の育成を推進し

ています。具体的には、国のデジタルスキ

ル標準（DSS）に基づき DX 人材の要件

を明確化し、階層別・職種別の体系的な育

成プログラムを展開しています。既に経営

層を含む総合職約 900 名の DX 教育（受

講率 100%）を完了し、現在は全社員へ

対象を拡大中です。 また、グループ CEO

自らが最新 AI 技術を学ぶ率先垂範の姿勢

のもと、全社員が安心・安全に利用可能な

生成 AI 環境の整備や「AI ビジネスアイデ

ィアコンテスト」の開催を通じて、現場主

導の実践的なスキル習得と変革マインドの

醸成を全社一丸となって推進しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

全業務プロセスのデジタル化と基幹シス

テムのクラウド移行を加速させ、経営状況

の即時可視化と全社的な AI 利活用を支え

るデータ基盤の確立を推進しています。事

業会社ごとの個別最適を排除し全体最適の

システム構築を強力に推進する一方、社会

インフラである物流を担う責任から、サイ

バーセキュリティを事業継続における重要

事項の一つと位置づけています。経営直轄

のプロジェクトを通じ、世界標準に基づく

堅牢なサイバー防御・常時監視体制の構築

へ集中的に投資しています。また、AI 特（図２）DX 戦略
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（図３）輸配送プラットフォーム

有のリスクに対しても、利用ガイドライン

の策定や機密性が担保された閉域環境の整

備を行い、ガバナンスと技術の両輪で高度

かつ安全な IT 環境を運用しています。

データ活用・連携、AI活用

全社的なデータ活用と AI 実装により、

経営と現場の双方で変革を推進しています。

データ活用面では、基幹システムと BI ツ

ールを連携させたデータドリブンな経営判

断の実現を目指し、営業や人事領域でも可

視化を進めています。また、「LVL」等を

通じた取引先とのデータ連携も強化してい

ます。AI 活用面では、全社員に向けた AI

の市民化を推進し、現場主導の業務改善を

促進しています。さらに、異業種共創によ

る自動運転や量子計算を統合した「輸配送

プラットフォーム」の構築、高精度な読み

取り機能を搭載した「AI-OCR 検品システ

ム」のサービス化を進めるなどを行い、社

会インフラとしての物流課題解決に直結す

る AI の高度利用を推進しています。

成果指標の設定

当社グループは、DX の進捗フェーズに

合わせて KPI を設定し、「実装・定着」と

「現場の自律化」に重点を置いた管理を行

っています。具体的には、「DX 対応シス

テム数」や「現場起点の DX プロジェクト

数」など、４つの攻めの指標に加え、サイ

バーセキュリティの客観的評価スコアを守

りの KPI に設定しました。これらの進捗

は、経営トップや取締役会を含む重層的な

会議体で定期的にモニタリングされ、機動

的なリソースの再配分や戦略の軌道修正に

直ちに反映させています。

ステークホルダーとの対話

当社グループは、物流を、社会インフラ

を支える基盤と位置づけ、グループ CEO

自らが、決算説明会等を通じて、「人の力」

とテクノロジーの融合による DX 推進の重

要性を広く発信しています。また、AI 利

用ガイドラインの開示による透明性の確保

に加え、株主や投資家との対話から得たフ

ィードバックを次期 DX 戦略の策定へ反映

させていく方針をとっており、双方向のコ

ミュニケーションを通じた持続的な企業価

値の向上と変革マインドの醸成に取り組ん

でいます。

DXの取り組み

■既存ビジネスモデルの深化：輸配送プラ

ットフォーム

物流業界では「2024 年問題」によるド

ライバー不足や EC 市場の拡大に伴う多頻

度小口化が進展し、労働力不足による「モ

ノが運べなくなるリスク」への対応が深刻

な社会課題となっています。この課題解決

とビジネスモデルの深化に向け、当社グル

ープでは、自社がオーケストレーター（指

揮役）となり、異業種の先端技術を組み合

わせた次世代の「輸配送プラットフォーム」

の構築を推進しています。 具体的には、

自動運転トラック、スワップボディトラッ

ク活用の中継輸送技術、量子計算を用いた

最適化マッチング、ブロックチェーン技術

を統合し、社会実装を進めています。有望

な技術に対し、自社の現場を実証フィール

ドとして提供し、検証を主導することで、

労働力に依存しない持続可能な物流供給網

の構築を目指しています。 特に、ブロッ

クチェーンを活用した物流管理システムは、

上新電機向けの店舗配送業務で既に本格稼

働しており、ドライバーの待機時間を、１

日平均 45 分削減する成果を上げています。

当社グループは、こうした確実な実績を基

盤としつつ、AI や量子計算などの先端技

術をプラットフォーム全体へ統合・実装し

ていくことで、サプライチェーン全体の最

適化を実現し、社会課題の解決を目指して

いきます。

■新規ビジネスモデルの創出：AI-OCRを

活用した検品サービス

倉庫現場では、バーコードの無い特殊貨

物の検品作業が熟練作業員の記憶と目視に

依存しており、属人化解消と人手不足への

対応が急務でした。そこで現場の暗黙知を

システム化し、スマートフォンと高精度

AI 画像認識を組み合わせた検品システム

を開発しました。自社倉庫を実証環境とし、

不完全データを AI へ学習させ、独自の誤

読補正ロジックの実装を重ねた結果 99%

以上の検品精度を達成しました。またヒヤ

リハット０件を継続しつつ、検品専属者の

完全無人化の実現が実証データから確認で

きたことから、この成果を基に本システム

をメーカー物流部門向け汎用パッケージと

して外販すべく、関係会社間で調整を進め

ています。また、本 AI-OCR 検品サービ

スを発展させ、生成 AI による検品サービ

スも開発中です。これにより、従来の AI-

OCR では困難だった図やグラフを含む情

報を読み解くなど、より高度な読み取りが

可能になります。当社グループは、お客様

の固定費削減と投資回収期間の短縮が期待

できる、高収益な事業構造の確立に貢献し

てまいります。



66D X銘柄2026

DX銘柄企業

NTT株式会社

─　情報・通信業　 ─　9432　 ─

Innovating a Sustainable Future for People and Planet

経営ビジョン・
ビジネスモデル

NTT グループは、1985 年の民営化以

降、多様化するニーズや技術の進展に対応

し、祖業である電話サービスに加え、モバ

イル、光ブロードバンド、IT ソリューシ

ョン、AI、データセンタ、環境・エネルギ

ー、街づくりに至るまで、さまざまな領域

に事業を拡張させてきました。これからも、

絶え間なく自己革新を続け、創造と挑戦を

加速させていくため、2025 年 5 月、私

たちのありたい姿として、「NTT Group's 

Core」を発表しました。

■NTT Group's Core

人々の豊かな暮らしと地球の未来に貢献す

るため、お客さまを発想の原点とし、常に

自己革新を続け、世の中にダイナミックな

変革をもたらす企業グループをめざす。

Innovating a Sustainable Future for 

People and Planet

DX戦略

NTT グループは、中期経営戦略におい

て、「新たな価値の創造とグローバルサス

テナブル社会を支える NTT へ」を 1 つ目

の柱とし、IOWN による新たな価値創造

として、オールフォトニクス・ネットワー

ク（※）や光電融合デバイスの社会実装な

どを推進しています。また、データドリブ

ンによる新たな価値創造として、社会・産

業の DX やデータ利活用の高度化に取り組

んでいます。

IOWN の社会実装では、AI の利用拡大

に伴う消費電力の増加という課題に対し、

光電融合デバイスの低消費電力性能を通じ

て、その解決に取り組んでいます。また、

AI 戦略として「AI For Quality Growth」

をビジョンに掲げ、従来の BtoB 向け IT

ソリューションに AI を組み込むとともに、

NTT グループが有するデータセンターや

ネットワークなどの強みを組み合わせるこ

とで、フルスタックでのソリューション提

供力を高め、お客さまの Quality Growth

（持続的で質の高い成長）の実現を進めて

います。

※端末からネットワークまで、すべてにフォトニ
クス（光）ベースの技術を導入し、エンド・ツー・
エンドで光波長パスを提供する波長ネットワーク

組織づくり

当社は、2023 年 5 月に研究開発マー

ケティング本部を設置し、研究開発推進機

能、マーケティング機能、アライアンス機

能を融合しました。従来のプロダクトアウ

ト型の研究開発にマーケット視点を取り入

れて強化するとともに、グローバルでの共

創を通じて研究開発からプロダクト提供ま

でを一貫して推進し、さまざまなパートナ

ーとのアライアンスも進めています。

デジタル人材の育成・確保

デジタル人材の育成に関しては、特に

AI を活用して価値を創出できる人材の育

成に力を入れています。AI 人材育成とし

て、全社員向けの基礎知識を有するレベル

（基礎レベル）から、AI を活用したプロジ

ェクトで価値提供できるレベル（初級～中

級レベル）、プロジェクトをリードし後進

を育成するレベル（上級レベル）までのレ

ベル設定に応じた人材像と育成ロードマッ

プを描いています。NTT グループでは、

2025 年度末までに AI のプロフェッショ

ナル人材（初級レベル以上）100,000 人

以上の育成をめざしています（2024 年度

末時 67,000 人）。また、より高度な専門

性を有する中級以上の AI 人材育成に向け

て、取り組みを強化しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

DX 戦略の実現に向け、グループ共通 IT

基盤（共通系業務・事業系業務）の整備・

利活用を進めるとともに、NTT グループ

内だけでなく、パートナーやサプライヤー

等もつなぐデジタルインフラおよびセキュ

リティサービス群の整備を進めています。

また、NTT グループは、サイバー攻撃

の高度化やサプライチェーンに対する脅威

の増大を重要リスクと捉え、取締役会直下

に設置したグループ CISO 委員会のもと、

CISO が戦略とガバナンスを統括していま

す。さらに、セキュリティリスクへの対応

には経営層が一体となって取り組むことが

重要との考えから、国内グループ会社の全

社長を対象に、セキュリティ対策の遂行と

インシデント発生時のリーダーシップ発揮

を目的とした研修を実施しています。

データ活用・連携、AI活用

NTT グループは、DX 戦略において AI

活用を中核に据え、業務プロセスの高度化

を推進しています。具体的には、生成 AI

を活用した開発効率化、不安全設備の自動

受付、基地局設置場所の選定や体感品質の

向上など、幅広い領域で AI の実装を進め

ています。あわせて、社内の AI ガバナン

ス規程を整備し、倫理・透明性の確保にも

取り組んでいます。モビリティ領域では、

トヨタ自動車との共同プロジェクトに加え、
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2025 年に新会社「NTT モビリティ」を

設立し、通信・AI・データを融合した次世

代移動サービスの創出を加速しています。

さらに、6G 向け AI 無線技術の実証やデ

ータセンター運用の最適化にも AI を活用

し、競争力の強化と社会課題の解決の両立

を目指しています。

成果指標の設定

当社は、経営方針・戦略に関する議論を

一層充実させること、取締役会のモニタリ

ング機能の更なる強化を図ることを目的と

して、2025 年 6 月に監査等委員会に移

行しました。取締役会の開催回数や付議内

容・基準等の見直しなどを進め、経営戦略

について多角的に議論しています。特に、

AI 戦略に関しては、AI ガバナンスのあり

方や取り組みのモニタリングも含めて戦略

的な議論を進めています。

ステークホルダーとの対話

統合報告書をステークホルダーとの戦略

的コミュニケーションツールと位置づけて

います。直近の CEO メッセージでは、「AI

による豊かな暮らし」と「消費電力問題の

解決」の両立に向けた、IOWN 構想の実

現への想いを発信しました。

ま た、2025 年 10 月 の NTT PR/IR 

DAY、同年 11 月の NTT R&D FORUM

では、CEO ら経営幹部が自ら登壇し、AI

時代を支える低消費電力の光コンピューテ

ィングなどをテーマに講演・質疑応答を行

いました。

DXの取り組み

■デジタル技術を用いた既存ビジネスモデ

ルの深化

NTT データグループでは、法人のお客

さまに AI を利用した事業価値の向上を実

現いただくため、自社単独の AI に加え、

多様な生成 AI サービスを選択的に提供す

ることで、お客さまが生成 AI の可能性を

最大限に引き出し、イノベーションと成長

を加速できるよう支援しています。

こうした事業展開を支える三つの柱とし

て、「人財」「事例」「知的財産」の拡充に

も注力しています。

・実践的生成AI人財：15,000 人

グローバル標準の人財育成を通じ、顧客

に価値を提供できる生成 AI 人財を多数擁

しています。

・ グ ロ ー バ ル に お け る 生 成AI事 例 数：

1,000 件以上

さまざまな業界のお客さまに生成 AI サ

ービスを提供してきた豊富な実績と知見を

有しています。

・生成AIを含むAI関連特許出願・登録数：

500 件以上

NTT グループ横断の R&D 体制により、

ビジネス変革を支える知的財産を世界規模

で保有しています。

ま た、OpenAI・Microsoft・AWS を

はじめとするパートナーとのグローバルな

提携を通じて技術力を強化し、パートナー

製品を活用したアセットやソリューション

を共同で提供しています。

■デジタル技術を用いた業態変革・新規ビ

ジネスモデルの創出

AI は、今後、人々の豊かな暮らしと地

球の未来に最も貢献するものの一つである

と考えています。一方で、私たちは、AI

が消費する電力の急増という現実に直面し

ています。IOWN 構想では、AI によって

人々の暮らしを豊かにすることと、その

AI が消費する電力を抑えることを同時に

実現することに挑戦しています。

IOWN による光コンピューティングの

技術を用い、従来よりも消費電力が 8 分

の1のコンピュータを実現し、実際に大阪・

関西万博の NTT パビリオンで使用しまし

た。2026 年度には、光電融合デバイスを

用いたスイッチを、ブロードコム社、アク

トン・テクノロジー社をはじめとするサプ

ライチェーン各社との協業により、2026

年度中に商用提供開始予定です。また、光

電融合デバイス量産に向け、NTT イノベ

ーティブデバイス社において、自動化等に

よる生産数増加、需要に応じた生産ライン

の増強を準備中です。

なお、近年 AI の急速な進展や、国際情

勢を含む不確実性の高まりにより、事業環

境はかつてないスピードで変化しています。

企業には、自社の成長のみならず、社会や

産業の持続性を支える役割が、これまで以

上 に 求 め ら れ て い る と 考 え て い ま す。

2026 年 5 月には、事業環境の変化を踏

まえて戦略を一部見直し、「中期的な利益

成 長 に 向 け た 取 り 組 み『New value 

creation & Sustainabi l i ty 2030 

powered by AIOWN』」を公表しました。

国内外の法人事業や金融を中心としたスマ

ートライフ事業における AI を軸とした利

益成長の加速に加え、GPU・ネットワーク・

電力といったリソースを最適化し、エッジ

を含めたオペレーションを担う、AI 時代

の次世代インフラ「AIOWN」への転換に

向けた取り組みを進めることで、社会や産

業の持続的な成長に貢献し、中長期的な企

業価値の向上に努めます。中期経営戦略の

一部見直しについて、詳細は以下の URL

をご参照ください。

h t t p s : / / g r o u p . n t t / j p / i r / m g t /

managementstrategy/

（図１）

https://group.ntt/jp/ir/mgt/managementstrategy/
https://group.ntt/jp/ir/mgt/managementstrategy/
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デジタルで創る双日らしい成長ストーリーの実現へ

経営ビジョン・
ビジネスモデル

当社は 2030 年の目指す姿として、「事

業や人材を創造し続ける総合商社」を掲げ

て い ま す。 中 期 経 営 計 画 2026（ 中 計

2026）では、「双日らしい成長ストーリー」

の実現を掲げ、Next Stage として企業価

値の２倍成長を見据えつつ、マーケットニ

ーズや社会課題に応える価値創造を通じ、

持続的な企業価値向上に取り組んでいます。

中計 2026 では、①既存事業の強化、②

事業成長戦略の徹底、③人材の魅力強化へ

の積極投資、④デジタル技術の徹底活用、

⑤サステナビリティ経営・ESG の深化の

５つを基本方針に策定しました。また、「脱

炭素社会実現」と「サプライチェーン上の

人権配慮」を当社の責務と考え、2050 年

に向けたサステナビリティチャレンジを推

進しています。

DX戦略

当社は、すべての事業とデジタルの一体

化を前提とした Digital-in-All を掲げ、AI

をはじめとするデジタル技術の徹底的な活

用を経営戦略の中心に据えています。具体

的には、７つの営業本部をはじめとする各

事業現場において、データに基づいた正し

い現状認識を起点とし、有効な打ち手を先

読みしながら、施策の実行、検証・改善ま

でを推進することにより、既存事業の高度

化と新規ビジネス創出の両面から競争優位

性を確立しています。さらに、各取り組み

を通じて得られたデータを蓄積・連携し、

他事業への横展開や事業の集約・連携強化

を進めることで、次なる競争優位の創出へ

とつなげる成長循環を構築しています。

また、DX 戦略を支える土台として、AI

活用の全社展開、デジタル人材の育成・確

保、サイバーセキュリティの強化を、DX

戦略を支える前提条件として位置づけてい

ます。加えて、安全な利活用を担保する

AI ガバナンス体制も構築しており、攻め

と守りのバランスを保ちながら、デジタル

による持続的な価値創造を加速しています。

組織づくり

当社は DX 推進を効果的に進めるため、

社長を議長とする DX 推進委員会を月次で

開催し、全社横断的な DX 施策の報告・議

論を行っています。また、CDO 兼 CIO が

DX 実装の最高責任者として、各営業本部

長や職能組織本部長と定期的に協議し、各

組織の DX の取り組みについて迅速に協

議・意思決定を行いながら推進しています。

さらに、2025 年度より AI ガバナンスの

ための分科会を設置し、CISO とも連携し

て、同会の協議内容を DX 推進委員会へ報

告する体制を構築しています。

デジタル人材の育成・確保

中計 2026 において、全総合職の 50%

を応用レベル、そのうち 10% を事業創出

を牽引するエキスパート人材とする育成

KPI を掲げ、順調に進捗しています。さ

らに、生成 AI の急激な進化に対応し、育

成体系を「デジタル人材 2.0」へ刷新しま

した。従来の「データ分析」から「AI・デ

ータ活用」へ期待役割を拡張し、AI ツー

ルを駆使して実務課題を解決する実践的な

カリキュラムへと移行しています。また、

研修修了者と実務で価値創出を果たした人

材を明確に区分する新たな認定制度を導入

し、スキルの可視化とキャリアパスを提示

することで、実践での価値創出を加速させ

（図１）Digital-in-All （図２）デジタル人材 2.0
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る環境を整備しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

当社は、Microsoft Azure を共通イン

フラ基盤として採用し、各営業本部や事業

会社はこの基盤上で開発・運用を行うこと

でセキュリティ強化とコスト最適化を追求

しています。今後は IT 共通サービス化を

進め、アプリやデータ連携の共通化領域を

拡大していきます。サイバーセキュリティ

については、CISO を委員長とする情報・

IT システムセキュリティ委員会を設置し、

独自のガイドライン（SSSG）に基づきグ

ループ全体の対策状況を評価・支援してい

ます。また、EDR や IT 資産管理ツールの

導入を進め、第三者による脆弱性診断を実

施するなど、当社グループ全体でのセキュ

リティ対策の品質強化に努めています。

データ活用・連携、AI活用

安全なデータ・AI 活用環境の構築に注

力し、内製開発した専用生成 AI ツール

「Sojitz AI Chat」を全社展開しています。

また、Chat GPT や Copilot など最新の

ツールを導入し、生成 AI の利用率は 80%

超に達し、社内規程等を連携させた組織

RAG や用途別テンプレートの拡充により

業務変革が定着しつつあります。データ基

盤の構築は、ユースケース起点で、柔軟か

つガバナンスの効いた全社共通基盤へ拡張

していくことを念頭に検討しています。ま

た、AI 特有のリスクに対応するため、外

部パートナーの支援を受けてトップダウン

型の AI ガバナンス体制を整備し、既存の

IT 審議プロセスに AI 審査を組み込むこと

で、安全かつ効果的な利活用を担保してい

ます。

成果指標の設定

当社は、事業や業務ごとに複数の KPI

を設定しています。主要な指標としては、

デジタルビジネスの収益化、既存事業のデ

ジタル化による収益増加、データ活用によ

る業務効率化の度合い、デジタル応用人材

の育成人数、生成 AI ツールの利用率・利

用回数等です。これらの指標を DX 推進委

員会や経営会議で定期的にモニタリングし、

改善を図りながら戦略の見直しに活用して

います。

ステークホルダーとの対話

経営戦略の中枢として「Digital-in-All」 

を掲げて以降、最高責任者である社長自ら

が、当社 HP やメディアを介して、双日

らしい成長ストーリー実現のためにデジタ

ル活用が不可欠であることを発信していま

す。また、その具体的な取り組みとして、

DX 最高責任者である CDO 兼 CIO から、

DX リード PJ や AI などを活用した事業

創出の進捗を、メディアや多数の講演機会

等で発信し続けています。今後も、ステー

クホルダーの皆様の理解促進に努めていき

ます。

DXの取り組み

当社は「Digital-in-All」の下、各営業本

部が業界課題を特定し、デジタル技術を駆

使して既存事業の深化と業態変革を進める

「デジタルリードプロジェクト」を推進し

ています。以下に代表的な４事例を示しま

す。

本マグロの養殖事業においては、デジタ

ルツインや AI 画像解析、IoT 技術を活用し、

満腹状態を判断するシステムを構築してい

ます。また、環境変動に迅速に対応できる

よう、赤潮を予測するアプリの開発・実証

や、生成 AI を活用した破網検知 AI の開発

も進めています。これらの取り組みにより、

迅速な経営判断やコスト削減、生産性向上

など、養殖事業における経営管理の高度化

を更に推進しています。本件で蓄積した知

見・ノウハウは、他事業への展開を進めて

いく予定です。

自動車販売事業では中古車スキャナーの

開発を進めており、デジタルスキャン技術

によって中古車を画像データ化し、AI 解

析することにより、中古車の傷の状態など

を正確に把握することが可能となります。

これにより透明性の高い車両査定の自動

化・均一化を行い、これを基軸として、誰

もが適正価格で安心して取引できる中古車

の流通プラットフォームの構築を目指しま

す。

肥料事業からアグリプラットフォーム事

業への拡大を目指す、タイのアグリビジネ

ス事業では、農家向けアプリを通じて、与

信判断アルゴリズムに基づく金融サービス

を提供するとともに、土壌の衛星画像を

AI 解析し、土壌成分や病害の感染状況を

把握する AI モデルも実装しました。これ

らを組み合わせることで農家の営農を支援

するためのプラットフォームを構築してい

ます。

化学事業では多様な外部情報を非構造デ

ータとして蓄積し、生成 AI を活用するこ

とで化学製造チェーンの構造を可視化し、

新たなビジネスチャンスへと繋げる取り組

みを行っています。具体的には、Graph-

RAG 技術を活用して、業界に精通する熟

練社員の経験や暗黙知を体系化し、パラダ

イムシフトによる連鎖的な影響を瞬時に把

握・予測することで、属人性を排した高度

なトレード戦略の立案と、組織全体での機

動的なビジネス機会の創出を目指していま

す。

（図３）デジタルリードプロジェクトの事例
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地に足をつけたAIX

（図１）デジタル戦略

経営ビジョン・
ビジネスモデル

経営方針「The Brand-new Deal ～利

は川下にあり～」のもと、全社員がお客様

の声に耳を傾けるマーケットインの発想と、

商いの三原則「稼ぐ・削る・防ぐ（か・け・

ふ）」による低重心経営、現場主義を徹底

しています。当社ビジネスモデルは、「事

業投資」と「トレード」を両輪とし、川下

起点のビジネス創出により持続的な価値創

造を実現している点が特徴です。“ 点 ”（事

業投資）と “ 線 ”（トレード）を組み合わせ、

バリューチェーン構築、顧客基盤や知見の

共有といった “ 面 ” での事業展開を推進し

ており、加えて、より消費者に近いビジネ

スに基づき川下起点のニーズ把握ができる

ことが当社ならではの強みです。

DX戦略

当社のデジタル戦略は、商いの三原則「稼

ぐ・削る・防ぐ（か・け・ふ）」に資する「地

に足をつけた AIX（AI によるトランスフ

ォーメーション）」を基本思想としていま

す。DX や AIX の導入そのものを目的とせ

ず、常にビジネス課題と新たな商機を起点

に小さく始めて成果を積み上げる地に足を

つけた考え方を重視しています。

ビジネス成⾧にはデジタル技術の活用が

不可欠であり、戦略的かつ継続的な投資に

より、経営インフラたる基幹システムの充

実と安定運用、能動的なサイバーセキュリ

ティ対策、整備されたデータ基盤、高い機

動力と実行力のある推進体制を構築し、堅

牢なデジタル経営基盤を強化してきました。

現在、当社は「Transformation-Ready」

「AIX-Ready」な段階にあり、現場で培っ

た知見と蓄積されたデータを AI と掛け合

わせ、川下起点・マーケットインの発想で、

全社横断の事業変革へつなげています。こ

のデジタル経営基盤を土台とし、①ビジネ

ス現場への定量（＝稼ぐ）貢献、②成長投

資の促進（ビジネス成長の牽引）、③グル

ープ経営基盤の更なる強化、の三つの柱を

重点施策として推進し、グループデジタル

力の底上げと持続的な企業価値向上を目指

します。

組織づくり

経営戦略とデジタルの融合を目的に、

CXO( 最高変革責任者 ) を 2024 年度に設

置、配下の IT・デジタル戦略部がプロジ

ェクトドライバーとなり当社グループの

DX/AIX を推進しています。また、カンパ

ニーが出資する CTC をはじめとしたデジ

タル事業群と IT・デジタル戦略部が連携

し、「ハイブリッドな内製化体制」を構築、

機動性と実行力を持ってプロジェクトを推

進しています。

デジタル人材の育成・確保

デジタルを活用したビジネス変革は、ビ

ジネス部門と IT・デジタル戦略部が両輪

で動いてこそ実現できると考えています。

ビジネス部門では、DX や AI 導入を目的

化せず、事業課題を起点にデータとデジタ

ル技術で業態変革をリードする人材を、研

修等を通じて育成しています。IT・デジタ

ル戦略部では、デジタル知見だけでなく深

いビジネス理解も備えた「バーサタイリス

ト人材（多能型プロジェクトドライバー）」

を育成しています。個々人のキャリアデベ

ロップメントプラン（CDP）に基づき、

ローテーション、専門性の深掘り、毎年の

スキル・経験の棚卸しを重ね、変革を自ら

ドライブできる人材の輩出につなげていま

す。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

基幹システムは、連結経営を支える

SAP の最新化を 2018 年に実施し、リア

ルタイムでの損益把握に加え、拡張性・柔

軟性を備えた長期安定利用を実現していま

（図２）AI Challenge Month（AI 活用強化月間開催）
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す。大規模刷新を前提とするのではなく、

定期的なアップデートを継続することで、

技術的負債の蓄積を抑えつつ、競争力ある

経営基盤を維持しています。これらを支え

るサイバーセキュリティも経営基盤そのも

のと位置づけ、2012 年に ITCCERT（サ

イバーセキュリティ対策チーム）を立ち上

げ、対策を継続強化してきました。2023

年には、ITCCERT を拡大する形で伊藤忠

サイバー＆インテリジェンス株式会社を設

立し、孫会社を含むグループ約 400 社を

対象に、サイバー攻撃へ能動的に備える体

制を構築しています。

データ活用・連携、AI活用

2018 年の SAP 最新化にあわせ、全社

員が利活用できる全社統合データ基盤

「HANABI」を構築しました。会計データ

に加え、取引関連データや外部データなど

多様な情報を蓄積・活用しています。更に、

生活消費分野に強みを持つ当社グループ会

社が保有するサプライチェーン関連データ

を伊藤忠グループデータ活用基盤「DMP」

に蓄積、活用しています。過去、構築した

データ分析基盤が殆ど活用されなかった経

験を踏まえ、2018 年のデータ基盤構築と

同時に、現場でのデータ活用をドライブす

る専門組織「BICC」を内製化しています。

これらのデータ基盤は当社ならではの独自

資産であり、既に整備されたデータを AI

技術と掛け合わせることで企業競争力が一

層高まると考えています。

成果指標の設定

CXO と IT・デジタル戦略部は、月次で

DX/AIX 戦略の進捗を確認し、市場環境や

経営状況、技術動向を踏まえて、軌道修正

や優先順位の見直しを機動的に行っていま

す。期初に策定した情報化計画の進捗につ

いては、CXO が取締役会へ四半期に１回

以上報告しています。報告内容には、シス

テム施策の ROI、業務削減時間、サイバ

ーセキュリティ防御の内容・件数など、

KPI に基づく定量成果を含めており、戦

略の実効性を継続的に確認できる仕組みと

しています。

ステークホルダーとの対話

2025 年にデジタル戦略をテーマとした

投資家向け説明会を開催し、167 名の機

関投資家・証券会社アナリストと直接対話

しました。説明会では、AI の利活用状況

も含めて質疑応答を行い、当社の考え方と

進捗を具体的に説明しています。また、統

合レポートでも「持続的な企業価値向上の

ためのデジタル戦略」を特集し、CEO、

COO、CXO らマネジメントからもデジタ

ルと AI 活用の重要性を発信しています。

DXの取り組み

サプライチェーン「み（視る）・と（解く）・

ま（回す）サービス」は、日本アクセスや

ファミリーマートのサプライチェーン改善

支援で得た知見をもとに生まれた、現状把

握から課題特定、改善実行までを一貫して

支援する DX サービスです。背景には、「デ

ータ不足で現状が見えず、改善に着手でき

ない」というグループ会社や取引先に共通

する課題がありました。そこで、データで

現状を可視化する「視る」、解決策を立て

て実行し効果を検証する「解く」、改善サ

イクルを継続する「回す」の３段階を型化

しました。これにより、物流課題の短期間

での可視化と改善を通じたコスト削減や、

PMI における買収シナジーの早期創出と

いったクイックウィンを実現しています。

さらに、営業部門と連携し、既存取引先の

物流課題解決を支援することで、信頼関係

の強化や取引量の拡大、新たな提案機会の

創出にもつなげています。個社支援で培っ

た知見をサービスとして型化し、グループ

内外へ幅広く横展開できる点も本取り組み

の強みです。

デジタル技術を用いた新規ビジネスモデ

ルの創出の事例としては、「AI を活用した

系統用蓄電池ビジネスの本格立ち上げ」が

あります。再生可能エネルギーの導入拡大

が進む中、脱炭素社会の実現と電力の安定

供給の両立は重要な課題です。再生可能エ

ネルギーは、天候などの影響により出力が

不安定になるため、電力需給の変動に応じ

て柔軟に充放電できる系統用蓄電池の重要

性が高まっています。当社は、これまで蓄

積した蓄電池事業・調達ネットワーク・電

力トレードの知見を活かし、本分野に注力

しています。本取り組みでは、系統用蓄電

池の運用に AI を活用、電力が余剰となる

時間帯に充電し、需給が逼迫するタイミン

グで放電・売電することで、売買収益の最

大化を図っています。この AI 予測は市場

価格に対して約 90％の近似性を示してお

り、売買収益向上に寄与しています。また、

蓄電池の過剰充電や充電不足を回避する制

御においても AI 活用をしています。現在

は、東京都との官民連携による蓄電所専業

ファンド創設、日本各地での蓄電所案件の

推進、豪州企業との戦略的業務提携による

海外展開など、事業化も進展しています。

今後 2030 年度までに、国内で 10GWh

以上の系統用蓄電所開発、蓄電池システム

販売及び蓄電池運用委託の受託を計画して

おり、政府の目指す温室効果ガス削減目標

やエネルギー基本計画に則った売上規模

500 億円超 / 年となる事業展開を目指し

ます。

（図２）AI Challenge Month（AI 活用強化月間開催） （図３）AI を活用した系統用蓄電池ビジネス



72D X銘柄2026

DX銘柄企業

株式会社セブン銀行

─　銀行業　 ─　8410　 ─

金融の枠を超え、DXの力で社会課題の解決と持続的成長を実現

（図１）価値創造

経営ビジョン・
ビジネスモデル

セブン銀行は “ お客さまの「あったらい

いな」を超えて、日常の未来を生みだし続

ける。” というパーパスのもと、常識や既

成概念にとらわれない挑戦を続け、業界初・

世界初の ATM サービスや金融サービスを

展開しています。全国 28,000 台以上・

680 社超の提携先とつながる ATM プラ

ットフォームを活用し、あらゆる事業・サ

ービスの DX を支援することで生活者の利

便性向上を実現しています。中期経営計画

では、ATM プラットフォーム・リテール・

法人・海外の４つの成長戦略を進めるため

の基盤のひとつに「企業変革」を掲げてい

ます。社会変革を担う人財の育成とイノベ

ーションマインドの醸成により、AI やデ

ータ活用によるビジネスモデルの変革と、

自律型人財の育成を両輪で進めています。

DX戦略

セブン銀行の DX 戦略は、「リアル×デ

ジタル」を核心に据え、ATM を現金入出

金機から、金融・行政・事業会社のあらゆ

る手続きを一元化するサービスプラットフ

ォームへと進化させることを基本方針とし

ています。その根幹にあるのは、全国のコ

ンビニや駅、商業施設など生活に身近な場

所に設置された ATM ネットワークです。

圧倒的なリアル接点を活かしながら、AI・

データ活用によってサービスの高度化と業

務効率化を同時に実現し、収益基盤の強化

と新たな価値創造を両立させています。小

売購買データと金融データを掛け合わせた

独自の与信モデル構築など、グループ企業

とのシナジーを活かした金融サービスの領

域拡張も戦略の重要な柱です。加えて、高

度化するサイバー脅威への対応をサービス

企画段階から組み込むことで、安全安心を

競争力の源泉として位置づけています。社

内においては、専門部署による DX 文化醸

成や全社員参加型のスキル習得を通じて人

的資本の底上げを図り、イノベーションを

組織全体で創出する体制を構築しています。

これらの戦略を一体的に進めることで、金

融・通信・行政を横断する「誰一人取り残

さないデジタル社会」を支える金融サービ

スプラットフォームとしての地位の確立を

目指します。

組織づくり

経営直結型の DX 推進体制を構築し、経

営層が中心となって全社横断的な DX 戦略

を統括しています。組織面では、新規事業

創出を担う「セブン・ラボ」と AI・デー

タ活用を促進する「AI・データ戦略部」を

設置し、スタートアップとのオープンイノ

ベーションや全社員参加型の学習機会を通

じてイノベーションマインドの醸成を図っ

ています。業務の 10% をイノベーション

活動と人事評価に連動させる「EX10（エ

クステン）」の仕組みにより、自律型人財

の育成と挑戦するカルチャーの定着を進め

ています。

デジタル人材の育成・確保

事業戦略・IT 戦略に基づく人財ポート

フォリオを策定し、デジタル人財の育成と

確保を全社的に進めています。育成におい

ては、初級・中級・上級の段階的なデータ

活用スキル習得プログラムや、ノーコード・

ローコードを活用した業務アプリの市民開

発研修、SEVENBANK Academia によ

るイノベーションマインドの醸成など、多

様な学習機会を提供しています。また、

2025 年には単なるデジタルスキルの活用

にとどまらず、自らが変革を起こせる人財

を「Ｘ人財」と新たに定義しました。評価

面では、挑戦・変革への行動を定量的に評

価する仕組みや「EX10」制度を導入し、

（図２）学び
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社員の自律的な成長と組織変革を両輪で進

める体制を整えています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

クラウド基盤を活用し、高可用性・高セ

キュリティなインフラを構築しています。

マイクロサービス化とアジャイル開発体制

による内製化を進め、API 連携基盤を整備

することで、金融機関・自治体・民間企業

との共創を可能にする IT 基盤を構築して

います。また、取締役会が定める「リスク

管理基本方針」のもと、信用・市場・流動

性・オペレーショナルリスクを統合的に管

理しています。高度化するサイバーインシ

デントに対しては、専門組織である 7BK-

CSIRT を中心に対策を強化し、サービス

企画段階からセキュリティを基本要素とし

て組み込む「セキュリティ・バイ・デザイ

ン」を実践しています。さらに、BCP の

策定により有事においても必須業務の継続

を確保する体制を整えています。

データ活用・連携、AI活用

2022 年にデータマネジメントオフィス

（DMO）を設置し、自社・グループ・外部

データを集約した全社横断のデータ活用基

盤を整備しました。多様なデータインター

フェースを保有し、BI ツールを通じて全

社員がデータにアクセスできる環境を実現

しています。AI 活用においては、ATM 部

品の稼働データによる故障予測と現金需要

予測により運用コスト削減と稼働率維持を

実現するとともに、セブン ‐ イレブンの

購買・行動データと金融データを掛け合わ

せた独自与信スコアリングモデルを構築す

るなど、金融×小売のシナジーを活かした

価値創出に取り組んでいます。また、社内

生成 AI の全社展開による業務効率化で生

まれた余力を高付加価値業務へ振り向けて

います。

成果指標の設定

AI・データ活用施策が事業収益に与える

インパクトをダッシュボードで可視化し、

成果を定量的に把握できる仕組みを構築し

ています。また、国内外の ATM 設置台数

や利用件数の進捗も継続的にモニタリング

しています。これらの情報を活用し、取締

役会など複数の場で、IT 戦略や取り組み

状況などの DX 推進に関する案件の議論

や、進捗の情報共有を行っています。成果

が見込めない施策は即時見直すなど、アジ

ャイルに PDCA サイクルを回すことで、

投資対効果の最大化を図っています。

ステークホルダーとの対話

統合報告書や決算説明会を通じて、投資

家・アナリストへ DX 戦略の進捗と成果を

積極的に発信しています。購買・行動デー

タを活用したターゲティング広告による収

益貢献や、生成 AI 利用率・BI ツール利用

率といった具体的な指標を開示し、AI・デ

ータ活用の定着を定量的に示しています。

社内においても、全社朝礼で経営理念や行

動規範を発信することを通じて、社員のマ

インド醸成を継続するほか、役職員がセミ

ナーや外部イベントへ登壇し、幅広いステ

ークホルダーとの対話を行っています。

DXの取り組み

■AI・データを活用した変革

AI による現金需要予測により、年間 22

兆円規模の現金流動性を最適化し、ATM

運営コストと現金輸送に伴う CO2 の削減

を実現しています。国内では AI 分析を活

用した ATM 設置戦略により最適立地への

展開と利用率向上を実現しており、海外で

は地図データを活用した AI 分析により現

地調査を不要とした設置候補地の特定に成

功しています。顧客体験の面では、グルー

プ企業の購買・行動データと金融データを

組み合わせた独自 AI 与信スコアリングモ

デルの実証実験を行い、新たな金融商品の

検討を進めています。社内では生成 AI

「7Bank-Brain」を活用し定型業務を効率

化することで、付加価値業務への集中と、

経営ダッシュボードの活用による迅速な経

営判断を実現しています。AI・データ活用

は、コスト削減と収益拡大を同時に実現す

る経営基盤として、セブン銀行の競争優位

性の中核を担っています。

■ATMを新たな生活インフラに昇華する

「＋Connect（プラスコネクト）」の取り

組み

「＋ Connect」は、2023 年９月にリリ

ースされた、第４世代 ATM の多機能を活

用し、あらゆる手続き・認証を ATM で完

結させるサービスの総称です。口座開設・

住所変更・在留カード期限更新などに原則

24 時間 365 日対応する「ATM 窓口」、

顔 認 証 に よ る 現 金 入 出 金 を 実 現 す る

「FACE CASH」、 最 短 １ 分 で 完 結 す る

「ATM 口座振替」、行政給付金等の受取に

対応する「ATM 受取」など、従来の現金

入出金の枠を超えたサービス群で構成され

ています。これらを支えるのが第４世代

ATM です。2015 年頃からバックキャス

ト思考で開発・配備したこの ATM は、高

精度カメラ・顔認証・本人確認書類読取機

能を搭載し、ソフトウェアのアップデート

によって新サービスを追加実装できる高い

拡張性を持ちます。ビジネスモデルの観点

では、従来の ATM 受入手数料に依存した

収益構造から、導入企業からサービス利用

料を収受するモデルへと転換を図り、収益

の 多 角 化 を 実 現 し て い ま す。「 ＋

Connect」は、ATM を「社会で最もやさ

しいデジタルチャネル」として社会インフ

ラへと昇華させ、従来の ATM 事業の枠を

超えた新たなビジネスモデルを創出するセ

ブン銀行の中核サービスです。現在は定着・

拡大期に入り、導入先の業種も金融機関か

ら事業会社・自治体へと広がっています。

さらなるユースケースの拡大と提携先の増

加により、社会全体の利便性向上と課題解

決に貢献する存在へと進化し続けます。

（図３）ATM の変遷
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保険の枠を超え、“いざ”と“いつも”を支えるソリューション創造企業へ 
～AIを前提としたビジネスモデルへの転換/新たな収益の柱となるソリューション事業の加速～

経営ビジョン・
ビジネスモデル

当社は「お客様や社会の “ いざ ” をお守

りすること」をパーパスとして、1879 年

の創業以来、時代とともに変化する社会課

題の解決に取り組み、成長を続けてきまし

た。中期経営計画では、2035 年に向けて

「課題やリスクに対し、イノベーティブな

ソリューションを提供し続けるパートナ

ー」となることを目指し、独自性のある事

業ポートフォリオの構築を進めています。

具体的には、保険を通じた事後の補償にと

どまらず、事前の予防から事後の早期復旧・

再発防止等までシームレスにソリューショ

ンを提供する “ 保険＋α ” の価値をデジタ

ルで拡張し、規律ある資本循環を通じて、

企業価値と社会価値の双方を高め、世界ト

ップクラスの成長を追求しています。

DX戦略

当社の DX 戦略は、「テクノロジーの活

用を通じて社会課題を解決し、保険を超え

た価値を提供すること」を中核に据えてい

ます。

保険事業においては、データとデジタル

技術を活用した高度なリスク分析や保険引

受の進化に加え、事故対応や保険金支払プ

ロセスの自動化・高度化を推進し、業務効

率化と顧客体験の向上を両立しています。

さらに、保険本業を通じて蓄積した事故デ

ータや知見を活かし、防災・減災、レジリ

エンス、モビリティ、脱炭素といった社会

課題領域におけるソリューション事業を立

ち上げ、成長領域として拡大しています。

これは、保険商品の提供を通じてお客様や

社会の “ いざ ” を支えるだけでなく、「保

険の事前・事後領域」や「ウェルビーイン

グ」に貢献する「ソリューション」を提供

し、“ いつも ” を支える新たな価値提供モ

デルへの転換を目指す取り組みです。

加えて、グループ横断のデータ基盤の整

備、AI 領域の企画・開発支援機能を持つ

AI-Hub の設置、社員のデジタルスキル強

化、スタートアップや外部パートナーとの

共創等を一体で進めることで、変化の激し

い事業環境においても持続的な成長を支え

る DX 基盤を構築しています。

組織づくり

東京海上 HD は 2024 年にグループ横

断で AI 施策の統括組織を設立し、小規模

実証から全社展開する推進モデルを構築し

ています。また「防災・減災」「モビリティ」

「ヘルスケア」「脱炭素」「ウェルビーイング」

等の重点領域で新会社を設立し事業領域を

大幅拡大するとともに、世界中の最先端テ

クノロジーの探索やグループ会社（海外含

む）のデジタル推進支援を担う機能を、世

界７拠点で展開しています。

デジタル人材の育成・確保

DX を通じたビジネスモデル変革および

業務プロセスの高度化を継続的に実現する

ため、DX を担う人材を「DX リーダー」「DX

コア人材」「DX ドライバー」「全社員」の

（図１）東京海上グループが 2035 年に目指す姿
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４階層に定義し、それぞれの目指すべき姿

に合わせた研修を実施しています。また、

実践を通じた人材育成を図るため、社員が

所属部署を問わず現業を担ったまま全店プ

ロジェクトに参画できる制度において、デ

ジタル部門のプロジェクトも複数展開して

います。

加えて、外部の知見・ノウハウを積極的

に取り入れる方針から、①経営・幹部クラ

ス②事業開発、データサイエンティスト、

エンジニア、デザイナー等の専門人材等の

中途採用を積極的に推進し、キャリア採用

者の在籍を急速に加速させています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

環境変化にこれまで以上に迅速かつ効率

的に対応するため、全社システムを機能別

に 3 つの領域（SoI/SoE/SoR）へ分離し、

それぞれの特性に応じてパッケージやクラ

ウドなどの技術を最適に組み合わせながら、

システム刷新を進めていることに加え、デ

ータ・AI 活用を支えるデータ基盤につい

ても、先進技術を取り入れつつ継続的に高

度化を図っています。さらに、生成 AI の

活用を通じて、システム開発・運用の生産

性向上にも取り組んでいます。

サイバーセキュリティを経営の重要課題

のひとつとして認識し、経営のリーダーシ

ップの下、グループ CISO を統括とし、国

内外グループ一体で管理態勢の整備を行っ

ています。

データ活用・連携、AI活用

当社は、データと AI を保険引受、事故

対応、顧客接点、業務効率化、新たなソリ

ューション創出まで幅広く活用しています。

社内版生成 AI である One-AI に加えて、

業務を End2End で完結させる AI Agent

サービスとして One-AI Assistance や

AI コールセンターといったサービスも導

入し、保険業界特有の業務に特化したユー

スケースにも活用が広がっています。また、

自社保有データを活用できるデータ基盤整

備や構造化も並行して進めることで、企業

として AI を有効活用できる土壌を整えて

います。AI データ活用推進組織である AI-

HUB を軸にグループ横断で上記のような

知見を共有しながらデータ連携と AI 実装

を加速し、業務変革と提供価値の向上を両

立させていきます。

成果指標の設定

当社グループでは AI データ活用やソリ

ューション事業など各重点領域に応じて担

当役員をメンバーとした定期的な経営会議

体を設置し、経営レベルでのモニタリング

と迅速な意思決定を行う体制を構築してい

ます。当該会議での可視化された進捗状況

を踏まえ、期中でも開発工数、投資枠など

リソースの再配分や案件の強化・見直し・

ピボットの判断を行い、環境変化に応じて

経営・DX 戦略を機動的に改善しています。

ステークホルダーとの対話

投資家向けには、IR 説明会・決算 IR 電

話会議・海外投資家向け説明会などを通じ

て、中期経営計画におけるテクノロジー活

用の徹底・高速化や AI・データ活用戦略、

ソリューション事業の立ち上げ状況を継続

的に説明しています。

また 2025 年６月に「東京海上グルー

プ AI ガバナンスに関する基本方針」を制

定しました。ここでは AI の導入目的を明

示し、対話を通じて導入効果を検証し、継

続的に改善していく姿勢も示しており、AI

利活用に関するガバナンス体制を投資家と

共有しています。

DXの取り組み

当社は、「AI/ デジタル施策の着実な実

装と AI 前提のビジネスへの抜本的転換」

を、ビジネスモデル進化の中核テーマとし

て推進しています。足元では、事業戦略の

実現に直結する領域を優先し、AI 活用に

よる生産性向上、事業費削減、お客様への

価値提供拡大や CX 向上を通じたトップラ

イン成長の実現に取り組んでいます。一方

で、足元では実現性が低くとも、将来の競

争優位性確保や収益性向上に資する可能性

のある打ち手にもバランスよくリソースを

配分しています。とりわけ、従来業務の単

純な置き換えではなく、AI による業務遂

行を前提に、社内の態勢、プロセス、シス

テム、商品、データ基盤を一体で再設計す

る中長期の変革を並行して進めています。

また、こうした取り組みを支えるデータ統

合基盤の整備も並行して進めています。こ

れらの変革は、お客様の受容性や法整備の

動向も踏まえて慎重に進めつつ、ガバナン

スやセキュリティの整備も着実に進めるこ

とで、安定的かつ持続可能な形で推進して

います。

一方で、中期経営計画 (2024-2026) に

おいて、「価値提供領域の飛躍的な拡大」

を成長の３本柱の１つに位置づけ、2035

年にめざす姿とそのイメージとして「お客

様や社会の課題 / リスクに対して “ イノベ

ーティブなソリューションを届け続けるパ

ートナー ”」を掲げています。これに基づき、

従来の保険事業にとどまらない 「事前・

事後」 領域やウェルビーイング領域のソ

リューション開発に取り組むことを示しま

した。具体的には、業界 No.1 の建設コン

サル会社である ID ＆Ｅグループの買収・

経営統合を行ったレジリエンス領域をはじ

め、モビリティ・ヘルスケア・GX・ペッ

トヘルスケアなどの各領域でも事業会社を

新設し、保険事業から独立して事業開発・

展開を進めるなど、ソリューションビジネ

スを着実に加速させています。

また、DX・AI ビジネス企画養成プログ

ラムの外販や宇宙領域での投資拡大など、

従来継続してきた取り組みもソリューショ

ンビジネスの拡大機会と捉えています。既

存チャネルの代理店型ビジネススキームを

生かしつつ、デジタルマーケティングなど

を活用した「顧客と直接接点をもつアプロ

ーチ」を並行して取り入れることで、チャ

ネルを拡大させるとともにプロダクト改善

のスピードをあげ、顧客満足度向上に直接

的に寄与しています。
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株式会社クレディセゾン

─　その他金融業　 ─　8253　 ─

全事業部・全社員の業務をAIを前提に再設計する

経営ビジョン・
ビジネスモデル

「経営政策のど真ん中にデジタルを据える

ような考え方で取り込まなければ生き残っ

ていけない。」

社長のこの発言に、クレディセゾンの経

営ビジョンがもっとも端的に表現されてい

ます。

デジタルおよび AI を経営の中核に据え

ることを宣言する当社は「GLOBAL NEO 

FINANCE COMPANY ～金融をコアとし

たグローバルな総合生活サービスグループ

～」を 2030 年に目指す姿としました。

総合生活サービスとは、金融を核とし、

その周辺に広がる多様なサービスを柔軟か

つ迅速に提供していくことを意味します。

そのためには、各種サービスが有機的に連

携することが不可欠であり、その基盤とし

てデータ基盤の整備や API 拡充など、デ

ジタル面での強化が極めて重要であると考

えています。

DX戦略

　2019 年よりスタートしたCSDXの取

り組みは、以下４つのフェーズで進化を続

けています。

■フェーズ１（2019-2021）：内製開発

チーム「テクノロジーセンター」をスモー

ルスタートで立ち上げ、CXのための内製

開発を推進しました。この期間に総合職社

員公募を開始し、研修やOJTの教育を経

て事業部とシステム開発の両方を理解する

人材を育成しました。

■フェーズ２（2021～）：従来のIT部門

とテクノロジーセンターを統合し、CSDX

推進部を設立しました。安定性を重視する

モード１と、速度と柔軟性を重視するモー

ド２の両方の強みを持つ組織へと進化し、

CXに加えてEXの向上を目指した社内シ

ステムの内製による伴走型開発を推進して

います。

■フェーズ３（2023～）：CSDX推進部

だけでなく、内製開発や人材育成で蓄積し

たナレッジを全社展開し、生成AIやノー

コード・ローコードツールを活用して全社

員が自らの業務をデジタル化できる体制を

目指しています。

■フェーズ４（2025～）：新たに策定し

た「CSAX戦略」を新たな変革フェーズと

して明確に位置づけ、急速に進化するAI

技術を機動的に経営および業務に取り込み、

全社的な構造改革を推進しています。

組織づくり

バイモーダル戦略が各所に織り込まれ、

安定と確実性を担保するモード１、速度と

柔軟性を担保するモード２が力を合わせて

全社を巻き込んだ DX を実現しています。

2025 年に発表した CSAX 戦略に合わ

せ、AI 利活用を前提にした全社体制へ進

化しています。

AI の全社推進を牽引するチーム「CSAX 

CoE」の設置に加え、各部署を代表する

AI チャンピオン「CSAX リーダー」を任

命し、両者が伴走しながら AI 変革を進め

ています。

デジタル人材の育成・確保

デジタル人材を、スキルレベルに応じた

４階層に定義しています。

■コアデジタル人材：システム開発やデー

タ活用に深い知識や経験を有し、デジタル

化をリードする人材

■ビジネスデジタル人材：ビジネス部門の

業務経験に加え、リスキリングにより各種

技術を習得し、デジタル化を推進する人材

■デジタルIT人材：自らの業務に活用す

るために、デジタルスキルを一部身に付け、

市民開発を行う人材

■AIワーカー：AIを安全かつ正しく、業

務で実践的に活用して成果を生み出す人材

高い専門性を持つ人材を抱えると共に、

ビジネスの知識とデジタルスキルを兼ね備

えた人材を育成することで、技術と業務の

間のギャップを埋めることに成功していま

す。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

昨今のサイバー攻撃の多様化・内部不正

等により、当社におけるセキュリティリス

クは、その深刻度が増しています。当社の

サイバーセキュリティ体制は取締役会をト

ップとし、その監督下に代表取締役社長が

委員長を担う危機管理委員会内の組織とし

て「サイバーセキュリティ対応チーム

（CSIRT）」を設置しています。

その実行責任を担う CISO のもと、セキ

ュリティ脆弱性に関する情報収集、サイバ

ー攻撃やトラブルの監視、対応方針や手順

の策定を行い、インシデント発生による被

害を最小限にとどめたうえで、状態の復旧

を目指すための体制整備を進めているほか、

各部門長をコンプライアンス責任者に任命

することで、全社的な情報セキュリティ体

制の構築を推進しています。
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（図１）CSAX 戦略

株式会社クレディセゾン

データ活用・連携、AI活用

■データ活用・連携

新たなデータ活用体制を構築するために、

データレイク「Triton」と AI データクラ

ウド「Snowflake」を次世代データ基盤

として、本番稼働させました。

個別に構築された複数のデータ基盤による

データの重複、管理の煩雑化、情報取得の

非効率性などの課題を解決し、精度の高い

データ活用を実現しています。

■AI活用

社内規程、業務手順書、各種マニュアル

等の文書群についても AI が文脈を誤解せ

ず、正確に意味を把握できる状態へと再設

計することが不可欠です。

この認識のもと当社では、業務文書・規

程類の書式統一、用語定義の明確化、記載

ルールの標準化といった「AI フレンドリ

ーな情報」への転換を重点施策として位置

づけています。

成果指標の設定

CSAX 戦略の発表とあわせて「CSAX 

TARGET 2027」を新たに設定し、KPI

をあえて一つに集約しています。

具体的には「2019 年比で累計300 万時

間の業務削減」を2027 年度までに達成す

べき全社共通指標として掲げ、外部へ公表

しています。

目標の進捗については、毎月開催してい

る CSDX 推進会議（DX に関する経営会議）

において状況を共有し、年２回（９月・３

月）に正式な評価を実施することで、進捗

確認と必要な軌道修正を継続的に行ってい

ます。

ステークホルダーとの対話

代表取締役社長が率先して投資家向け説

明会などで発信、また CDO 兼 CTO が様々

なイベント、セミナー、講演、パネルディ

スカッションに登壇することで、DX への

取り組みを情報発信しています。

2025 年９月には新たに「CSAX 戦略」

を発表し、９月１日にメディア向け説明会、

９月 19 日には投資家向けの説明会を実施

しました。コールセンターのトレーニング

に使うデモンストレーションを交え、直接

CSAX 戦略について説明することで、取

り組みを詳細に理解いただけました。

DXの取り組み

当社では、2019 年より内製開発組織を

ゼロから立ち上げ、現在では 200 名規模

にまで拡大しています。

内製開発を DX のキードライバーとして

位置付け、スマホアプリ等のフロントシス

テムはもちろん、クレジットカード事業等

の本業ど真ん中の基幹系システムも含めて

内製化を実現してきました。

2025 年９月には「CSAX 戦略」を発

表し、AI による全社を挙げた経営改革を

推進しています。

「全社員の AI ワーカー化」を掲げ、歴史

ある国内大手事業会社としては異例のスピ

ードで ChatGPT Enterprise 全社導入を

実現し、2027 年度までに 2019 年比で

300 万時間の業務削減を目指しています。

以下に、これまで実施した DX 案件の一

例を示します。

■セゾンPortal

デジタル領域のお客様接点として最も重

要なクレジットカード会員向けのスマホア

プリ「セゾン Portal」を外部ベンダー開

発から内製開発へと完全移行しました。

顧客目線に徹底的にこだわりつつ、企業

としての利益とも両立させるべく、妥協せ

ず設計・開発を行っています。

■全社員によるDX推進

・営業活動への貢献や業務効率化による利

益拡大の土台作りを目的に、シチズンデー

タサイエンティスト/デベロッパーの育成

を通じて、事業部の課題を事業部自らで解

決する取り組みを推進しています。

・社員向けのリスキリング提供機会も拡大

しており、ローコードツールの標準ガイド

として、BIツール Tableau、ETLツール 

DataSpider、RPA WinActor、VBA、

デ ー タ 抽 出 VantageCloud、Slack、

Microsoft Forms、などの活用推進や学

習方法の提供を実施しています。

・特に注力をしているBIツール Tableau

では希望制で人材を募集し、６か月間の内

製 研 修 を 経 て、 業 務 改 善 に 繋 が る

Tableauダッシュボードを構築、および

役員向けのプレゼンまでを実施しています。

■ChatGPT Enterpriseを始めとした生

成AIの全社導入

2025 年６月末から８月初旬の約１か月

間で、315 名の社員に対して ChatGPT 

Enterprise を試験導入し、営業・管理部門・

オペレーション部門などで活用した結果、

ROI が 954% となり、大きな効率化につ

ながりました。

その結果を受けて、９月中旬には全社員

への導入を実施し、業務品質・スピードの

双方で大きな成果が生まれています。
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東急不動産ホールディングス株式会社

─　不動産業　 ─　3289　 ─

AI起点のEX（従業員体験価値）・CX（顧客体験価値）の好循環で、
BX（ビジネスモデル変革）による新たな収益源の獲得を実現

経営ビジョン・
ビジネスモデル

当社グループは、「中期経営計画 2030」

において、３つの重点テーマを掲げていま

す。①広域渋谷圏戦略の推進：「産業育成」

「都市観光」「都市基盤構築」を軸に、国際

的な都市間競争力を強化し、未来価値を創

出する。② GX ビジネスモデルの確立：

再生可能エネルギー事業のバリューチェー

ンを強化し、他社が模倣困難なビジネスモ

デルを創造する。③グローカルビジネスの

拡大：グローバルな環境変化を捉え、地域

（ローカル）と共創することで新たな成長

領域を創出する。これらを実現するうえで、

DX は不可欠な「手段」であり、DX を通

じて３つの重点テーマを加速させ、グルー

プ総合力を最大化することで、デジタル時

代の新たな価値を創造します。

DX戦略

当社グループは、「EX（従業員体験）」

と「CX（顧客体験）」の好循環の先に「BX

（ビジネスモデル変革）」を実現する DX 戦

略を推進しています。働きがいを実感する

従業員による質の高いサービスが、お客さ

まの感動体験を生み、それがさらに従業員

のモチベーション向上につながる。こうし

た EX と CX の好循環を加速させるのが

DX です。積極的な AI 活用を起点とした

このサイクルを、グループ連携やパートナ

ー共創、DX 基盤の強化によって循環させ、

ビジネスモデル変革とその先の新たな収益

源の獲得を実現します。また、この戦略を

実行するため、DX 戦略における「4 つの

重点課題」を設定し、具体的な DX 施策を

推進しています。①街の魅力と求心力の向

上では、リアルとデジタルの融合による、

新たなエンタメ体験とコミュニティの創出

を図っていきます。②地域資源の価値最大

化では、デジタルを活用して、地域住民の

生活利便性向上と観光地の課題解決を両立

させています。③最適なライフスタイルの

実現では、グループ共通 ID と顧客データ

基盤を活用し、グループ横断でお客さまに

最適な提案を行っています。④働きがい向

上では、社内専用生成 AI の拡充を図り、

業務効率化による従業員満足度の向上と創

造的業務への転換を進めます。

組織づくり

DX 管掌取締役のもと、DX 専任組織と

DX 機能会社「TFHD digital」が連携し、

グループ横断で DX を推進する高度な体制

を構築しています。TFHD digital は高度

デジタル人財の獲得と各事業の DX 実装を

支援しています。CVC 組成やグローバル

なスタートアップ支援基盤を通じた出資・

提携強化に取り組み、自前主義からの脱却

を進めています。異業種やアカデミア等の

外部知見を積極的に取り込むオープンイノ

ベーション体制を構築し、変革を加速させ

ています。

デジタル人材の育成・確保

デジタル人財を社内で育成する「DX 推

進人財」と、TFHD digital を中心に外部

から獲得する「高度デジタル人財」と定義

しています。DX 推進人財については、

2030 年 度 ま で に DX 推 進 人 財 を 累 計

10,000 人育成するという定量的な目標の

もと活動しており、2025 年度末時点で

9,900 人育成しており、前倒しで進捗し

ております。また 2025 年度より、グル

ープ各社から選抜された社員が原則２年間

DX 推進部門へ異動し実践を通じてビジネ

スモデル変革を牽引する人財を育成する

「スーパーブリッジパーソン制度」を開始

するなど、高度なスキル習得を推進してい

ま す。 高 度 デ ジ タ ル 人 財 に つ い て は、

TFHD digital において就業環境や評価に

（図１）DX による価値創造全体像 （図２）TFHD Chat
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（図３）Kutchan ID ＋

応じた報酬体系を整備し、獲得を促進して

います。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

クラウドネイティブへの転換とゼロトラ

ストネットワーク基盤の構築を完了し、セ

キュアな IT インフラを全社で展開してい

ます。また、グループ各社のデータを一元

的に管理する「AI Ready な戦略的データ

基盤」の整備に注力し、データメッシュ構

成により個別最適と全体最適を両立してい

ます。セキュリティ面では、代表取締役な

どの経営陣が参画する「情報セキュリティ

委員会」を年２回開催し、重点リスクを特

定・管理しています。特に、AI を悪用し

たサイバー攻撃の高度化や内部不正への対

策を強化するとともに、自社専用の生成

AI 環境「TFHD Chat」を構築し、機密情

報の保護と安全な AI 活用の両立を実現し

ています。

データ活用・連携、AI活用

グループ各社の顧客・取引先・物件情報

を一元管理する戦略的データ基盤を構築し

ています。この基盤は AI に最新で正しい

情 報 を 読 み 込 ま せ る こ と が で き る AI 

Ready な基盤として構築しています。ま

た、内製開発の社内専用生成 AI「TFHD 

Chat」を導入し、外部サービスとの連携

や特許取得済みの文書抽出・入力技術を備

えた「AI エージェント」構築に取り組ん

でいます。AI エージェントは構築開始４

ヶ月で 123 件に達し、年間換算で約 5.9

万時間の業務削減（25 年 12 月時点の数

値、26 年３月末時点で 185 件まで増加）

という成果を上げています。今後も戦略的

データ基盤へのデータ格納を拡充すること

で企業内情報を集約し、全社一体となった

データ駆動経営を加速させていきます。

成果指標の設定

毎年度末にグループ各社・各部門から、

グループ全体の DX 施策を統括する部門に

対して、DX における１年間の活動実績と

次年度の計画表を作成・提出し、内容につ

いてディスカッションを行い、見直しを図

っています。全社の DX 戦略および各施策

には、定量・定性の KPI を設定しています。

「DX 推進人財累計 10,000 人育成」等の

基盤指標に加え、「AI 業務適用率 100%」

「生産性向上 130%」「顧客データ統合基

盤の売上貢献 2,000 億円」といったイン

パクト目標を掲げています。

ステークホルダーとの対話

当社グループはお客さま、グループ従業

員、ビジネスパートナー、地域社会、株主・

投資家、未来社会の６つをステークホルダ

ーとして定めています。DX 戦略や具体例

は、DX レポートやスペシャルサイトでの

発信に加え、外部登壇等を通じて、広く社

会の共感を獲得していきます。また、株主・

投資家とは決算説明会等で双方向の対話を

深めています。グループ従業員に対しては、

グループ内報を活用した発信や、外部講師

を招いた DX セミナーの実施などを通じ

て、確実な浸透を図っています。

DXの取り組み

当社グループは、AI 活用を起点とした

「EX・CX・BX」の好循環を DX 戦略の核

に据えています。徹底した内製化と、外部

パートナーとのオープンイノベーションを

融合した体制により、既存事業の深化と従

来のハード開発に依存しない、ソフト起点

の新規事業創出を推進しています。

既存事業の深化において中核となる

「TFHD Chat」はマルチ LLM 基盤を採用

し、ハルシネーションを抑制する独自

RAG や非定型帳票を処理する特許取得済

みの技術等を連携した社内専用生成 AI で

す。内製開発によって現場のニーズに応じ

た開発を実現しており、2025 年度からは

多様な業務特化型エージェントを展開し、

開始後４か月で 123 件を構築し、年間換

算約 5.9 万時間の業務削減成果を上げて

います（26 年３月末時点で 185 件まで

増加）。既存事業の深化における 2 つ目の

施策である「地図 DX」は、不動産開発の

意思決定を支援するプラットフォームです。

2025 年度より開始した DX 推進人財育成

制度「スーパーブリッジパーソン」で DX

推進部門に配属された社員が手掛ける取り

組みです。GIS を基盤に外部からの API

連携で最新の市場データを地図上に集約・

可視化しています。AI スタートアップと

共同開発した即時ボリュームチェック機能

により、従来数日を要した用地の初期検討

を瞬時に行えるようになり、意思決定の精

度とスピードが飛躍的に向上しました。今

後はこれらツール群を「AI Ready なデー

タ基盤」へ統合し、全社一体のデータ駆動

経営へと進化させる構想です。

新規事業の創出では、北海道倶知安町に

てマイナンバーカードのデジタル認証アプ

リを活用した国内初のデジタル町民証明

「Kutchan ID+」を提供しています。本サ

ー ビ ス は DX 機 能 会 社「TFHD digital」

の 実 装 力 と、CVC 出 資 先 の 特 許 技 術

（NFC）やスタートアップの ID 基盤を掛

け合わせたオープンイノベーションにより

約 1 年という短期間で実現しました。人

気観光地において町民がお得な優待を受け

られる本取り組みは、町民の約４人に１人

が登録し、第 43 回 IT 賞も受賞するなど

社会的に高く評価されています。これは社

会貢献にとどまらず、これまで不動産関連

事業を主力としてきた当社にとって、シス

テム利用料等によって収益化を図る新たな

ビジネスモデルです。DX による圧倒的な

生産性向上と、社会課題解決を起点とした

事業創出の両立を通じ、持続的な企業価値

向上を実現していきます。
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─　サービス業　 ─　2168　 ─

人と自然、テクノロジーが共生し、人々が思いやりの心でつながる
真に豊かな世界「NATUREVERSE」の実現を目指して

（図１）経営ビジョン「PASONA NATUREVERSE」 （図２）経営ビジョンを実現する経営戦略

経営ビジョン・
ビジネスモデル

パソナグループは「社会の問題点を解決

する」という企業理念のもと、「人を活かす」

ことを使命として、人材派遣・BPO・人

材 紹 介 を 軸 と す る 総 合 人 材 サ ー ビ ス、

Well-being や地方創生といった領域で、

一人ひとりのキャリアに寄り添いながら、

社会課題の解決に取り組んできました。創

業 50 周年を機に策定した中期経営計画

「PASONA GROUP VISION 2030」 で

は、人と自然、テクノロジーが共生し、人々

が思いやりの心でつながる真に豊かな世界

「NATUREVERSE」の実現を目指し、デ

ジタル技術を「人を活かす」ための経営基

盤と位置づけ、BPO ソリューションの高

付加価値化、地方創生・観光ソリューショ

ンの深化、新産業の創出という３軸の成長

戦略を推進しています。

DX戦略

DX を「人の可能性を拡張し、社会課題

解決と企業価値向上を同時に実現する経営

変革の手段」と位置付け、三つの戦略を柱

として推進しています。

①デジタル基盤最適化：新基幹システム構

築やサービス横断的なデータの一元化、次

世代ネットワーク構築等を通じ、変化に強

く、AI活用を前提としたデジタル基盤の

最適化を図り、効果と効率を最大化する。

②デジタル人財育成：全社員を対象とした

DX・AI教育に加え、DX推進人材の体系

的な育成を進め、組織の競争力と革新力を

強化する。

③デジタルサービス推進：ナラティブ・ア

プローチによるAIマッチングなど、HR・

BPO事業を中心に、AIを組み込んだサー

ビスの高度化を図り、期待を超える価値を

提供する。

これらの施策を着実に推進していくため

に、本年度は、生成 AI 活用・データ連携

の基盤となる新基幹システムへの投資を前

年比で大幅増とし、AI・DX 領域への優先

投資を加速しています。

経 営 主 導 で、「PASONA GROUP 

VISION 2030」と連動させながら、一体

的に DX を推進することで、持続的成長と

社会価値創出の両立を実現していきます。

組織づくり

経営会議の下部組織として DX 推進委員

会を設置し、経営層・事業部門・DX 部門

が連携する全社横断型ガバナンス体制を構

築 し て い ま す。 専 務 執 行 役 員（CIO・

CCO）が DX 統括責任者を兼務し、トッ

プダウンによる迅速な意思決定と各事業部

門からのボトムアップ提案を融合させるこ

とで、実効性・機動性に優れた DX 推進体

制を確立しています。また、産官学連携や

外部パートナーとの共創も積極的に展開し、

「社会の問題点を解決する」という企業理

念に則した DX を体系的に推進しています。

デジタル人材の育成・確保

当社はデジタルスキル標準を参照した独

自の３階層（DX フェロー・DX プロフェ

ッショナル・DX アドミニストレーター）

で DX 人材を定義し、体系的な育成を行っ

ています。全社員を対象とした DX・AI リ

テラシー教育に加え、中核人材である DX

プロフェッショナルは「ビジネスアーキテ

クト」相当のスキルを求め、2021 年から

継続する DX 推進人材育成プログラム「リ

スキリング・イニシアティブ」を展開し、

各事業部に、実務に直結した DX 推進人材

を輩出しています。

さらに、育成ノウハウを外部向けサービ

スとして提供することで、他社との共創を

推進するとともに、社会全体の AI・DX 活

用レベルの底上げを担うという人材サービ
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ス企業ならではの社会的役割も果たしてい

ます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

AI 活用を前提とした DX 推進の基盤強

化として、分散していた基幹システムを統

合し、新基幹システムの構築ならびに、ク

リーンデータの整備を推進しています。ま

た、次世代ネットワークおよびクラウド基

盤の導入により、国内外拠点を包含する統

合 IT 環境の構築を進めています。

サイバーセキュリティ対策としては、情

報セキュリティ部会および CSIRT 体制を

整備し、ガバナンス強化施策、標的型攻撃

メール対応訓練を含むセキュリティ教育、

脆弱性診断、インシデント対応等を包括的

に実施し、安全かつ信頼性の高いデジタル

利用環境の確保に努めています。さらに「パ

ソナグループ AI 利用ガイドライン」を策

定し、AI 関連リスクへの効果的な対応体

制を構築しています。

データ活用・連携、AI活用

データを最重要経営資源と位置づけ、グ

ループ全体で蓄積されるデータを統合し、

高度な AI 活用を実現するためのクリーン

データ基盤を整備しています。そのうえで、

社員が安全に利用できる社内専用生成 AI

「pasonaGPT」と Copilot を併用し、業

務効率化や品質向上のみならず、① HR・

BPO 事業：ナラティブ・アプローチによ

る AI マッチング精度の向上や業務プロセ

スの高度化②地方創生・観光事業：淡路島

を実証フィールドとして、リアルとデジタ

ルを融合した新たな社会モデルの創出③コ

ーポレート：グループ全社員の HR デー

タを活用した AI パートナーシップによる

人的資本経営の推進など、AI ドリブンの

業務再設計を全社的に進めています。

成果指標の設定

DX 戦略の実効性を高めるため、主要

DX 施策に対して KPI を設定し、DX 推進

委員会において定期的なモニタリングと達

成状況の評価を実施しています。これらの

評価結果を戦略・施策の見直しに反映させ、

PDCA による改善プロセスによって、DX

を一過性の施策にとどめず、企業価値の持

続的向上を目指しています。さらに、KPI

は KGI と連動させて管理し、中期経営計

画「VISION 2030」が掲げる財務目標と

の整合性を確保する体制を構築しています。

ステークホルダーとの対話

代 表 取 締 役 社 長 自 ら が「PASONA 

GROUP VISION 2030」説明会を開催し、

アーカイブを HP で公開する他、大阪・

関 西 万 博 パ ビ リ オ ン「PASONA 

NATUREVERSE」を通じて、当社ビジ

ョンや先端テクノロジーを活用した未来を

世界へ発信しました。また、DX に関する

詳細を記載した「パソナグループ DX 白書

2025」を公開するなど、多様なステーク

ホルダーとの対話を重ねながら、DX を通

じた社会価値創出と信頼関係の構築に努め

ています。

DXの取り組み

■DX人材育成の深化と社会への知見還元

「人を活かす」という事業の本質をデジタ

ル領域でも体現するため、2021 年より全

社員を対象に「リスキリング・イニシアテ

ィブ－ DX 推進人材育成プログラム－」を

開始し、本年で第６期を迎えています。希

望者から選抜された社員が約半年間デジタ

ルによる社会課題解決を目指した実践型プ

ログラムに取り組むことで、累計 200 名

超の DX 推進リーダーを輩出してきまし

た。デジタルスキル標準の「ビジネスアー

キテクト」を育成する独自カリキュラムを

築き、第６期は「AI もメンバーの一人と

して生かし、チームの能力を拡張できる管

理職」をテーマに実証実験に取り組んでい

ます。さらに、自社での実証的な人材育成

の知見を大学との共同研究で磨き上げ、

DX 人材育成プログラムとしてクライアン

ト企業へ提供し、社会全体の DX 人材育成

にも貢献しています。当社の DX 人材育成

においてはオープンバッジを活用しており、

第３回オープンバッジ大賞において「奨励

賞 企業部門」を受賞し、社外からも高く

評価されています。

■新会社による新市場創造・業態変革

この知見の外販を本格的に事業化したの

が「株式会社パソナデータ＆デザイン」で

す。グループ子会社が 38 年間培ったデー

タエンジニアリング技術に、新たに DX・

AI 人材育成で実証したノウハウを融合さ

せ、ビジョン形成・人材育成から AI デー

タ基盤構築から AI 実装までを一気通貫で

提供可能にしました。「労働時間」への対

価から、「技術力・知的財産」対価へのビ

ジネスモデル転換であると同時に、多くの

企業が根源的に抱える本質的な問いを解決

するビジネスデザイン設計支援まで包含し

た新市場創造を目指しています。

■AI適用によるHRソリューションの深

化と発展

淡路島の BPO 拠点では現場主体による

BPR を推進し、HR ソリューション全体

における一人当たり売上の５％向上を目標

としています。また、基幹システムの刷新

に際しては、複数事業にまたがる統合型シ

ステムの構築とデータ量・質の高度化を図

り、AI 活用を前提とした業務構造への移

行を進行中です。

さらに、非構造化データ（求職者の背景

や文脈等）を AI が解釈可能とするナラテ

ィブ・アプローチを開発し、マッチング精

度の大幅な向上を実現しています。面談分

析 AI を活用した高付加価値コンサルティ

ング、AI 模擬面接等と組み合わせること

で、「人が介在する価値の最大化」を目指

した高度なハイタッチ型マッチングを展開

しています。

（図３）DX 戦略
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─　サービス業　 ─　2181　 ─

AIとデータを核に「テクノロジードリブンの人材サービス企業」として
「はたらくWell‑being」を加速する

（図１）

経営ビジョン・
ビジネスモデル

パーソルグループは、グループビジョン

「はたらいて、笑おう。」のもと「はたらく

Well‑being 創造カンパニー」を目指し、「テ

クノロジードリブンの人材サービス企業」

を経営の方向性として掲げています。デー

タを戦略資産と位置付け、AI を中核とし

たマッチング精度の向上や業務自動化を通

じて、デジタルプラットフォーム事業の収

益化を推進しています。

SBU（Strategic Business Unit）制へ

の移行や CoE（Center of Excellence）

組成、HD 直下へのグループ AI 本部の設

置により、経営機動力とガバナンスを強化

しながら、段階的なロードマップのもと、

2030 年までに 100 万人の就業機会の創

出を目指しています。

DX戦略

パーソルグループは、DX 戦略の中核に

「AI ファースト」を据え、デジタル技術と

データを経営の中核資産として位置付ける

ことで、事業構造の変革を目指しています。

短期フェーズでは、既存事業を End-to-

End で再設計し、共通デジタル基盤とデ

ータ連携を整備しています。これにより、

マッチング精度の高度化や業務自動化を推

進し、生産性改善と顧客・従業員体験（CX/

EX）の向上を実現しています。

中期以降は、蓄積したデータ /AI アセッ

トを横断的に活用し、プロダクト間のシナ

ジー創出によって事業拡張を推進し、社会

的インパクトの拡大と持続的な成長の両立

を図っています。

運用面では、CoE と SBU の緊密な連

携により現場実装体制を確立し、PoC か

ら本番導入・スケールまでの明確なプロセ

スを整備することで、迅速な展開を可能に

しています。さらに、強固なデータガバナ

ンスとセキュリティを前提に、KGI/KPI

によって効果を定量的にモニタリングし、

技術進化や市場変化に応じて投資・リソー

スの優先度を機動的に見直す仕組みを継続

運用しています。これらの取り組みにより、

テクノロジーを原動力とする持続的な競争

優位を確立し、事業成長と社会価値創出の

同時達成を目指しています。

組織づくり

HD 直下に CoE とグループ AI 本部を設

置し、専門人材とナレッジを集約すること

で、全社的な実装支援、標準化、ガバナン

スを強化しています。パーソルグループの

各事業におけるテクノロジーの実装・活用

を強化する組織として CoE を組成し、事

業現場のニーズに即応しつつ統一的な技術

基盤と運用ルールを提供しています。また、

AI・データ人材を大幅に拡充し、実行力を

高める計画を推進しています。

デジタル人材の育成・確保

DX 推進に向けて「コアテクノロジー人

材」と「テクノロジー活用人材」の二層人

材戦略を掲げています。

コア層には PE（プロダクト・エンジニ

ア）制度を適用し、職種別・段階的な評価

によって処遇・配置を連動させ、高度人材

を確保します。

このほか、社員向け講座「TECH UP 

CAMPUS」で段階的なリスキリングを実

施しているほか、AI 活用層を牽引する AI

アンバサダーの輩出や、AI エージェント

の市民開発を可能とするツール提供を通じ

た、テクノロジー活用の現場への定着を図

っています。2030 年に向けて実践人材

3,000 名超、応用層 7,000 人等の数値目

標を設定し、現在、テクノロジー人材は約

1,900 名、TECH UP CAMPUS 累 計 修

了者は 2,500 名と拡充が進んでいます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

全社共通のクラウド型データ基盤と標準
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（図２）

API を整備し、基幹業務の段階的クラウド

移行でデータの正規化・横断活用を推進し

ています。また、IT 資産は定期的に評価・

刷新し、技術的負債の解消と全社最適化を

図っています。

サイバーセキュリティ面では、外部攻撃

と内部不正による個人情報漏えいを最重要

リ ス ク と 位 置 づ け、ASM（Attack 

Surface Management）で攻撃対象領域

の可視化と継続的な改善、SOC（Security 

Operation Center）の再構築を通じた監

視・対応力の高度化を推進しています。あ

わ せ て、CASB（Cloud Access 

Security Broker）の導入によりクラウ

ド利用における統制強化とモニタリング範

囲の拡大を図るとともに、経営者向け訓練

の実施により有事における意思決定力を強

化しています。さらに全社的なコンプライ

アンス研修の拡充を通じて内部不正の予

防・早期検知を促進し、これらの取り組み

を一体的に推進することで、レピュテーシ

ョンおよび事業継続性の確保を図っていま

す。

データ活用・連携、AI活用

全社共通のデータガバナンスと共通デー

タ基盤を整備し、SBU 別の KPI と連動さ

せて、データ資産を棚卸・カタログ化して

います。クラウド / データレイク / メタデ

ータ管理・MLOps 等の層でデータ連携基

盤を構築し、社内版 GPT や AI エージェ

ントと社内外データを連携して業務特性に

応じた段階的実装を進めています。

具体的には、資料作成・スケジューリン

グの自動化、営業提案の自動化、キャリア

コーディネーター AI によるマッチング強

化を進め、学習データの横断収集で継続的

にエージェント性能を向上させています。

生成 AI の導入により、年間約 30 万時間

の業務削減と累計 10 億円超の利益貢献を

見込んでいます。

成果指標の設定

経営戦略・DX 戦略の進捗と成果につい

て、パーソルグループは KPI ツリーと定

量・定性指標で可視化し、経営層と事業責

任者が定期的にレビューする仕組みを構築

しています。指標ごとに責任者、算出方法、

測定頻度などを明確化し、四半期レビュー

などで進捗を検証しています。

ステークホルダーとの対話

ステークホルダーとの対話を、定期的か

つ双方向に行っており、経営方針や DX の

進捗・成果を分かりやすく開示するととも

に、株主・顧客・従業員・取引先等の意見

を体系的に収集して経営判断に反映してい

ます。対話の頻度や窓口、報告形式を明確

にし、公表資料、説明会、個別ヒアリング、

外部評価を活用して透明性と説明責任を確

保しており、IR DAY 等の対外イベントで

戦略や技術ロードマップ、投資方針を直接

説明して投資家との信頼構築と理解促進に

努めています。

DXの取り組み

グループ全体で DX を推進する中、グル

ープ会社であるパーソルテンプスタッフは

人材不足やスキルミスマッチ、競争激化を

契機に派遣事業のプロセスの DX に注力し

ています。共通データ基盤と API でマッ

チング履歴・応募・稼働・契約を統合し、

AI マッチング、コーディネーター AI など、

一貫したアプリ UX の段階的な導入を開

始しています。このほか、派遣スタッフの

業務に必要なスキルを明確化するため、技

術・技能レベル（取得資格など）を記入す

るスキルシートの自動作成や職場見学のデ

ジタル化、PR 文自動生成などの営業・業

務の自動化を本番運用・検証中で、CRM

スコアリングと独自の「T‑PLA」を併用

したデジタルセールスで再現性のある営業

を確立しています。また、これらの運用を

支えるため、クラウド移行や内製開発・標

準化でスケール基盤を整備しています。

このような AI 実装により、スキルシー

ト作成工数を最大 92％削減、PR 文作成

時間を 20 分から３分へ短縮、職場見学の

自動化で１件当たり約 10 分削減を実現し

ています。これによりリードタイム短縮と

業務効率化、欠員補填遅延リスクの低減、

定着率と顧客体験の向上、意思決定の迅速

化および営業・BPO 領域での利益改善が

進み、社員は判断・提案・伴走に集中でき

る体制へ移行し、持続的な事業価値創出を

目指しています。

このほかにも、パーソルグループは、従

来の人手中心の派遣モデルについて、AI

主導型デジタル派遣プラットフォームと

HR SaaS「Aglae」 を 中 核 に、 派 遣 ×

SaaS ×データのプラットフォーム型へ転

換しています。Gojob が展開する Aglae

により候補者探索から配置確定までを自動

化し、提示時間を最短約 20 分へ短縮する

運用を目指しています。Aglae は VMS/

ATS と連携して主要 KPI を可視化し、市

場ごとに、PoC →限定展開→拡張という

段階的アプローチで導入を進めています。

また、Aglae の主要市場であるフランス

では高度化と拡大を行っています。これら

は 説 明 可 能 性 の 担 保 や Human-in-the-

loop、継続学習、権限制御などによりバ

イアス・規制・データ管理のリスクにも対

応しています。

今後は、Aglae の技術を活用した就業

機会の拡大や欠員対応の迅速化、バックオ

フィス工数の削減に加え、顧客の納得度と

信頼向上、社内における AI・データ前提

の運営ノウハウの蓄積を加速し、スケール

制約の緩和とトップライン成長・マージン

改善の基盤をさらに整えていきます。
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経営におけるDXの位置づけ

清水建設グループは、長期ビジョン

「SHIMZ VISION 2030」の実現に向け、

中期経営計画〈2024-2026〉において「デ

ジタル」と「DX」を経営の中核機能とし

て位置付けています。

建設業界における労働力不足や生産性向

上、収益構造の高度化といった経営課題に

対し、データとデジタル技術を活用した抜

本的な構造改革を推進しています。

中期経営計画の方針のもと、中期 DX 戦

略〈2024-2026〉を策定し、全社横断で

のデータ活用基盤の整備と AI 活用を軸に

業務プロセス改革およびビジネスモデル変

革、人財育成を推進しています。

これにより、既存事業の収益力強化、業

務の高度化・効率化に加え、新たな収益機

会の創出を実現し、持続的に高い収益力を

生み出す企業への変革を進めています。

DXの取り組み紹介

AI とデータを単なる業務効率化の手段

ではなく、企業文化や経営基盤を変革する

中核要素と位置付け、全社横断で活用を進

めています。特に、生成 AI を起点とした

業務プロセス変革と、データを軸とした新

たな事業価値の創出を同時に推進していま

す。

（1）生成AIの全社展開と業務変革

2025 年 4 月より全社標準の生成 AI サ

ービスを導入し、全従業員が利用可能な環

境を整備しました。現在は半数以上の従業

員が日常的に活用しています。また、生成

AI を単なる業務支援ツールに留めず、業

務プロセス再設計の基盤として活用し、定

型報告書の自動作成など、AI エージェン

トによる新たな業務モデルの実装を進めて

います。加えて、AI 基本方針や各種ガイ

ドラインを策定・公開し、安心・安全な利

用環境も整備しています。

（2）AIを活用した脱炭素コンサルティン

グ事業の展開

カーボンニュートラル社会の実現に寄与

すべく、脱炭素化に直結する企業のファシ

リティマネジメント投資の効率化・合理化

に向け、設計時に顧客最適な ZEB 化計画

を 立 案 す る 自 社 開 発 の AI「ZEB 

SEEKER®」にコスト検討等の機能を搭

載し、最適な FM 投資を支援する脱炭素コ

ンサルティングを提供しています。すでに

400 棟以上の建物の ZEB 提案へ採用され

ています。

経営におけるDXの位置づけ

当社グループでは、将来の夢を「生きる

歓びを、未来の景色に。」と掲げています。

この夢の実現に向けて、「デジタルによる

リアルの革新」をアクションプランに盛り

込み、第７次中期経営計画では「デジタル

トランスフォーメーション（DX）」を重要

テーマのひとつに位置づけ、事業活動にお

いてデジタル技術を最大限活用しています。

これからの時代において、デジタル技術の

活用は、事業を推進するうえで欠かせない

要件のひとつです。しかし、それを「使う」

のも、「活かす」のも人です。私たちは「事

業を通じて人を育てる」という社是のもと、

人財育成を企業の根幹としてきました。今

後もこの姿勢を貫き、グローバルな視点で

新たな事業の創出に挑みながら、未来に向

けて力強く歩み続けます。

DXの取り組み紹介

■AIプランコンシェルジュ

新築戸建住宅におけるお客さまのご要望

や建設地の配置合致度を AI が判断し、

2000 プランを超える規格住宅・セミオー

ダー住宅のプランの中から合致度順に選定

します。選定理由やプランの特長は AI が

お客さまのご要望観点から解説を生成しま

す。追加要望による絞り込みや追加検索も

可能です。これらにより、2000 以上のプ

ランから「お客様に合うベストプラン」を

スピーディかつ納得度高くご提案すること

ができます。

■ DXを実現するための人財育成

DX の実現には、全従業員の DX リテラ

シーの底上げから、専門性・主体性を備え

た DX 推進人財の育成・活躍が必要である

と理解しています。デジタル技術を活用で

きる DX 人財の体系は、経済産業省と IPA

が定める「デジタルスキル標準」を参考に

しつつ、社内現場に最適化させる考え方に

基づき定義しました。当社は時代や技術進

化への柔軟な対応とともに、全社的な DX

推進力と競争力強化を目指して、DX 人財

の育成に取り組んでいます。

（図２）経営とDX の全体像

（図１）中期 DX 戦略

（図１）AI プランコンシェルジュ
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DXの取り組み紹介

■JFEスチール

2025 年 12 月に全社基幹システム約

２億 STEP をオープン環境へ移行し、い

わゆる「2025 年の崖」を克服しました。

現実の操業と仮想モデルをリアルタイムに

融合する CPS（サイバーフィジカルシス

テム）と AI 等を導入し、インテリジェン

ト製鉄所を目指しています。IT 領域であ

る生産実績や製品品質データ等と、OT

（Operational Technology）領域の操業

データの統合及びクラウド上で一元的な

CPS の開発・実行が可能なプラットフォ

ーム「J-Dnexus®」を構築し、CPS の

加速・高度化を実現しました。生成 AI 環

境も整え、各部門の業務効率化・高度化を

進めています。

■JFEエンジニアリング

統計知識不要でデータ活用できるデータ

解析プラットフォーム「Pla'cello®(2018

年～ )」は、プラントのデータ可視化や自

動化・省力化での活用が定着しています。

社 内 生 成 AI サ ー ビ ス「Pla'cello 

xChat(2023 年～ )」は利用者が 2,800

名に達し、多様な業務の効率化に活用され

ています。

DXの取り組み紹介

■E-Scrapビジネスプラットフォーム

MEX（Mitsubishi Materials E-Scrap 

EXchange）

電子機器類の廃基板は、有価金属を含有

する E-Scrap（電子廃棄物）と呼ばれ、

製錬原料の新たな供給源（都市鉱山）とし

て注目を集めています。MEX は、業界で

初めて納入予約から買鉱価格の確認までの

取引情報をオンラインで提供し、取引の透

明性と利便性向上を図りました。さらに、

MEX に入力された取引情報をもとに、AI

を活用した取引の高度化を実現しました。

■顧客接点強化のためのマーケットインテ

リジェンス強化

顧客接点の強化を目的として、マーケッ

トインテリジェンスに取り組んでいます。

統合・刷新した新グローバル WEB サイト

を中心に、Tool Assistant などのソリュ

ーションプラットフォームや EC サイトを

組み合わせて CRM との連携を構築しまし

た。Tool Assistant では AI による工具選

定支援機能を実装し、ソリューション提案

力を強化しています。

経営におけるDXの位置づけ

当社は、人と社会と地球のためにという

企業理念のもと、循環をデザインするとい

う経営ビジョンを掲げています。中期経営

戦略（2026 ～ 2028 年度）の基本方針

では「資源循環ビジネスで未来を創る企業」

となることとしており、その中で、経営基

盤強化の一つとしてデジタル戦略を位置づ

けています。当社のデジタル戦略である三

菱マテリアル・デジタル・ビジネス・トラ

ンスフォーメーション (MMDX) は 2.0 か

ら 2.1 へのアップデートを行い、資源循

環ビジネスの拡大への貢献、AI の利用拡

大、モダナイゼーション、セキュリティの

強化を追加しました。MMDX2.1 により、

業務の質とスピードのさらなる向上を進め、

競争力のある企業グループへの進化を図り

ます。

経営におけるDXの位置づけ

当社は、2050 年のカーボンニュートラ

ル実現を目指す「JFE ビジョン 2035」

および「８次中期経営計画」を公表し、そ

の中で DX を事業競争力強化のための重要

な戦略の一つと捉えています。長年の事業

で蓄積してきた膨大なノウハウ・操業デー

タと技術は他社が容易に真似ることのでき

ない競争優位性の源泉です。これらの無形

資産と AI やデータサイエンス技術を掛け

合わせ、DX によるビジネス変革と生産・

業務プロセス革新を推進し、強靭な収益基

盤の構築を目指しています。また DX 推進

と両輪をなす重要な経営課題として、深刻

化・巧妙化するサイバー攻撃や情報漏洩リ

スクに対し、経営主導で対策強化を図り、

グループ一体で情報セキュリティレベルの

向上に取り組んでいます。

（図１）MMDX2.1 説明 （図２）MEX の概要説明

（図１） （図２）
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DX注目企業

経営におけるDXの位置づけ

ダ イ キ ン 工 業 で は、 戦 略 経 営 計 画

「FUSION30」（2026～2030 年度）にお

いて、「ソリューションプロバイダへの変

革」をはじめとする重点テーマを掲げてい

ます。その中で DX を、単なる業務効率化

の手段ではなく、機器販売中心の事業を、

顧客のライフサイクル全体を支えるソリュ

ーション事業へと進化させるための経営変

革の中核と位置づけています。

AI の徹底活用やデータ整備に加えて、

社内のデジタル人材育成プログラム「ダイ

キン情報技術大学」を軸とした人材育成を

通じて経営基盤の高度化を推進しています。

さらに機器稼働データや販売・サービスデ

ータを活用し、制御・保守・エネルギーマ

ネジメント・運用改善まで提供価値を拡大

することで、環境価値と顧客価値の両立を

図ります。

DXの取り組み紹介

当社は、全機器をつなぐオールコネクテ

ッド戦略のもと、グローバル空調 IoT プ

ラットフォームを基盤に、既存ビジネスの

深化と新たな事業の創出を進めています。

空調機には、快適性を維持する安定運用に

加え、省エネや設備管理業務の効率化も求

められています。こうしたニーズに対応す

るため、国内で展開してきたクラウド型空

調 コ ン ト ロ ー ル サ ー ビ ス「DK-

CONNECT」を海外にも展開しています。

これにより、機器データを活用した予知保

全や省エネ運転、最適な更新提案を実現す

るとともに、照明や換気設備を含む、建物

全体の最適制御へと領域を拡大しています。

さらに、用途別・市場別の展開を進め、

工場向けにはエネルギー・熱マネジメント、

オフィスではビル設備管理システム、デー

タセンターでは空冷・液冷のハイブリッド

冷却や CO2 可視化を組み合わせたソリュ

ーションを提供します。

また各地域で開発したアプリケーション

やノウハウを横展開することにより、グロ

ーバルで迅速に価値を提供できる事業基盤

の構築を進めます。

経営におけるDXの位置づけ

IHI グループは、エアロスペース、エネ

ルギー、インフラの分野において、「世界

中の人々の安心・安全、豊かな暮らしを根

幹から支える」ことを 2040 年のありた

い姿として掲げています。

「人財こそが最大かつ唯一の財産である」

「技術を通じて社会の発展に貢献する」と

いう経営理念のもと、DX をありたい姿の

実現に向けた “ 加速装置 ” と位置づけてい

ます。

具体的には、AI やデジタル技術を活用

して、ものづくりの競争力を支える生産プ

ロセス革新と、事業運営の基盤を強化する

業務プロセス最適化を一体的に進めていま

す。

IHI グループは、今後も AI やデジタル

技術を活用して経営の実行力と競争力を高

め、持続的な成長を実現していきます。

DXの取り組み紹介

■デジタル×既存技術＝新たな価値創出

原子力分野では、原子力発電や原子燃料

サイクルなどの事業を対象に、設計から運

転・保守までをデジタルで一体的につなぐ

基盤の構築を目指しています。過去の設計

や製造据付のフィードバックを標準設計と

して随時取り込むことで、安全性を前提と

しながら、品質やコスト競争力の向上につ

なげていきます。デジタル技術と既存のも

のづくり技術を組み合わせることで、将来

の事業展開を見据えた新たな価値創出を進

めていきます。

■変革を担う人財育成

次世代リーダーの育成を目的として設立

した「IHI アカデミー」を中核に、DX リ

テラシーを備えた経営人財および高度専門

人財の育成に取り組んでいます。アカデミ

ー生全員が DX アセスメントを受検し、デ

ジタルスキルに応じたプログラムを提供す

る環境を整備しています。

また、AI の実践的活用と情報共有の場

として、組織横断で「AI コンテスト」を

開催し、業務データを用いた AI 活用アイ

デアを競い合うことで、課題解決と発想の

創出につなげています。

（図１）原子力分野の取り組み

（図１）DK-CONNECT

（図２）IHI アカデミー
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DXの取り組み紹介

■工場・プラント向け製品／サービス

AI とクラウド技術を活用した現場提供

型サービスを積極的に展開しています。AI

品 質 ナ ビ ゲ ー シ ョ ン シ ス テ ム「Deep 

Anchor™」や、生産計画を自動作成する

AI 最適生産計画立案システム「VIRTUAL 

PLANNER™」等を提供しています。こ

れらのソリューションは、現場の意思決定

を高度化し、生産性や品質の向上を支援す

るとともに、労働力不足や技能継承といっ

た社会課題の解決にも寄与しています。

■ビル・建物向け製品／サービス

業務の繁忙、人材不足、高齢化に伴う技

術継承の必要性など、企業を取り巻く課題

は多数あります。アズビルは BIM を活用

した独自の社内 DX 推進により、これらの

課題の解決に取り組んでいます。メーカー

として、お客様に納入した製品情報を一元

的かつ最新の状態で管理し、それを軸に各

業務を連携させることで社内業務の効率化

を推進しています。DX によって生み出さ

れるゆとりは、お客様の建物のライフサイ

クル全ての過程のサービス充実へとつなが

っていきます。

DXの取り組み紹介

リコーは、長年培った画像 AI・言語 AI

技術をもとに、独自のプライベート大規模

言語モデル（LLM）や GENIAC に採択さ

れた LMM を開発し、顧客内のデータを活

用した AI インテグレーション事業を創出

しています。この事業では、企業内に眠る

「暗黙知」や「非構造化データ」を資産に

変え、データ生成から収集、活用までのプ

ロセス全体を支える AI 技術基盤を提供し、

ワークフローの自動化やデータドリブンな

意思決定を後押ししています。さらに、自

社 で AI に よ る 業 務 変 革 を 推 進 し、 約

5,000 人が AI アプリ開発ツール「Dify」

を活用、これらの社内実践を通じて得られ

た知見をお客様に提供しています。また、

複合機で培った光学・画像処理技術とテレ

ビ会議システムなどで培った通信技術を応

用し、自社デバイスにより、360 度映像

と 4K 高画質による双方向リアルタイム配

信を可能にした「RICOH Remote Field」

を通じて、製造・建設・医療分野の遠隔臨

場支援を展開しました。こうした取り組み

により、デジタルサービス売上比率は着実

に向上しています。

経営におけるDXの位置づけ

リコーは創業以来、お客様の “ はたらく ”

に寄り添い、変化に応じた価値提供を続け

てきました。1977 年には「機械でできる

ことは機械に任せ、人はより創造的な仕事

に」という考えのもと、オフィスオートメ

ー シ ョ ン（OA） を 提 唱 し て い ま す。

2020 年には「デジタルサービスの会社へ

の変革」を宣言し、お客様の創造力発揮を

支援しています。この原動力となるデジタ

ル戦略においては、AI 技術の開発と実践、

オペレーショナルエクセレンス実現に向け

た基盤整備と社内実践 / 利活用、デジタル

人材育成、グループ共通のプラットフォー

ムによる貢献を核に推進しています。今後

もデジタルサービスの会社として進化し、

自他社の製品やサービス、ソフトウェアを

組み合わせ、お客様の競争優位と差別化に

貢献するグローバル随一のワークプレイス

インテグレーターを目指します。

経営におけるDXの位置づけ

azbil グループでは、デジタル技術を活

用して事業活動における生産性を向上させ、

私たちの働き方の創造につながる変革を社

内 DX と位置づけました。また、お客様の

生産や建物運用の持続可能性を高め、新た

な付加価値の創造に貢献するサービスは商

品 DX と位置づけています。デジタル技術

の進歩は継続して加速しており、この潮流

に確実に追随するために、現中期経営計画

（2025 ～ 2027 年度）において約 50 億

円の DX 投資増額（前中期経営計画比）を

実施しています。これにより社内の業務効

率化・収益性の向上（社内 DX）を一層強

化するとともに、社内で培った経験をもと

に、市場ニーズを的確に捉えたお客様向け

の DX 関連製品・サービスの開発（商品

DX）を加速しています。

（図１）

（図１）リコーの歩みの図 （図２）リコーの AI 情報基盤
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経営におけるDXの位置づけ

アイシンは、モビリティ・エネルギー・

人々のさまざまな “ 移動 ” を通じて環境・

社会課題の解決に貢献し、お客様や社会に

新たな価値を届けることを目指しており、

その実現に向けて、DX や生成 AI の活用

を重要な取り組みの一つと位置づけていま

す。DX をスピーディーかつグローバルに

進めるため、プラットフォーム戦略を中心

に据えており、現場のデータをサイバー空

間に収集・再現して AI 分析・活用する

Cyber/Physical Information Factory

（CPIF）構想に基づく IT プラットフォー

ムや、多様な移動サービスを共通基盤上で

つなぐモビリティサービスプラットフォー

ム（MSPF）等を構築しています。DX を

全員参加で行うことで人材育成・組織変革

を進め、持続的成長を支える経営基盤強化

につなげています。

DXの取り組み紹介

■ものづくりの高度化と現場環境の改善

CPIF 構想によってリアルタイムデータ

を活用した全体最適化を実現し、プロセス

の革新を実現しています。検査工程の自働

化（国内 17 工程）や設備異常検知による

省人化（国内外７拠点）で品質と生産性の

向上を両立するとともに、作業負荷の見え

る化により、安全で安心して働ける労働環

境づくりに寄与しています。改善策を提案

する生成 AI 開発にも取り組み、現場の安

全性と効率性の向上を加速させています。

■安全・効率を両立する道路維持支援

MSPF を活用した道路維持管理支援「み

ちログ」は、走行時に取得した画像と車両 

情報を AI で解析して、路面損傷の自動検

知・通知などの補修進捗管理を一元化する 

クラウドサービスです。現在、10 自治体

で導入されており、人手による従来の道路

点検巡回を AI・IoT・クラウドを活用した

データ駆動型管理へ変革しました。外部と

のデータ・サービス連携も可能で、衛星デ

ータから分析したリスク情報と連携させた

道路陥没防止の監視やパトロール支援サー

ビスも提供しています。

経営におけるDXの位置づけ

ヤマトグループは、2030 年に向けた経

営ビジョン「持続可能な未来の実現に貢献

する価値創造企業」を掲げ、単なる「運送」

から価値を創造する「運創」への転換を目

指しています。宅急便サービス開始から

50 周年を迎える今、次の 50 年を見据え、

デジタル戦略を企業価値向上の重要基盤の

１つと位置づけ、データドリブン経営を推

進しています。

長期ロードマップに基づき、レガシーシ

ステムの刷新や IT ガバナンスの徹底によ

る「守りの DX」で既存コストを圧縮しま

した。そこで創出した原資を AI 活用や顧

客体験向上などの「攻めの DX」へ配分す

ることで、物流の「2024 年問題」等の社

会課題の解決と、持続的な利益成長を両立

する強靭な経営基盤への変革を加速させて

います。

DXの取り組み紹介

当社の最大の強みは、年間約 23 億個の

宅配便取扱数量と、約 5,900 万人の「ク

ロネコメンバーズ」・約 180 万社の「ヤ

マトビジネスメンバーズ」を擁する顧客基

盤です。従来は、個人のお客様を中心に手

書き送り状のニーズが根強く、アナログ情

報の介在がリアルタイムなデータ活用の阻

害要因となっていました。そこで、OCR

や送り状発行システムの設置等により、顧

客の利便性を損なわない形で荷物のデジタ

ル化率を約 94% まで高めました。そして、

（図１）Cyber/Physical Information Factory の概念図 （図２）モビリティサービスプラットフォームの概念図

これらのデータを基盤に、AI を活用した

「配達時の自動ルート組み」や業務量予測

の精緻化、バックオフィス業務の自動化等

に取り組み、業務効率化を推進しています。

併せて、効率化によって創出された人的リ

ソースを営業や集荷などの高付加価値業務

へシフトさせています。

今後も、IT システムの高度化によるデ

ジタル基盤整備を継続すると共に、事業成

長に向けた各種 DX 推進の取り組みと、AI

活用によるオペレーションの抜本的な見直

しを図り、持続的な企業価値向上を実現し

ていきます。

（図１）中計で目指す姿
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DXの取り組み紹介

当社グループは、生産性向上と社会イン

フラの課題解決を DX 推進の契機とし、全

社でデータと AI の利活用を拡大していま

す。

①ナレッジ共有による生産性向上

社内で DX 推進ポータルを展開し、生成

AI や RAG の活用事例、勉強会動画の共有、

業務効率化ツールの配布を通じてナレッジ

の利活用を促進し、業務の効率化と品質向

上を実現しました。

②持続可能な社会インフラの実現に寄与す

るAI自動巡回点検ロボットの開発

蓄積された空間情報技術と AI 研究専門

部門の知見を融合し、センサ、自律移動技

術、AI をつなぐ「センシングロボット

SIer」として、インフラ維持管理に資する

ロボットソリューションの提供をします。

その一環として、AI 自動巡回点検ロボッ

トを開発し下水処理場で実証を行っていま

す。

③生成AIエージェント×GISによる自治

体業務支援サービスの開発

GIS「ALANDIS ＋」に生成 AI エージェ

ントを組み込み、自治体業務における調査、

整理、文書作成を支援します。業務負荷軽

減と庁内ナレッジ活用の高度化を実現しま

した。

DXの取り組み紹介

■きっかけ

不動産業界は「情報の非対称性」や「紙・

FAX・電話」のアナログな慣習、深刻な

人手不足という課題を抱えています。これ

らを解決するには、個社ごとのシステム化

ではなく、業界全体を繋ぎ、データの一元

管理を可能にするクラウド基盤が不可欠と

考えました。

■取り組み内容

不動産業務を網羅する SaaS に生成 AI

や画像認識 AI を実装し、業務自動化を実

現しました。内製化体制による迅速な開発

と、BPaaS（伴走型支援）を組み合わせ、

顧客のシステム導入から運用までを一貫し

て支援しています。さらに、業者間で空室

情報をリアルタイムに連携する「いい生活

Square」を展開し、マーケットプレイス

化を推進しています。

■成果

SaaS と AI の導入により従来の電話に

よる確認作業等が不要となり、生産性が劇

的に向上。プラットフォームは約 25,000

社が利用するインフラへと成長しました。

結果として顧客単価（ARPU）は継続的

に上昇し、既存顧客からの収益純増を達成。

顧客の LTV 最大化と強固な収益構造の構

築を両立しています。

経営におけるDXの位置づけ

当社にとって DX は事業そのものであ

り、社会的使命です。「テクノロジーと心で、

たくさんのいい生活を」というミッション

のもと、不動産テックのバーティカル

SaaS リーダーとして、情報の非対称性が

残る市場を、デジタルと AI で透明性の高

いインフラへとアップデートすることを目

指しています。

この実現に向け、強固なデータ基盤と内

製開発力を中核に据え、DX およびソフト

ウェアを経営に不可欠な投資と位置づけて

います（無形固定資産が総資産の約６割

超）。また、社員の 90％以上（2025 年

11 月時点）が生成 AI を活用する全社的

な AI トランスフォーメーション（AIX）

を推進しています。自らが高度な DX を実

践し、SaaS 提供からデータ駆動型のマー

ケットプレイス化へとビジネスモデルを転

換することで、業界全体の変革を力強く牽

引しています。

経営におけるDXの位置づけ

当社グループは、中期経営計画 2026

を基盤に、サステナブル経営と AAS‑DX

（ A s i a  A i r  S u r v e y ‑ D i g i t a l 

Transformation） を 推 進 し て い ま す。

DX 施策を体系化した「AAS‑DX5 か年計

画」を策定し、DX 戦略本部を中心に全社

横断で変革を加速してきました。DX 人財

教育プログラムや社内生成 AI「α GeAI」

による生産性向上、生産現場と連携した

R A G （ R e t r i e v a l - A u g m e n t e d 

Generation） 活 用 ツ ー ル の 開 発、AI・

DX 商 材 の 創 出、 ナ レ ッ ジ 共 有 サ イ ト

「AAS‑DX 推進ポータル」の運用を通じて、

データに基づく意思決定の高度化と業務変

革の定着を図り、持続的な企業価値の向上

を実現しています。

「αGeAI」のロゴマーク

（図１）

（図１）GIS×AI

（図２）
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経営におけるDXの位置づけ

当社は、社会的価値と経済的価値を両立

させることを目指し、2030 年までに「豊

かな未来社会へ向けて、世界中の技と知を

つなぎ、新たな価値を創り続けるサービス・

ソリューションカンパニー」となることを

経営ビジョン（Vision2030）として掲げ

ています。このビジョンの実現に向け、

IT・DX 戦略ではレジリエンスとアジリテ

ィの向上を追求し、変革・成長・基盤の３

つの柱に沿った施策を推進しています。

既存ビジネスでは、IT、AI などのデジ

タル技術を徹底活用し、業務の効率化と変

革を加速させています。新規ビジネスでは、

サービス・ソリューションの核となる

CPS（Cyber Physical System） プ ラ

ットフォームを開発・活用し、複数の事業

領域で、既存商材や顧客基盤、蓄積された

知見を融合させた新たな価値を創造してい

ます。

DXの取り組み紹介

■既存ビジネスモデルの深化

業務・データのグローバル標準化による

「Global One」の確立を目指し、基幹シ

ステム刷新を推進しています。これにより、

グローバルでの在庫・受発注情報のリアル

タイム可視化とガバナンス強化を実現し、

経営判断の精度向上を図っています。国内

半導体オペレーションにおいて１人あたり

の受注残処理件数を 2020 年と比較し、

ピーク時には 3.6 倍の効率化を達成しま

した。また、国内での成功モデルを海外拠

点へ展開することで、グローバルでのさら

なる生産性向上を実現しています。

■新規ビジネスモデルの深化

CPS プラットフォームと既存の商材・

顧客基盤・知見を活用したソリューション

開発により、スマートシティなど５テーマ

における社会課題解決を目指しています。

モビリティ領域においては、自動運転 EV

バス「NAVYA」の運行実績が 2024 年

の 36 件（定常６件、実証 30 件）から

2025 年末には 45 件増の 81 件（定常６

件、実証 75 件）に達する見込みであり、

過疎地域の交通維持と生活の質の向上に貢

献しています。

経営におけるDXの位置づけ

トリドールグループは「食の感動で、こ

の星を満たせ。」をスローガンに、讃岐う

どん専門店の「丸亀製麺」をはじめ、多様

な飲食チェーンを展開し、味覚だけでなく

五感を揺さぶる、本能が歓ぶ感動体験の提

供を追求しています。そのためには、従業

員の “ 心の幸せ ” とお客さまの “ 心の感動 ”

の両方を高める「心的資本経営」が原動力

となると考え、その思想に沿った DX ビジ

ョンを設定し、DX を推進しています。

「DX ビジョン 2022」では、成長の足枷

となる IT 基盤を廃止し、業務システムの

モダナイズ、ノンコア業務と IT 基盤のオ

フバランスの推進をしてきました。続く

「DX ビジョン 2028」では従業員のハピ

ネス、お客さまの感動体験を支えるビジネ

ス基盤およびデジタル技術活用基盤の進化

とグローバル展開に取り組んでいます。

DXの取り組み紹介

トリドールグループでは「食の感動で、

この星を満たせ。」を実現するためには、

より多くのお客さまとの接点づくり、すな

わち、店舗数の拡大が必要だと考えていま

す。そのため、新規出店加速に向けた AI

活用を検証しています。店舗開発フェーズ

において AI を活用した候補物件の抽出や

新店舗の売上予測を実施しています。設計

フェーズでは、BIM や AI を活用し設計時

間の短縮・効率化を行い、従来 360 日か

かっていた出店までのリードタイムを

180 日に半減。売上予測分析時間を 20

日から５分へと大幅に削減するといった成

果を出しています。

また、商品とサービスを生み出す従業員

の幸福感（ハピネス）は事業継続上、最も

重視すべき要素と捉え、ハピネス向上に向

け、音声対話型 AI と従業員との対話を通

じて感情分析を行い、各個人の「想い」や

「強み」を可視化する仕組みを構築しまし

た。従業員の幸福度（ハピネススコア）と

お客さまの満足度（感動スコア）の関係性

を分析し、従業員の幸福とお客さまの感動

が好循環するモデル（ハピカン繁盛サイク

ル）を、データドリブンに強化しています。

（図１）マクニカ IT・DX 戦略 （図２）Digital Execution Factory

（図１）DX 戦略 （図２）ハピカンダッシュボード



株式会社丸井グループ

─　小売業　 ─　8252　 ─

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ

─　銀行業　 ─　8354　 ─
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DXの取り組み紹介

■ 「好き」を応援するビジネスの取組み

経営ビジョンの実現に向けて「好き」を

応援するカードと日常を支えるライフスタ

イルアプリを一体で提供しています。カー

ドではアニメ・ゲームの券面に加え、お気

に入りの写真でつくれるオンリーワンカー

ドを発行し、個人の「好き」を表現できる

体験を広げています。さらに、アプリから

のカード入会促進によりアプリ会員数は

538 万人を突破しました。アプリでは利

用状況をリアルタイムに把握できる安心感

や、ゲーム形式でカードの使い方を学べる

仕組みを提供しています。その結果、アプ

リ会員のメインカード率は非会員の約2.3

倍となっています。（図２）

■ DXを加速させる取り組み

デジタルプロダクトの内製開発に向け新

会社を設立し、自社エンジニアの採用を強

化し、AI 駆動開発を推進することで開発

プロセスの効率化を実現しています。また、

非エンジニアの一般社員に向けてもアプリ

制作や AI 活用を学ぶ研修を実施。研修で

得た学びを実践につなげる社内コンクール

も開催し、仮説検証を継続的に回す文化を

醸成しています。

DXの取り組み紹介

将来にわたり FFG が選ばれ続けるため

には、お客さまを深く理解することが不可

欠です。FFG では、個人向けバンキング

アプリや事業者向けポータル「BIZSHIP」

を通じて、利便性向上とデジタル接点の拡

大を進め、オンライン上でのお客さま理解

を深めています。さらに、これらのデジタ

ル接点から得られるデータと、日々の対話

で得られる情報を蓄積・統合し、営業支援

システム「SFA」上で営業担当者に最適

なアクション（Next Best Action）をレ

コメンドしています。これにより、ノウハ

ウの形式知化を進めるとともに、営業品質

の高度化と均質化を実現しています。

また、これらのシステム開発では、従来

の外部委託中心の開発から転換し、社内人

財が外部パートナーと連携しながら内製開

発を進める体制を整備しています。これに

より、お客さまのニーズや技術の変化に応

じて、サービスを迅速かつ柔軟に提供して

います。今後は、AI の積極活用を通じて、

業務効率化と高度なソリューション提供を

進め、地域社会へのさらなる価値提供を目

指します。

経営におけるDXの位置づけ

　FFGは「一歩先を行く発想で、地域に真

のゆたかさを。」という存在意義と、「あな

たのいちばんに。」という価値観のもと、

経済的・物質的・精神的にゆたかな地域社

会の実現を目指しています。その実現に向

け、DXを「お客さまを中心に据えた自己

変革」と位置づけ、お客さまとの接点、組

織体制、組織風土の変革に取り組んでいま

す。

デジタル・AI などの先端技術と、地域

で築いてきた FFG のネットワークを掛け

合わせ、業種を超えたデータ連携、他社サ

ービスへの金融機能の組込み、ならびに

AI の積極活用により「お客さま・産業・

地域の DX」を加速させていきます。これ

により、パーソナライズされた即時性の高

いサービスを、金融取引を意識することな

く、いつでも・どこでも・簡単かつ便利に

受けられる世界の実現を目指します。

経営におけるDXの位置づけ

丸井グループは、従来のコスパ重視の消

費ではなく、一人ひとりの価値観や感情が

原動力となる「好き」が駆動する経済の創

出を経営ビジョンとして掲げています。そ

の実現に向け、全体戦略として「好き」を

応援するビジネスを展開しております。具

体的には、「好き」を応援するカードを中

核に据え店舗でのイベント参加やグッズ購

入といったオフライン体験と、アプリでの

カード利用状況の確認やポイント寄付とい

ったオンライン体験を、デジタルでつなぐ

取り組みを進めています。これにより、一

人ひとりの「好き」に寄り添った、パーソ

ナライズされた体験価値の提供をめざし、

DX を推進しています。こうした DX の取

組みを加速させるため、デジタルプロダク

トのアジャイル開発を支える組織体制や環

境整備も推進しています。（図１）

（図１）「好き」を応援するビジネスにおける顧客体験

（図２）アプリ・BIZSHIP

（図２）ライフスタイルアプリ

（図１）FFG の DX が目指す姿
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経営におけるDXの位置づけ

当社グループは「まちづくりを通じた真

に価値ある社会の実現」を基本使命として

掲げており、まちの利用者や従業員を含む

全てのステークホルダーへの価値提供を基

本方針とする社会価値向上、および高効率

かつ市況変化に強い事業ポートフォリオへ

の変革を基本方針とする株主価値向上を両

輪とする経営を推進しています。その実現

のための DX 戦略として 2021 年に「三

菱地所デジタルビジョン」を策定し、オフ

ラインとオンラインの接点をシームレスに

つないだ顧客体験の実現を目指しておりま

す。不動産関連業務の効率化・高度化に不

可欠な BPR 実現のための新規システム導

入、新規事業・サービスや多様な働き方を

支える IT インフラ整備、安全な環境構築

に欠かせないサイバーセキュリティ強化等、

IT 企画・開発・運用にも注力しています。

DXの取り組み紹介

当社グループではデータドリブン経営の

高度化に注力しており、一事例として、共

通認証基盤「Machi Pass」を軸に顧客接

点を統合し、グループ内外のデータを蓄積・

分析可能なデータ分析基盤を整備すること

で、サービス横断で顧客行動を分析し、施

策立案を実施しています。加えて、DX 人

財育成方針に基づく教育プログラムを通じ、

データリテラシーの向上及びデータを活用

できる人材の裾野拡大を目指しています。

生成 AI 活用にも積極的に取り組んでお

り、社内情報検索やデータ分析での業務効

率化や、ホテルや住宅などの不動産事業に

おける顧客接点の改善にも活用しています。

また、新規事業の開発にも注力し、総合ス

マートホームサービス「HOMETACT」

については、社外提供も含め、新たな収益

モデルを構築しました。その他にも、顔認

証を活用した統合型権限管理システム

「ReconIDs」の開発やオフィスビルメデ

ィア事業「GRAND」といった新規性の高

いサービスを複数展開しており、中長期的

な企業価値向上につなげています。

（図１）デジタルビジョン概要図 （図２）統合型権限管理システム「ReconIDs（レコナイズ）」
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DXプラチナ企業2026-2028

日本郵船株式会社
─　海運業　 ─　9101　 ─

デジタル化やAI技術の進展に伴い産業環境が変化するなか、日本郵船がグループバリューである「誠意・創意・熱意」を軸に、事業モデ

ルの変革に取り組んでいます。DXを業務効率の手段にとどまらず、新たな価値を生み出す原動力と位置付け、取り組みを推し進めてい

ます。伝統的な海運事業にデジタルをいかに融合させ、成長の基盤を築こうとしているのか、代表取締役・副社長執行役員の河野晃氏と

執行役員の照木麻子氏に伺いました。

Interview
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DXプラチナ企業2026-2028

総合物流企業の枠を超えた価値共創へ
日本郵船が挑む、海運DX

日本郵船株式会社　

代表取締役・
副社長執行役員

河野 晃
（こうの・あきら）

執行役員
照木 麻子

（てるき・あさこ）

──海運業という特殊なフィールドにお
いて、具体的なDXの実装はどこまで進
んでいるのでしょうか。
照木）海運企業にとって安全運航は「一
丁目一番地」の最重要課題です。これを
支える革新的な例が「船舶カルテ」のデ
ータ化です。船は鉄の塊で、洋上と陸上
では通信環境も大きく異なります。従来、
設計図面や運航データ、改造履歴などは
紙の資料としてバラバラに管理されてお
り、何かあれば担当者が一隻あたり約
10 万ページにもおよぶ膨大な船籍管理
文書をめくって探していました。これを
すべてデータ化し、生成AIで瞬時に抽
出できる環境を整えました。スピードは
劇的に上がり、人の手による検索漏れも
なくなります。他産業では当たり前かも
しれませんが、通信制約の厳しい海運業
において、ようやく力強いベースができ、

さらに取り組む余地がある領域だと確信
しています。
――DX戦略について、直近の投資判断
やリソース配分における戦略的優先順位
を教えてください。
河野）昨年、ステークホルダーの方々に
も分かりやすくお伝えするため、経営ビ
ジョンの実現に向けた全社横断の戦略と
して再整理した「DXストーリー」を公
表しました。ここでは「デジタル人材育
成」「DX型組織作り」「データの蓄積・活
用」「基幹システムの更新」「ITセキュリ
ティのアップデート」の5つの基盤を将
来の経営判断や業務革新を支える原動力
と位置付け、戦略的に投資を進めていま
す。

例えば「人材育成」については、昨年、
社員全員のスキル向上のため、知識レベ
ルのアセスメントを行い、個々の足りな

──現在の中期経営計画におけるDXの
ビジョンについてお聞かせください。
河野）現中期経営計画では「AX（両利
きの経営）」「BX（事業変革）」「CX（人材・
組織・グループ経営の変革）」「EX（エネ
ルギートランスフォーメーション）」と
いう各戦略を支える基盤としてDXを位
置付けています。 以前のIT活用は、船
舶の運航データ（SIMS）を活用した事故
予防や設計へのフィードバックなど、ど
ちらかといえば守りの側面が強かったの
ですが、今回は、DXを単なる業務改善
の手段にとどめず、新たなトランスフォ

ーメーションを牽引・促進する「アクセ
ラレーター」へと役割を一段引き上げま
した。

具体的には、自律運航船、宇宙関連事
業、洋上データセンター、洋上風力発電
関連事業といった新たな事業領域の開拓
まで、デジタルで加速していく考えです。
例えば、自律運航船の開発は、人手不足
への対応という「守り」と、新しいビジ
ネスモデルの創出という「攻め」の両面
を併せ持っています。この「攻めと守り
の両立」を明確に打ち出したのが、現中
計の最大のポイントです。

い部分を補うテーラーメイド型の e ラー
ニングを実施しました。私自身を含む経
営層も数十の講座を受け、今年初めの再
評価では明確な改善が見られました。さ
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CFOとして経営企画を見ていましたが、
現在はGCIOとして経営とDXの距離を
極限まで縮めています。個別のプロジェ
クトにリソースを奪われ全体最適が弱く
なるという課題に対し、経営視点での接
続を強化し、アジャイルな意思決定を行
う体制を整えています。
──セキュリティと利活用のバランス、
いわゆる「サイバーレジリエンス」への
対応はいかがですか。
河野）セキュリティは非常に重視してお
り、4 月から子会社のNYK BUSINESS 
SYSTEMSのセキュリティ部隊を本体
に取り込み、DX部門の中に独立した大
きな司令塔組織を作りました。ハッカー
側の技術も進歩していますから、「これ
でいい」という終点はありません。外部
評価を受けながら脆弱性を潰し続ける必
要があります。特に生成AIの活用にお

らに社内研修の NYK デジタルアカデミ
ーからは、ロケットの洋上発射事業のよ
うな新しいアイデアが生まれ、実際の事
業組織へと取り込まれるサイクルもでき
つつあります。「基幹システムの更新」
では、会計系基幹システムを業界標準プ
ロセスに合わせたオープンクラウド型へ

入れ替え、従来は手作業だった ROIC（投
下資本利益率）管理の自動化を実現しま
した。これにより事業ポートフォリオ管
理の精度が向上しています。「データの
蓄 積・ 活 用 」 で は、Microsoft 社 の
Copilot や独自の生成 AI 環境を全社員
に開放し、並行して参照データの粒度や

いては、ガバナンスとセキュリティが要
です。インサイダー情報や個人情報の管
理を含め、すべてのデータにAIがアク
セスできる環境をいきなり作るのではな
く、アクセス権限を一つずつ検証しなが
ら進める慎重なアプローチをとっていま
す。

――AIや蓄積されたデータの現場活用
について、先ほどの「船舶カルテ」以外
で注目すべき取り組みはありますか。
河野）今後、業界として極めて重要にな
るのが脱炭素関連の対応です。現在、温
室効果ガスの排出に関してはグローバル
な規制が強化されており、例えばEUや

正確性を高める整理を進めています。
──デジタル人材については、非IT部
門の中核層の育成にも力を入れていらっ
しゃいます。
照木）当社では「DX富士山」と呼んでい
る、IT部門以外の社員のDX人材化を
推進するプロジェクトを通じて、非IT
人材の意識も変わってきました。システ
ム部門におまかせではなく、自分たちで
業務を変える手段としてデジタルを捉え
たうえで、課題を整理し、仮説を立て、
データを活用して実装する仕事の型が根
付いてきたのが着実な進歩です。
――DXを実現するための組織づくりに
ついては、この一年で進捗がありました
か。
河野）組織面では、この4 月にGCIO

（Group Chief Information Officer） 室
を新設しました。私自身、3 月までは（図１）デジタル技術を活用した宇宙関連新規事業の構想

（図２）全社員の DX 力向上を目指す人材育成プロジェクト「Project Mt. Fuji」
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すが、社長自らもIR・SRの場で積極的
にDXを語っています。例えば、昨年の
会計系基幹システムのオープンクラウド

（SaaS）化については、他社の皆様から
も「あの規模の企業がよく実現できた」
と大きな反響をいただきました。こうし
た対話を通じて、我々の取り組みが社会
に影響を与えていることを実感します
し、フィードバックを改善に活かすこと
もできています。

また、個人投資家向けの説明会では、
ロケットの洋上発射事業や洋上データセ
ンター事業といった新規事業への関心が
非常に高く、ポジティブな反応をいただ
いています。
──最後に、今回の受賞を通じて世の中
に発信したいメッセージをお願いしま
す。
河野）我々が担う総合物流は、いわば「縁

その周辺国では独自の報告義務やペナル
ティ制度も導入されています。

こうした規制に対応するには、自社申
告だけでなく、国際的な認証機関による
認証が不可欠です。そこで重要になるの
がデータの正確性と互換性です。当社独
自のフォーマットではなく、日本海事協
会が進めるデータベースや船舶ビッグデ
ータのプロジェクトと連携し、業界標準
の確立に積極的に取り組んでいます。デ
ータの精度を業界全体で揃えることは、
海運業界全体の脱炭素を推進し、開示デ
ータの信頼性を担保することに繋がると
考えています。
──DXの評価基準について、財務指標
以外ではどのような視点を重視されてい
ますか。
河野）もちろん投資に対するROI（投資
利益率）は常に確認していますが、DX

の取り組みには経済的指標だけでは測れ
ない側面があります。具体的には環境へ
の影響や人的資本への貢献を意識してい
ます。当社には「サステナビリティ戦略
本部」があり、重要課題に基づいた多く
のサブKPIを設定し、開示を始めてい
ます。データを効率的に収集し、監査に
耐えうるガバナンスを確立すること自体
がDXの重要な役割です。今後は、個別

のシステム投資がどのサブKPIの達成
に寄与したかを多角的な視点で審査する
仕組みを、さらに強化していきたいと考
えています。
──ステークホルダーとの対話におい
て、DX戦略はどのように受け止められ
ていますか。
河野）私は前職がCFOでしたので投資
家の方々と直接対話する機会が多いので

の下の力持ち」です。しかし昨今の地政
学的な情勢や経済安全保障という観点か
ら見れば、いかに安全かつ効率的に運ぶ
かを支えるDXの重要性はかつてないほ
ど高まっています。サプライチェーンは
当社単独で完結するものではありませ
ん。データの利活用についても、他のプ
レイヤーの方々との協業・連携が不可欠

です。
照木）海運業には、まだ手を付けなけれ
ばならない未開の領域が数多くありま
す。これからも業界全体のDXを牽引す
るエンジンとなり、パートナーの皆様と
共創しながら、世界経済の発展に貢献し
ていきたいと考えています。

（図３）全社 DX を支えるデータ整備・利活用基盤の全体像

（図４）新たな価値創出を目指す洋上データセンター事業のイメージ
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AIの社会実装が本格化する中、ソフトバンクが「AI共存社会」の実現に向けて、通信事業者の枠を超えた次世代社会インフラの構築を加
速させています。同社は、大規模なAIデータセンターや国産大規模言語モデル「Sarashina」、AIとRANを同一計算基盤上で実行する
最新技術「AI-RAN」などを武器に、日本企業のDX・AX（AIトランスフォーメーション）を支援する準備を進めてきました。今期から始ま
った新しい中期経営計画では「Activate AI for Society」という成長戦略を掲げ、AIの構築フェーズから社会実装フェーズへの移行を
明確に打ち出しています。日本企業のDX・AXを通じた競争力強化と持続的な社会の実現を支える存在へと進化する同社の戦略や今後
の展望について、副社長執行役員 兼 COO 法人事業統括の桜井勇人氏に伺いました。

Interview
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通信企業からAI企業へビジネス変革
「実践知」を武器に企業の変革を伴走支援

ソフトバンク株式会社　

副社長執行役員 兼 
COO 法人事業統括

桜井 勇人
（さくらい・はやと）

を提供する企業」への進化を掲げ、中期
経営計画ではこのビジョン実現に向けた
ロードマップを３つのフェーズで構成し
ています。2021〜2022 年度の第１フェ
ーズではDX推進と事業基盤の整備を進

め、2023〜2025 年度の第２フェーズで
は、AI基盤の実装と事業化を重点テー
マとしてきました。具体的には、社内に
おけるAXの実践のほか、当社の携帯基
地局とAIを動かす基盤を融合したAI-

──ソフトバンクが掲げるDX戦略のビ
ジョンを教えてください。
桜井）当社は、常に自らが変化し続ける
存在でありたいと考えています。「情報
革命で人々を幸せに」という経営理念の
下、まずは自社をカスタマーゼロ（最初
の顧客）としてDXを実践し、その過程
で蓄積されたノウハウを体系化し、お客
さまに提供していく。これこそが今、我々
が担っている役割です。

DX という形での取り組みや AI 活用
は数年前から開始しており、下地は相当
積み上げてきました。今年からはさらに、

AI により事業を刷新しようというフェ
ーズに動き出しています。AI を単なる
業務効率化の道具にとどめず、企業の事
業成長や社会課題の解決につなげること
が重要です。当社としても「Activate 
AI for Society」の下、AI の可能性を社
会で実際の価値へと転換し、企業や生活
者がその恩恵を享受できる環境づくりを
加速させていきます。
──長期計画に基づいた具体的なDX戦
略の進捗はいかがでしょうか。
桜井）2030 年に向けて「デジタル化社
会の発展に不可欠な次世代社会インフラ

（図１）長期ビジョン

RANの仕組みを用いた統合ソリューシ
ョン「AITRAS」の開発、北海道苫小牧
市と大阪府堺市でのAIデータセンター
の 構 築、 国 産 大 規 模 言 語 モ デ ル

「Sarashina」の構築などを進めてきまし
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心・安全な環境を「共に創り上げましょ
う」という姿勢で向き合っています。当
社のポリシーは、世界中の最先端AIテ
クノロジーを迅速に取り入れ、日本のマ
ーケットに最適化した形で届けることで
す。今後もパフォーマンスとセキュリテ
ィを高め、日本のデジタル競争力の底上
げに貢献していきます。
──AIによる事業刷新が進む中で、人
材のあり方はどのように変わっています
か。
桜井）通信インフラをはじめとする「既
存事業を安定的に支える領域」と、AI
やデータ活用など「今後を担う注力領域」
という２軸で人材戦略を設計していま
す。自前でできないことはパートナー企
業の力もお借りしますが、同時に社内で
人材をシフトさせる仕組みが重要と考え
ており、成長領域の専門性を習得したい

た。
――第３フェーズでは「次世代社会イン
フラ基盤の完成とさらなる事業成長」を
掲げていますが、現状どのように進展し
ていますか。
桜井）第３フェーズが始まる今年５月に

発表した中期経営計画では、「Activate 
AI for Society」を成長戦略として掲げ、
AIと共存する社会の実現に向けた次世
代社会インフラ基盤の完成とさらなる事
業成長を目指しています。AIインフラ
への戦略投資と社会実装を両輪で推進
し、新たな成長領域の確立につなげてい
きます。これにより、中長期的な企業価
値のさらなる向上を図っていきます。最
も重視しているのは、「あらゆるお客さ
まが快適にAIを利活用できる環境を提
供すること」です。通信インフラを担う
事業者として、強固なデータセンターと
クラウド基盤という土台を築き、その上
でAIが高度に機能するモデルを追求し
ています。AIを使う環境はさまざまで
すから、例えば大規模な学習やデータ処
理はデータセンターのような場所で行う
一方、工場のロボット制御のようにリア

社員自らが手を挙げてチャレンジでき、
１年かけてリスキリングする「育成型ジ
ョブポスティング制度」など挑戦的なこ
とにも取り組んでいます。

現在我々は DX から AX へと取り組
みの軸を進化させており、全社員が AI
を使いこなし、自分の仕事を自ら変革で
きる人材であるべきだと考えています。
例えば、現場の業務課題を起点に社内で
AI 活用を模索し、カスタマーゼロの経
験値を高めたメンバーが、今度はお客さ
まへの提案をサポートするフロント側を
担うというように、ソフトバンクの強み
である人材の循環を AI・AX の時代で
も変わらず展開していこうと思います。
──組織づくりについては、迅速な意思
決定と実行を可能にする柔軟性をどのよ
うに担保されていますか。
桜井）変化の激しいデジタル領域に即応

ルタイム性が求められるケースでは、通
信や処理の遅延を抑えられる、現場に近
い環境でのAIの稼働が重要になります。
そうしたニーズに応える手段の一つが
AI-RANで、通信を効率化しながらAI
をより快適に使える基盤としての役割も
担っています。クラウド戦略については、
かねてから進めてきた「ソブリン性を備
えたクラウド基盤」の構築が結実し、４
月に「Cloud PF Type A」というサービ
スとして提供開始しました。また、
GPUなどの計算基盤を外部にも開放し、
さまざまな企業がAIモデルの初期構築
やプロトタイプの検証を気軽に試せる環
境づくりも進めています。企業が扱うデ
ータの中には重要な機微情報も含まれて
おり、海外クラウドではなく、信頼の置
ける国内基盤に預けたいという声が根強
くあります。こうしたニーズに対し、安

するため、当社ではあえて独立したDX
専門部門を設けていません。状況に応じ
て方針を柔軟に見直しながら、各事業部
門が自らの事業課題を解決するためにデ
ジタル活用を主導し、経営層が方向性を
明確に示した上でスピーディな意思決定
を行う体制を基本としています。また、
各現場が自律的に挑戦し続ける環境や文
化をつくるため、全社・グループ横断で
年に複数回、「生成AI活用コンテスト」
を開催しています。これにより、各部門
が実際の業務課題を起点にAI活用を模
索し、成果を共有する循環が生まれてい
ます。

一方で、個人情報の取り扱いや AI 活
用については社会的影響やリスクの大き
さを踏まえ、厳格な推進・統制体制を整
備しています。複数の専門部門を配置し、
情報セキュリティ部門や AI 倫理委員会
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ケージ化した輸出モデルを目指します。
また、国産LLM「Sarashina」については、
金融、電力、自動車、行政など、業界や
個社のデータを活用した特化モデルの提
供を進め、収益化につなげていきます。

と密に連携しながらガバナンス強化を図
っています。現場主導で変革を推進しつ
つ、リスク管理は専門部門が集中的に担
うという二層構造を機能させることで、
挑戦と統制を両立させています。
――AIやデジタル技術をめぐる環境が
高度化する中、次世代社会インフラを担
う事業者が果たすべきセキュリティの役
割をどのようにお考えですか。
桜井）通信事業者としても、次世代社会
インフラ事業者としても、セキュリティ
は非常に大きな責任を伴う領域です。
我々は長年「通信の秘密」に関わる事業
を営んでおり、その重要性に対する感度
は極めて高く持っています。現在はサイ
バー攻撃にもAIが使われる世界ですの
で、我々はその一歩先を行かなければな
りません。攻め込んでくるのもAIです
が、守るのもまたAIを活用できます。

AIによる防御や運用の仕組みを確立で
きれば、将来的にお客さまに提供できる
サービスにもなります。マーケットでも、
AI活用の期待が高まるとともに、セキ
ュリティのリスクに対する感度も高まっ
ており、引き合いも非常に多い状況です。
具体的には、「AIを守る」取り組みと「AI
で守る」取り組みの両面を進めています。

「AIを守る」取り組みとしては、例えば
生成AIへの機密情報入力の防止や、AI
をだまして意図しない回答や動作をさせ
る攻撃への対策、AIが参照する社内デ
ータの漏えい防止などが該当します。一
方で「AIで守る」取り組みでは、膨大な
通信やシステムの動きからAIが異変の
兆候を見つけ、危険度や対応の優先順位
を整理します。最終判断は人が担いなが
ら、被害が広がる前に手を打てる体制づ
くりを進めています。AIもセキュリテ

ィも、まだ確固たる正解がない世界です
ので、都度お客さまの要望を伺いながら
最適な技術や運用を組み合わせていく必
要があります。次世代社会インフラを担
う企業として、これまで以上にセキュリ
ティに対する感度を研ぎ澄ませて取り組
んでいます。
──今後の新たなビジネスモデルの創出
や業態変革に向けた展望を教えてくださ
い。
桜井）AIは今後も進化していくため、
その変化をスピーディに捉えながら、既
存事業の成長と新たな価値創出につなげ
ていきたいと考えます。例えば、AI-
RANは、RANとAIインフラへの投資
効率化を図る事業効果と、エッジAIに
おける基盤として商用提供を両立させる

「二刀流」の技術です。今後は日本での
成果をもとに、無線システム全体をパッ

さらに「Crystal intelligence」では、複
数のAI同士が連携し、企業活動全体の
最適化を支援することを目指していま
す。まだ発表していない取り組みもたく
さんありますが、今後もさまざまな面か

ら社会の成長に貢献していくと同時に、
日本発の技術で世界に挑戦したいと思い
ます。
──最後に、プラチナ企業として今後の
展望をお聞かせください。
桜井）大変光栄な賞をいただいたことで、
背負う責任と自覚はより一層強固なもの
となりました。今後も取り組みを止める
ことなく、常に挑戦し続ける姿を見せ、
実績を積み上げていきたいと思います。
当社には「まずはやってみる」という挑
戦する文化があります。当社の取り組み
が最終的に世の中の皆さまの生活や働き
方をアップデートし、社会を前進させる
大きなエネルギーやエンジンであったと
評されるよう、これからも変革を牽引し
ていきます。

（図２）ソフトバンクの目指す未来



104D X銘柄2026

DXプラチナ企業2025-2027

株式会社LIXIL

─　金属製品　 ─　5938　 ─
Interview

代表執行役副社長 兼
Chief Operating Officer 兼 
人事・Digital・CX 担当

金澤 祐悟
（かなざわ・ゆうご）

「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」をパーパスと
し、日々の暮らしの課題解決に取り組むLIXIL。水まわりと建材製品
を開発提供する、業界のリーディングカンパニーとして、DX推進に
よる徹底した生産性の向上と、顧客価値の創出に注力しています。
現在進行中の取り組みと、その先に見据える将来の展望について
代表執行役副社長 兼 Chief Operating Officer 兼 人事・
Digital・CX 担当の金澤祐悟氏に聞きました。

──プラチナ企業に選定されて２年目と
なりますが、経営ビジョンやDX戦略に
ついて直近１年間の取り組みを教えてく
ださい。
金澤）当社は「世界中の誰もが願う、豊
かで快適な住まいの実現」をパーパスに
掲げて日々の暮らしの課題解決に取り組
んでいます。CX（顧客体験）の向上を軸に、
部門の垣根を越えた連携でDX戦略を推
進しています。この１年も経営ビジョン
自体はこれまでと変わらず、DXは顧客
体験の向上のために行うという軸はぶら
していません。各領域で少しずつブラッ
シュアップしている状況です。

──DX戦略の推進において、組織づく
りの面で進捗はありますか。
金澤）デジタル部門では引き続き、アジ
ャイルな働き方を実現するため、Scrum 
@Scaleのフレームに基づいたフレーム
ワーク「スクラム（Scrum）」方式を採用
しており、このスクラム手法をより高度
化させています。グローバルでチームを
増やし、デジタル部門だけでなく、マー
ケティング、人事、R&Dなど他部門へ
も活動が広がっています。特に、デジタ
ル部門と他部門の知見を合わせた混成チ
ームで課題解決に取り組む事例が生まれ
ており、これを一つの進化と捉えていま
す。
──スクラムの中で生成AIの取り込み
方などに変化はありましたか。
金澤）開発チームでは、スクラムメンバ
ーの一員としてAIエージェントを導入
する試みを開始しています。能力として
はまだ半人前ですが、24 時間稼働でチ
ー ム を 支 援 し て い ま す。 例 え ば、
DevOps（デブオプス）で開発から運用も
一貫して担っているシステムのスクラム
チームでは、システムのパフォーマンス
低下を招く「スロークエリ」を自動で検
知・分析し、具体的な改善案をチケット
に自動起票する役割を担っています。

既存のチームメンバーはチケットを確
認し、テストを経て問題がなければデプ

ロイするだけで済みます。定型業務フロ
ーを、AI エージェントが受け持ってい
る状態です。スクラムの手法を徹底して
いるからこそ、人間同士の連携に留まら
ず、AI エージェントとの有機的なコラ
ボレーションが可能となりました。
──新しい技術の登場とともに、デジタ
ル人材の育成・確保も急務となっていま
す。
金澤）当社は、新しい技術に積極的な従
業員に率先して活用してもらい、その知
見を周囲に広げてもらう方法をとってい
ます。また、部門横断で発表会を定期的
に開催し、AIエージェントの活用事例
などを共有することで、強制でなくても
数百人が集まり、ナレッジを広げていま
す。
──ITシステムとサイバーセキュリテ
ィの部分はいかがでしょうか。
金澤）サイバーセキュリティの核心は「事
業継続性の担保」と「情報流出への対策」
の二点だと考えます。まず、ハッカーに

（図１）LIXIL'S PURPOSE
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よるバックアップの破壊を防ぐため、物
理的に隔離されたAirGapバックアップ
か ら、 現 在 は 手 が 加 え ら れ な い
immutable（不変な）バックアップへの
ロールアウトを進め、万が一侵入されて
も、一つ前の状態に戻れば復旧できる体
制を構築しています。一方、情報の流出
に対しては、端末にデータを置かないポ
リシーを徹底し、重要情報は権限管理と
MFA（多要素認証）を付したクラウド
側へ集約しています。

最終的には「ゼロトラスト」を目指し
ていますが、これはあくまで「北極星」
だと捉えています。100% の到達が目的
ではなく、経済合理性と照らし合わせ、
重要なシステムから優先的に適用するこ
とで強靭な組織を構築していく考えで
す。
──データ活用・連携などの進捗を教え
てください。
金澤）データ活用面では、活用の裾野が
確実に広がってきています。これまでは、

「BigQuery」というプラットフォームを
導入してはいたものの、担当者にSQL
を使いこなせるスキルがない場合はデー
タを十分に引き出せませんでしたが、生
成AIの登場で「書き方をAIに教えても
らう」といった補完が可能になり、状況
は変わりつつあります。

より直感的なデータ探索の世界観が近
い将来に実現しそうです。BigQuery に
は「MCP（Model Context Protocol）」
という機能がついているので、例えば社
内の人間が AI に自然言語で問いかける
と、AI が解析用の SQL を自ら生成して
BigQuery へ投げ、回答を自然言語で返
してくれる。こうした仕組みが可能にな
れば、データの「民主化」はさらに一歩
進みます。

具体的な実装としては、現在、ほぼ全
社員にグーグルの生成 AI「Gemini」を
提供しています。Gemini 側が正式に
MCP に 対 応 し、BigQuery 側 を MCP
サーバーとしてやり取りできるようにな
れば、人間が AI を通じて自由自在にデ
ータへアクセスできる環境が整います。
──CX分野で効果的だった取り組みを
教えてください。
金澤）2022 年に開始したIoTソリュー
ションの「LIXILトイレクラウド」で成
果が出てきています。オフィスビルでは
従来、清掃員がフロアを巡回し、定期的
に清掃を行うのが一般的でしたが、トイ
レクラウドを導入すると、個室（ブース）
単位のデータが可視化でき、清掃員は必
要なタイミングで、必要な箇所だけを清
掃する効率的な動きが可能になります。
JR西日本大阪駅や大手小売チェーンな
どで導入され、清掃コストを半分にして
も品質を一定以上確保できたという実績
が上がっています。

現在、このモデルを、港区の公園など
拠点が点在するエリアを巡回する「広域
清掃」に展開を始めています。将来はコ
ンビニエンスストアなどへの応用も見据
えています。最近のコンビニは多国籍な
スタッフで運営されていますが、文化的
な背景もあり、トイレ清掃に抵抗を感じ
る方も少なくないと聞きます。そこで「ギ
グワーク（ウーバー型）」のように、自
転車で移動できる範囲内の複数店舗を、
トイレ清掃に特化して巡回するようなビ
ジネスモデルもあり得るのではと考えて
います。
──DXの成果指標はどのように可視化
していますか。
金澤）デジタル部門では、スクラムチー
ムごとに「ベロシティ（週あたりのアウ

トプット量）」や「ハピネス（幸福度）」を
毎週計測し、生産性を可視化しています。
これにより、効率化が実際のアウトプッ
ト増加につながっているかを確認してい
ます。
──DXの共通課題の解決に向けた、取
引先やパートナー企業との連携について
考えを教えてください。
金澤）住宅設備業界には複雑なバリュー
ストリームがあり、エコシステム全体の
合理化のためにはDXの取り組みの波及
が重要です。当社は製造業でBtoB事業
でもあるので、コンシューマーに価値が
届くまでに、代理店や施工業者、流通店
など多くの方々が関与します。まずは、
このプロセスに携わる人たちへの体験価
値を高めないと、顧客体験の向上には至
らないと考えています。
──今後取り組んでいきたい目標や課題
を教えてください。
金澤）AIエージェントを業務プロセス
に本格的に組み込み、タスク性の高い作
業はAIに任せ、人間は創造的な業務に
特化する「分業」を進めていきたいです。
そのための課題は技術面より「マインド
セット」にあります。従来の仕事のやり
方への固定観念をどう変えていくかが重
要になります。さらに一歩踏み込んだ
AI技術の活用により、市場や顧客ニー
ズに迅速に対応し、需要喚起につながる
方法も模索していきたいです。

（図２）DX Configuration
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─　電気機器　 ─　6501　 ─
Interview

執行役常務 CD&SO藤森 聡子
（ふじもり・さとこ）

デジタルで価値を創出する「Lumada（ルマーダ）」を成長戦略
の柱に据えて、DX提案を強化している日立製作所。自らをカスタ
マーゼロ（最初の顧客）として検証を重ね、その結果を価値として
顧客に提供する取り組みを通じて、デジタル技術やAIを活用した
社会インフラの変革に挑んでいます。執行役常務 CD&SOの藤森
聡子氏に、現在の取り組みや展望について伺いました。

──DXの取り組みについて、成長事業
であるLumada事業を中心に、昨年から
の進捗を教えてください。
藤森）社会の課題が複雑化するなか、日
立ならではの価値を創出するために、
Lumadaは引き続き進化を続けていま
す。Lumadaは2016 年、お客様の業務
をデータドリブンで進化させるIoTプラ
ットフォーム（Lumada 1.0）として開始
しました。その次の段階では、デジタル
エンジニアリング（Lumada 2.0）によっ
て、お客様のバリューチェーンの構想か
ら実装までを行い、フィードバックを得
てグループに展開していく取り組みを進
めてきました。そして昨年度から、新た
に「Lumada 3.0」と名前をつけ、日立グ

ループが持つ幅広いインストールベース
（導入実績）を「デジタライズドアセット」
と位置づけました。ここで、長年築き上
げてきたドメインナレッジと、最新の
AI、そしてパートナーエコシステムを
活用して収集したデータを、価値に変換
し、デジタルサービスを提供しています。

グローバル市場では「One Hitachi」
として、米国中西部の系統運用事業者
Southwest Power Pool との取り組みや
鉄道系で数々の事例を生み出していま
す。また、日系企業として初めて、米半
導体大手の NVIDIA のグローバルシス
テムインテグレーター（GSI）プログラ
ムに参加するなど、グローバルテック企
業の皆様とも協業を推進して、その最新
の技術を社会インフラに実装する取り組
みを加速させています。
──「Lumada 3.0」におけるAIの活用
について具体的に教えて下さい。
藤森）これまでもデータ分析から価値を
見出してサービスを提供していました
が、Lumada 3.0では、AI活用によりサ
ービスをさらに高度化させているといえ
ます。具体的には、より大量のデータを
扱えるだけでなく、いわゆるエキスパー
トが持っていた暗黙知的な部分を形式知
化できるなど、いくつかのブレイクスル
ーが AI でもたらされているという状況
です。

──Lumada事業の具体的な進捗、特に
先行しているのはどの領域でしょうか。
藤森）進捗は事業によってさまざまです
が、鉄道事業者向けに提供しているデジ
タル資産管理ソリューション「HMAX 
Mobility」が大きな先陣を切っています。
海外の鉄道の導入事例では、保守コスト
とエネルギー消費量の15%削減や、列
車遅延時間の短縮といった具体的な成果
が出ており、HMAXソリューションは
Mobilityの ほ か、Energy、Industry、
Financeの４つの主要分野に横展開され
ています。

（図１）主な HMAX 適用事例

──DX 戦略における投資予算やリソー
ス配分の優先順位はどのように変わりま
したか。
藤森）Lumada については、2025 年度
に発表した経営計画「Inspire 2027」で、
事 業 の 売 上 収 益 比 率 を80%、Adj. 
EBITA率を20%にするという長期目標

「Lumada 80-20」を打ち出しています。
この目標を達成するため、投資やリソー
ス配分は Lumada の成長領域に集中的
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に投下するという戦略的な優先順位付け
を行っています。
──「Lumada 80-20」の目標達成に向け
た施策を教えてください。
藤森）既存セクターにおけるLumada事
業の成長を堅持するとともに、現在、次
の成長の柱の確立を目指しています。こ
れまでLumadaは、モビリティ、エネル
ギー、インダストリー、デジタルといっ
た既存の各セクターにおいて、それぞれ
の事業とともに着実な成長を遂げてきま
した。今後もこれらの領域で拡大を継続
していきますが、それと並行して、次の
成長の柱を育てるため、2025 年度から
新 た に「 戦 略 SIB（Social Innovation 
Business）ビジネスユニット」を立ち上
げました。現在、社会的要請が高まって
いる、エネルギー需要、データセンター、
電動化、スマートシティ、ヘルスケアを
CEO が決めた新領域として取り組んで
います。

ドし、AI の価値を伝えるメッセンジャ
ーとして活動しています。
──信頼と責任を両立させるための IT 
基盤やセキュリティについてはどうお考
えですか。
藤森）新技術にはアクセルとブレーキの
バランスが重要です。セキュリティ面で
はリスクベースでの対策を前提に、社内
の「AI 統括委員会」がルール策定や教
育を進めています。多様な事業や国・地
域に対応するため、柔軟性のあるフレー
ムワークで対応し、IT 部門がリスクを
検証しつつ、現場が安全にツールを使え
る環境を整備しています。基本的にはグ
ローバルで標準化を進めますが、各国の
法制度などに応じて対応を変える部分も
あります。日立グループは幅広い事業を
展開しているため、事業ごとの差異を吸
収できるような使い分けや、ユーザーニ
ーズとのバランスを考慮しています。
──ステークホルダーや投資家との対話
はどのようにされていますか。
藤森）当社がなぜDXに取り組むのか、
DXが持続可能な社会にどう貢献できる
のかという点を理解いただくことが必要
だと考え、機関投資家やアナリストの皆
さんと年間1000 件ほどの個別ミーティ
ングを実施しています。また、短期的な
成果だけでなく、中長期でどのような価
値が創出できるのか、そのために現状ど
のような取り組みをしているかという点
も特に力を入れて伝えています。こうし
た対話からいただいたヒントを、事業に
反映させていくこともあります。
──DXにおける今後の課題と、それを
乗り越えるためにすべきことは何だとお
考えですか。
藤森）AI 技術の進化スピードへの対応
です。信頼性や安全性を維持しつつ、変

化を迅速に捉えて対応していく両面性が
求められます。ただ、AI を活用するこ
とで何を得られるのか、そこからさらに
どう変わっていくのかというビジョンを
持たないと、省力化や自動化で人を削減
するなどといった短絡的な話になってし
まいます。当社はそうではなく、AIを、
あくまで人間を拡張・支援する「人間中
心の AI」だと捉えており、効率化で得
られた時間をどう再投資するかをセット
で考えることこそ重要だと捉えていま
す。
――プラチナ企業の最終年度を迎えるに
あたり、今後果たすべき役割や展望につ
いてお聞かせください。
藤森）社会を取り巻く環境は極めてダイ
ナミックかつ急速に変化しています。特
にAI領 域 の 進 展 は 目 覚 ま し く、

「ChatGPT」に始まり、従来は「生成
AI」という言葉が中心でした。それが近
年は「エージェントAI」へと進化し、オ
フィスにおける業務プロセスの自律化と
いう変革をもたらしています。さらに、
これが「フィジカルAI」へと進化し、オ
フィスワーカーのみならず、現場で働く

「フロントラインワーカー」の業務の高
度化という変革も起こせると考えます。

深刻さを増す社会課題に対し、まずは
我々自身がカスタマーゼロとなり、自ら
の中で検証を重ね、その結果を価値とし
てお客様にご提供していくという取り組
みを通じて、社会に貢献したいと考えて
います。同時に、私たちのこうした取り
組みが、日本の産業界における DX の
一つのモデルケースになればと捉えてい
ます。この価値を他の産業界の皆様とも

「協創」していくことで、日本全体の社
会インフラの変革に貢献していきたいで
す。

（図２）「Inspire 2027」がめざすもの

──デジタル人材の育成と確保について
は、どのようにされていますか。
藤森）現行の経営計画で、生成 AI プロ
フェッショナル人財を2027 年度までに
5 万人育成する目標を掲げています。全
従業員向けのAI リテラシー向上プログ
ラムに加え、各事業部ベースでも生成 
AIコミュニティが立ち上がり、成果共
有やコンテストを通じて活用が広がって
います。「AI アンバサダー」というポジ
ションも創設し、彼らが業務変革をリー
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─

デジタルトランスフォーメーション 調査 2026
─

─分 ─析 ─結 ─果 ─
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■調査実施概要

■調査参加企業数

「デジタルトランスフォーメーション調査2026」の回答企業数は289社でした。

─デジタルトランスフォーメーション調査2026 概要

■ DX 調査内の用語について
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─デジタルトランスフォーメーション調査2026 概要 ─デジタルトランスフォーメーション調査2026 分析結果

ここからは「デジタルトランスフォーメーション調査2026」の分析結果を紹介します。
※詳細については、経済産業省のホームページ内、「デジタルトランスフォーメーション調査2026の分析」

①全体的な回答傾向
●�DX銘柄企業・DX注目企業の回答スコアは、全体平均を総じて上回っており、「デジタルガバナ
ンス・コード」への取組の差が数字に表れている。

②全体的な回答傾向（AIに関する設問）
●�DX銘柄企業・ DX注目企業の回答スコアは、AIに関する設問においても全体平均を総じて上回っ
ている。全体平均では、「デジタル人材の育成・確保」の回答スコアが特に低い。
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③DX銘柄企業の特徴
●��DX銘柄企業とDX未認定企業では、「企業間連携」「デジタルスキル標準に基づく社員スキルの可視
化」「取締役への教育機会の提供」において、大きな差が見られる。

●��一方で、DX銘柄企業でも、「生成AI等の最新技術の動向も踏まえたDX推進を支える人材の確保」は
最も良い回答をした割合が比較的小さくなっている。

─デジタルトランスフォーメーション調査2026 分析結果 【参考】 ─デジタルトランスフォーメーション調査2026 参加企業
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─デジタルトランスフォーメーション調査2026 分析結果

水産・農林業
	 1333	 Umios株式会社	

建設業
	 1417	 株式会社ミライト・ワン
	 1420	 サンヨーホームズ株式会社
	 1721	 コムシスホールディングス株式会社
	 1724	 シンクレイヤ株式会社
	 1801	 大成建設株式会社
	 1803	 清水建設株式会社
	 1808	 株式会社長谷工コーポレーション
	 1820	 西松建設株式会社
	 1833	 株式会社奥村組
	 1860	 戸田建設株式会社	
	 1870	 矢作建設工業株式会社
	 1885	 東亜建設工業株式会社
	 1925	 大和ハウス工業株式会社
	 1926	 ライト工業株式会社
	 1952	 新日本空調株式会社
	 1959	 株式会社クラフティア
	 1969	 高砂熱学工業株式会社
	 1980	 ダイダン株式会社
	 6330	 東洋エンジニアリング株式会社
	 6366	 千代田化工建設株式会社

食料品
	 2001	 株式会社ニップン
	 2002	 株式会社日清製粉グループ本社
	 2264	 森永乳業株式会社
	 2270	 雪印メグミルク株式会社
	 2282	 日本ハム株式会社
	 2503	 キリンホールディングス株式会社
	 2590	 ダイドーグループホールディングス株式会社
	 2602	 日清オイリオグループ株式会社
	 2802	 味の素株式会社
	 2809	 キユーピー株式会社

繊維製品
	 3401	 帝人株式会社
	 3402	 東レ株式会社

調査に協力いただいた企業289社のうち、非公開の希望があった企業を除いた企業名を掲載しています。
※以下に記載している企業は、一部のみ調査に回答した企業も含みます。
※企業名は、業種順、証券コード順で掲載しています。（DX調査開始時点）

【参考】 ─デジタルトランスフォーメーション調査2026 参加企業
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	 3591	 株式会社ワコールホールディングス　

パルプ・紙
	 3941	 レンゴー株式会社

化学
	 3407	 旭化成株式会社
	 4043	 株式会社トクヤマ
	 4100	 戸田工業株式会社
	 4183	 三井化学株式会社
	 4186	 東京応化工業株式会社
	 4204	 積水化学工業株式会社
	 4208	 ＵＢＥ株式会社
	 4452	 花王株式会社
	 4626	 太陽ホールディングス株式会社
	 4631	 ＤＩＣ株式会社
	 4901	 富士フイルムホールディングス株式会社
	 4911	 株式会社資生堂
	 4912	 ライオン株式会社
	 4935	 株式会社リベルタ
	 4951	 エステー株式会社
	 4980	 デクセリアルズ株式会社
	 7908	 株式会社きもと
	 8113	 ユニ・チャーム株式会社

医薬品
	 4502	 武田薬品工業株式会社
	 4507	 塩野義製薬株式会社
	 4516	 日本新薬株式会社
	 4519	 中外製薬株式会社
	 4521	 科研製薬株式会社
	 4540	 株式会社ツムラ
	 4568	 第一三共株式会社

石油・石炭製品
	 5021	 コスモエネルギーホールディングス株式会社

ゴム製品
	 5108	 株式会社ブリヂストン

ガラス・土石製品
	 5201	 ＡＧＣ株式会社
	 5333	 NGK株式会社
	 5334	 日本特殊陶業株式会社
	 5357	 株式会社ヨータイ

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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鉄鋼
	 5401	 日本製鉄株式会社
	 5406	 株式会社神戸製鋼所
	 5411	 ＪＦＥホールディングス株式会社
	 5440	 共英製鋼株式会社

非鉄金属
	 5706	 三井金属株式会社
	 5711	 三菱マテリアル株式会社
	 5713	 住友金属鉱山株式会社
	 5726	 株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ
	 5801	 古河電気工業株式会社

金属製品
	 3436	 株式会社ＳＵＭＣＯ
	 5911	 株式会社横河ブリッジホールディングス
	 5938	 株式会社ＬＩＸＩＬ
	 5941	 株式会社中西製作所
	 5943	 株式会社ノーリツ
	 5984	 兼房株式会社

機械
	 5631	 株式会社日本製鋼所
	 6268	 ナブテスコ株式会社
	 6301	 株式会社小松製作所
	 6305	 日立建機株式会社
	 6361	 株式会社荏原製作所
	 6365	 株式会社電業社機械製作所
	 6367	 ダイキン工業株式会社
	 6370	 栗田工業株式会社
	 6454	 マックス株式会社
	 6471	 日本精工株式会社
	 6472	 NTN株式会社
	 6486	 イーグル工業株式会社
	 6498	 株式会社キッツ
	 7004	 カナデビア株式会社
	 7011	 三菱重工業株式会社
	 7013	 株式会社ＩＨＩ

電気機器
	 6501	 株式会社日立製作所
	 6503	 三菱電機株式会社
	 6526	 株式会社ソシオネクスト
	 6588	 東芝テック株式会社
	 6617	 株式会社東光高岳
	 6645	 オムロン株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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	 6663	 太洋テクノレックス株式会社
	 6701	 日本電気株式会社
	 6702	 富士通株式会社
	 6703	 沖電気工業株式会社
	 6724	 セイコーエプソン株式会社
	 6762	 ＴＤＫ株式会社
	 6787	 株式会社メイコー
	 6845	 アズビル株式会社
	 6850	 株式会社チノー
	 6857	 株式会社アドバンテスト
	 6869	 シスメックス株式会社
	 6981	 株式会社村田製作所
	 7752	 株式会社リコー
	 8035	 東京エレクトロン株式会社

輸送用機器
	 6902	 株式会社デンソー
	 6995	 株式会社東海理化電機製作所
	 7012	 川崎重工業株式会社
	 7241	 フタバ産業株式会社
	 7259	 株式会社アイシン

精密機器
	 7727	 株式会社オーバル

その他製品
	 7911	 ＴＯＰＰＡＮホールディングス株式会社
	 7912	 大日本印刷株式会社
	 7914	 共同印刷株式会社
	 7915	 ＮＩＳＳＨＡ株式会社
	 7936	 株式会社アシックス
	 7994	 株式会社オカムラ

電気・ガス業
	 9501	 東京電力ホールディングス株式会社
	 9502	 中部電力株式会社
	 9503	 関西電力株式会社
	 9504	 中国電力株式会社
	 9508	 九州電力株式会社
	 9513	 電源開発株式会社
	 9531	 東京瓦斯株式会社	
	 9532	 大阪瓦斯株式会社
	 9533	 東邦瓦斯株式会社

陸運業
	 9005	 東急株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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	 9020	 東日本旅客鉄道株式会社
	 9021	 西日本旅客鉄道株式会社
	 9044	 株式会社NANKAI
	 9064	 ヤマトホールディングス株式会社
	 9069	 センコーグループホールディングス株式会社
	 9075	 福山通運株式会社
	 9143	 ＳＧホールディングス株式会社
	 9147	 ＮＩＰＰＯＮ　ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス株式会社

海運業
	 9101	 日本郵船株式会社
	 9107	 川崎汽船株式会社

空運業
	 9201	 日本航空株式会社
	 9202	 ＡＮＡホールディングス株式会社
	 9233	 アジア航測株式会社

倉庫・運輸関連業
	 9301	 三菱倉庫株式会社
	 9302	 三井倉庫ホールディングス株式会社
	 9324	 安田倉庫株式会社
	 9351	 東洋埠頭株式会社
	 9368	 キムラユニティー株式会社

情報・通信業
	 3679	 株式会社じげん
	 3796	 株式会社いい生活
	 3837	 アドソル日進株式会社
	 4074	 株式会社ラキール
	 4414	 株式会社フレクト
	 4422	 VALUENEX株式会社
	 4667	 アイサンテクノロジー株式会社
	 4709	 株式会社ＩＤホールディングス
	 4768	 株式会社大塚商会
	 9401	 株式会社ＴＢＳホールディングス
	 9432	 NTT株式会社
	 9434	 ソフトバンク株式会社
	 9474	 株式会社ゼンリン
	 9658	 株式会社ビジネスブレイン太田昭和

卸売業
	 2768	 双日株式会社
	 3107	 ダイワボウホールディングス株式会社
	 3132	 マクニカホールディングス株式会社
	 3153	 八洲電機株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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	 3167	 株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス
	 3323	 レカム株式会社
	 7433	 伯東株式会社
	 7438	 コンドーテック株式会社
	 7459	 株式会社メディパルホールディングス
	 7476	 アズワン株式会社
	 7482	 株式会社シモジマ
	 7537	 丸文株式会社
	 8001	 伊藤忠商事株式会社
	 8051	 株式会社山善
	 8053	 住友商事株式会社
	 8060	 キヤノンマーケティングジャパン株式会社
	 8226	 株式会社理経
	 9830	 トラスコ中山株式会社
	 9962	 株式会社ミスミグループ本社
	
小売業
	 3329	 東和フードサービス株式会社
	 3397	 株式会社トリドールホールディングス
	 8252	 株式会社丸井グループ
	 8267	 イオン株式会社
	 8273	 株式会社イズミ	

銀行業
	 5831	 株式会社しずおかフィナンシャルグループ
	 5832	 株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ
	 5844	 株式会社京都フィナンシャルグループ
	 7167	 株式会社めぶきフィナンシャルグループ
	 7180	 株式会社九州フィナンシャルグループ
	 7189	 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス
	 7337	 株式会社ひろぎんホールディングス
	 7380	 株式会社十六フィナンシャルグループ
	 7389	 株式会社あいちフィナンシャルグループ
	 8308	 株式会社りそなホールディングス
	 8316	 株式会社三井住友フィナンシャルグループ
	 8331	 株式会社千葉銀行
	 8354	 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ
	 8370	 株式会社紀陽銀行
	 8381	 株式会社山陰合同銀行
	 8392	 株式会社大分銀行
	 8399	 株式会社琉球銀行
	 8410	 株式会社セブン銀行
	 8411	 株式会社みずほフィナンシャルグループ
	 8524	 株式会社北洋銀行
	 8544	 株式会社京葉銀行

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業



119 D X銘柄2026

証券、商品先物取引業
	 8601	 株式会社大和証券グループ本社
	 8609	 株式会社岡三証券グループ

保険業
	 7181	 株式会社かんぽ生命保険
	 8630	 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社
	 8725	 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社
	 8766	 東京海上ホールディングス株式会社

その他金融業
	 7199	 プレミアグループ株式会社
	 8253	 株式会社クレディセゾン
	 8439	 東京センチュリー株式会社
	 8566	 リコーリース株式会社
	 8570	 イオンフィナンシャルサービス株式会社
	 8572	 アコム株式会社
	 8585	 株式会社オリエントコーポレーション
	 8593	 三菱ＨＣキャピタル株式会社
	 8596	 株式会社九州リースサービス
	 8793	 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
	
不動産業
	 1435	 株式会社ｒｏｂｏｔ　ｈｏｍｅ
	 1878	 大東建託株式会社
	 2978	 株式会社ツクルバ
	 3231	 野村不動産ホールディングス株式会社
	 3289	 東急不動産ホールディングス株式会社
	 3300	 株式会社アンビションDXホールディングス
	 8801	 三井不動産株式会社
	 8802	 三菱地所株式会社
	 8848	 株式会社レオパレス２１
	 8887	 株式会社シーラホールディングス

サービス業
	 2120	 株式会社ＬＩＦＵＬＬ
	 2154	 株式会社オープンアップグループ
	 2168	 株式会社パソナグループ
	 2181	 パーソルホールディングス株式会社
	 2301	 株式会社学情
	 2462	 ライク株式会社
	 4290	 株式会社プレステージ・インターナショナル
	 4659	 株式会社エイジス
	 4694	 株式会社ビー・エム・エル
	 6037	 楽待株式会社
	 6180	 GMOメディア株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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	 6200	 株式会社インソース
	 9621	 株式会社建設技術研究所
	 9644	 株式会社タナベコンサルティンググループ
	 9713	 株式会社ロイヤルホテル
	 9715	 トランス・コスモス株式会社
	 9722	 藤田観光株式会社
	 9755	 応用地質株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　2026参加企業
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